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令和７年度　事　業　報　告　書
自　令和７年４月１日

至　令和８年３月31日

Ⅰ　総 括 的 概 要 わが国の経済社会は、30年ぶりともなる高水準の賃上げや企業の高い投資

意欲など、デフレから脱却し、新たなステージへと移行するチャンスを迎えた。

バブル期以来の株価更新を経験するなか、実体経済の向上と持続的な成長に

向けたさらなる努力が求められている。一方、深刻な人口減少、人手不足など

重い課題が山積する。

世界に目を向けると、長引くロシアのウクライナ侵攻。米国・イスラエルの

イラン攻撃に端を発する原油価格の急騰など、世界的な地政学リスクの常態化

がもたらす影響は非常に大きく、その結果、国際的なサプライチェーンの再構

築や資源価格の高騰、米国通商政策の変更に伴う経済摩擦など予断を許さない

状況が続いている。

こうした中、商工会議所は事業者に寄り添いながら事業継続を図ることを第

一に注力、賃上げや円安・物価高騰対策に関連した補助金などの申請業務や制

度融資による資金繰りなどの支援を行い、さらには、「産業未来共創事業補助金」

を利用して他分野進出や新たな事業展開を後押し、「省力化投資補助金」など

で生産性の向上を図る事業者への支援を積極的に行ってきた。

そして、11月の臨時議員総会では、平井耕司会頭、岡周一副会頭、西垣豪

副会頭、児嶋太一副会頭、桐林正彦専務理事が選任され、第44期108名の役員・

議員とともに平井会頭体制がスタートした。

平井会頭の掲げる「明るい鳥取の創造に向け〈INNOVATION〉を共（友）に！

未来を切り拓く!!」という基本方針のもと「変革」をテーマに事業を推進。

中でも、会議所活動の根幹である部会・委員会の活動を活発化させ、部会・

委員会は、それぞれの活動のテーマ設定から、３カ年の計画に落とし込み、テー

マを深化させつつ、部会・委員会の垣根を越えての共催事業やオープンセミ

ナー、会議など、多くの会員の参画を得ながら新たな活動、委員会活動を展開

している。
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定款の一部変更について� （令和７年11月１日　議員総会議決）

Ⅱ　事 項 別 状 況

　１．定 款 お よ び

　　　規　 約　 等

　　⑴　定　　　款

新（変更後） 旧（変更前）

第４章　役　員

（役　　員）

第�31条　本商工会議所に、次の役員を

置く。

　　　　会　　頭　　　１人

　　　　副 会 頭　　　４人以内

　　　　専務理事　　　１人

　　　　常 議 員　　  35人

　　　　監　　事　　　３人

2　（省略）

（役員の職務）

第32条　（以下、省略）

附　　　　則

（実施の時期）

１�　第31条（役員）改正規定は、令和

７年11月１日から実施する。

第４章　役　員

（役　　員）

第�31条　本商工会議所に、次の役員を

置く。

　　　　会　　頭　　　１人

　　　　副 会 頭　　　４人

　　　　専務理事　　　１人

　　　　常 議 員　　  35人

　　　　監　　事　　　３人

２�　前項の役員の外、必要に応じ理事２

人以内を置くことができる。

（役員の職務）

第�32条　会頭は、本商工会議所を代表

し、所務を総理する。

２�　副会頭は、会頭を補佐し、あらかじ

め会頭の定める順位により、会頭が事

故があるときはその職務を代行し、会

頭が欠員のときはその職務を行う。

３�　専務理事は、会頭及び副会頭を補佐

して職務を掌理し、会頭及び副会頭に

事故があるときはその職務を代行し、

会頭及び副会頭が欠員のときはその職

務を行う。

４�　常議員は、会頭の委任する特別の所

務を処理する。

５�　理事は、専務理事を補佐して所務を

処理する。

６�　監事は、本商工会議所の業務及び経

理を監査し、その監査の結果を議員総

会に報告する。
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定款の一部変更について� （令和８年３月31日　議員総会議決）

新（変更後） 旧（変更前）

第２章　会　員

（会員の資格）

第�10条　本商工会議所の地区内に引き

続き６箇月以上営業所、事務所、工場

又は事業場を有する商工業者、協同組

合及び経済関係団体は、本商工会議所

の会員となることができる。但し次の

各号に掲げるものであって、特に常議

員会の承認を得たものは本商工会議所

の会員となることができる。

（1�）本商工会議所の地区内で事業活

動を行う次に掲げる団体

　　イ　協同組合

　　ロ　信用金庫

　　ハ　労働金庫

　　ニ　公社

　　ホ　経済関係団体

　　ヘ　医療法人

　　ト　社会福祉法人

　　チ　弁護士法人

　　リ　監査法人

　　ヌ　税理士法人

　　ル　特許業務法人

　　ヲ�　産学連携、商工会議所事業等

に関わる学校法人

　　ワ�　地域経済の発展、教育・文化・

学術の振興、医療・福祉の増進

等に資する社団法人及び財団法

人

　　カ�　地域経済の振興等に資する中

間法人

　　ヨ�　まちづくり、教育・文化、医

療・福祉等の活動を行う特定非

営利活動法人

　　タ�　観光資源等として地域経済の

発展に貢献する宗教法人

（2�）本商工会議所の地区内で自己の

名をもって事業活動を行う次に掲

げる

第２章　会　員

（会員の資格）

第�10条　本商工会議所の地区内に引き

続き６箇月以上営業所、事務所、工場

又は事業場を有する商工業者、協同組

合及び経済関係団体は、本商工会議所

の会員となることができる。但し次の

各号に掲げるものであって、特に常議

員会の承認を得たものは本商工会議所

の会員となることができる。

　（1）（省略）

　（2）（省略）
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個人

　　イ　医師

　　ロ　歯科医師

　　ハ　助産師

　　ニ　弁護士

　　ホ　公認会計士

　　ヘ　司法書士

　　ト　税理士

　　チ　行政書士

　　リ　弁理士

２�　この定款において「商工業者」とは

次の者をいう。

⑴�　自己の名をもって商行為をするこ

とを業とする者

⑵�　店舗その他これに類似する設備に

よって物品を販売することを業とす

る者

⑶�　鉱業を営むもの

⑷　取引所

⑸�　商法（明治32年法律第48号）第

52条第２項の会社

⑹　有限会社

⑺　相互会社

３�　次の各号の１に該当する者は、会員

となることができない。

⑴�　精神の機能の障害により職務を適

正に行うに当たって必要な認知、判

断及び意思疎通を適切に行うことが

できない者

⑵�　破産手続開始の決定を受けて復権

を得ない者

⑶�　禁錮以上の刑に処せられ、その執
行を終るまでの者又はその執行を受

けることがなくなるまでの者

⑷�　反社会的勢力（①暴力団（暴力団

員による不当な行為の防止に関する

法律（平成３年法律第77号、その

後の改正を含み、以下「暴力団員に

よる不当な行為の防止に関する法

律」という。）第２条第２号に規定

する暴力団をいう。以下同じ。、②

暴力団員（暴力団員による不当な行

為の防止に関する法律第２条第６号

２　（省略）　

３�　次の各号の１に該当する者は、会員

となることができない。

⑴�　精神の機能の障害により職務を適

正に行うに当たって必要な認知、判

断及び意思疎通を適切に行うことが

できない者

⑵�　破産手続開始の決定を受けて復権

を得ない者

⑶�　拘禁刑以上の刑に処せられ、その
執行を終るまでの者又はその執行を

受けることがなくなるまでの者

⑷　（省略）
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に定める暴力団員をいう。以下同

じ。）又は暴力団員でなくなった時

から５年を経過しない者、③暴力団

準構成員、④暴力団関係企業、⑤総

会屋等、⑥社会運動等標榜ゴロ、⑦

特殊知能暴力集団等、⑧その他①か

ら⑦までに準じる者、⑨①から⑧ま

でのいずれかに該当する者（以下「暴

力団員等」という。）が経営を支配

していると認められる関係を有する

者、⑩暴力団員等が経営に実質的に

関与していると認められる関係を有

する者、⑪自己、自社若しくは第三

者の不正の利益を図る目的又は第三

者に損害を加える目的をもってする

など、不当に暴力団員等を利用して

いると認められる関係を有する者、

⑫暴力団員等に対して資金等を提供

し、又は便宜を供与するなどの関与

をしていると認められる関係を有す

る者、及び⑬役員又は経営に実質的

に関与している者が暴力団員等と社

会的に非難されるべき関係を有する

者をいう。以下同じ。

（役員の任免）

第�33条　会頭は、議員総会において、

会員（会員が法人その他の団体である

場合は、会員の権利を行使する１人の

者。以下本条において同じ。）のうち

から選任し、又は解任する。

２�　副会頭は、議員総会の同意を得て、

会頭が会員のうちから選任し、又は解

任する。

３�　専務理事は、議員総会の同意を得て、

会頭が選任し、又は解任する。

４�　常議員は、議員総会において、議員

（議員が法人その他の団体である場合

は、第35条第４項の議員の職務を行

う者）のうちから選任し、又は解任す

る。

５�　理事は、常議員会の同意を得て、会

頭が選任し、又は解任する。

（役員の任免）

第33条　（省略）

２　（省略）

３　（省略）

４　（省略）

５　（省略）
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変更なし⑵　規　　　約

６�　監事は、議員総会において、会員の

うちから選任し、又は解任する。

７�　役員の選任及び解任に関する議決

は、あらかじめその旨を通知し、且つ、

公告した議員総会又は常議員会におい

てのみすることができる。

８�　前７項に規定するものの外、役員の

選任及び解任に関し必要な事項は、議

員総会の議決を経て別に定める。

９�　次の各号の１に該当する者は、役員

になることができない。

⑴�　第10条第３項第１号又は第２号

（資格）に該当するもの。

⑵　未成年者

⑶�　禁錮以上の刑に処せられ、その刑
の執行を終った日又は執行を受ける

ことがなくなった日から５年を経過

するまでの者

⑷�　反社会的勢力又は反社会的勢力で

なくなった日から５年を経過するま

での者

10�　監事は、会頭、副会頭、専務理事、

常議員、理事又は職員の職を兼ねる

ことができない。

６　（省略）

７　（省略）

８　（省略）

９�　次の各号の１に該当する者は、役員

になることができない。

⑴�　第10条第３項第１号又は第２号

（資格）に該当するもの。

⑵　未成年者

⑶�　拘禁刑以上の刑に処せられ、その
刑の執行を終った日又は執行を受け

ることがなくなった日から５年を経

過するまでの者

⑷�　反社会的勢力又は反社会的勢力で

なくなった日から５年を経過するま

での者

10　（省略）

附　　　　則

（実施の時期）

１�　第10条（会員の資格）、第33条（役

員の任免）改正規定は、令和８年４月

１日から実施する。
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⑶　規則・規程 旅費支給規程の一部改定について� （令和７年６月27日　議員総会議決）

新　　　条　　　文 旧　　　条　　　文

（旅費の支給）

第�１条　常勤役員及び職員で職務のため

出張するときは別表１「旅費額表」に

より旅費を支給する。

　�但し、これにより難い場合は、「別表

１の付表」宿泊する地域に対応する宿

泊費上限額の範囲内で実費額を支給す

る。

第２条～第15条（省略）

別表１　旅費額表

（同左・省略）

別表１�（付表）宿泊する地域に対応する

宿泊上限額

（旅費の支給）

第�１条　常勤役員及び職員で職務のため

出張するときは別表１「旅費額表」に

より旅費を支給する。

第２条～第15条（省略）

別表１　旅費額表

【宿泊料・日当】

注�１：甲地方とは、東京都、大阪市、名

古屋市、横浜市、京都市及び神戸市の

うち財務省令で定める地域その他これ

らに準ずる地域で財務省令で定めるも

のをいい、乙地方とは、その他の地域

をいう。

注�２：日当が支給される出張において、

出発時刻が午後１時以降であるときは

日当の額の半額とし、帰着時刻が正午

以前であるときは日当の額の半額を支

給する。

宿　泊　料　＜注１＞

甲地域 乙地域 県内

10,900円 9,800円 8,200円

日　　　当　＜注２＞

宿泊のある
県外 県内

日帰り県外出張
で帰着時刻が21
時以降

2,200円 － 2,200円

日　　　当　＜注２＞

宿泊のある
県外 県内

日帰り県外出張
で帰着時刻が21
時以降

2,400円 － 2,400円

区　　分 宿泊費上限額
（１夜につき）

埼玉県、東京都、京都府、
大阪府

19,000円

福岡県 18,000円

千葉県 17,000円

神奈川県、新潟県 16,000円

香川県 15,000円

熊本県 14,000円

北海道、岐阜県、広島県 13,000円

山梨県、兵庫県、宮崎県、
鹿児島県
青森県、秋田県、茨城県、
富山県、長野県、愛知県、
滋賀県、奈良県、和歌山
県、高知県、佐賀県、長
崎県、大分県、沖縄県、

12,000円
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事務規則の一部改正� （令和８年３月31日　議員総会議決）

新 旧

注�１：宿泊上限額は、実際に宿泊する地

域の額を適用する。（用務地が属する

地域）

　�※ホテル料金に夕朝食代が含まれ、夕

朝食代相当額が明確な場合は、その金

額を控除して宿泊費を支給する。

注�２：宿泊上限額の範囲内であっても安

価な宿泊施設を選択すること。

注�３：概算払いを申請する際、予約表

等、料金が確認できる書類を添付する

こと。

別表２　長期研修等旅費額表（省略）

附　則

１．～３．（省略）

４．この規則は、第１条を改定、別表１

の「日当」及び付表「宿泊する地域に対

応する宿泊上限額」を追加して、令和７

年６月27日から実施する。

別表２　長期研修等旅費額表（省略）

鳥取商工会議所事務規則

第１章　総　　　則

第１条　　（省略）

鳥取商工会議所事務規則

第１章　総　　　則

第�１条　この規則は、鳥取商工会議所事

務局（以下「事務局」という。）の主

たる事務分掌、職制、その他事務処

理に必要な取り扱い等を明らかにし、

もって事務の適正かつ能率的な運営を

図ることを目的とする。

宮城県、山形県、栃木県、
群馬県、福井県、岡山県、
徳島県、愛媛県、岩手県、
石川県、静岡県、三重県、
島根県、福島県、鳥取県、
山口県
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第２章　機構及び事務分掌

第�２条　事務局に次の部を置き、課・室・

係については、事務局機構図により別

に定める。

　⑴　総務企画部

　⑵　経営支援部

２�　事務局に中小企業相談所を置き、設

置規程は別に定める。

第�３条　総務企画部は、次の事務を分掌

する。

１．定款その他諸規程に関する事項

２�．事業計画・予算及び事業報告・決算

並びに申告に関する事項

３�．議員総会、常議員会、会頭・副会頭

会議に関する事項

４．日商、中連、県連に関する事項

５．役員・議員の選挙選任に関する事項

６�．会員・特定商工業者の管理及び会費

等の収納に関する事項

７．表彰、慶弔、儀礼に関する事項

８．共済制度に関する事項

９．所有財産の管理・運営に関する事項

10�．現金・預金・有価証券及び物品の

出納保管に関する事項

11�．人事・分限・給与・厚生に関する

事項

12�．各種調査、情報資料の収集に関す

る事項　

13．会計帳簿の整理保管に関する事項

14．印章の保管管理に関する事項

15�．コンピュータによる事務管理シス

テムの確立に関する事項

15．まちづくり推進事業に関する事項

16．各種検定に関する事項

17�．産・学・官の連携推進に関する事

項

18．その他他部の分掌に属さない事項

第�４条　経営支援部は、次の事務を分掌

する。

１�．金融、税務、経理等個別指導に関す

第２章　機構及び事務分掌

第�２条　事務局に次の部を置き、課・室・

係については、事務局機構図により別

に定める。

　⑴　地域・経済振興部

　⑵　経営支援部

２�　事務局に中小企業相談所を置き、設

置規程は別に定める。

第�３条　地域・経済振興部は、次の事務

を分掌する。

１�．定款その他諸規程に関する事項

２�．事業計画・予算及び事業報告・決算

並びに申告に関する事項

３�．議員総会、常議員会、会頭・副会頭

会議に関する事項

４�．日商、中連、県連に関する事項

５�．役員・議員の選挙選任に関する事項

６�．会員・特定商工業者の管理及び会費

等の収納に関する事項

７�．表彰、慶弔、儀礼に関する事項

８�．共済制度に関する事項

９�．所有財産の管理・運営に関する事項

10�．現金・預金・有価証券及び物品の

出納保管に関する事項

11�．人事・分限・給与・厚生に関する

事項

12�．各種調査、情報資料の収集に関す

る事項　

13�．会計帳簿の整理保管に関する事項

14�．印章の保管管理に関する事項

15�．コンピュータによる事務管理シス

テムの確立に関する事項

16�．まちづくり推進事業に関する事項

17．各種検定に関する事項

18�．産・学・官の連携推進に関する事

項

19．その他他部の分掌に属さない事項

第�４条　経営支援部は、次の事務を分掌

する。

１�．金融、税務、経理等個別指導に関す
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る事項

２�．各種講習会、説明会の開催等集団指

導に関する事項

３．経営安定特別相談事業に関する事項

４．労働保険事務組合に関する事項

５�．商取引及び信用調査及び証明に関す

る事項

６．補助金事務に関する事項

７．小規模企業共済に関する事項

８．公庫の利用に関する事項

９�．その他中小企業・小規模事業者の経

営支援及び、指導、育成に関する事項

10�．とっとり企業支援ネットワーク事

業に関する事項

11�．中小・小規模事業者へのデジタル

化推進に関する事項

12�．所内のシステム化及び管理に関す

る事項

13�．その他地域振興に関する事項

第５条　（省　略）

第３章　職階並びに職制

第６条～第８条（省　略）

第４章　事務処理

第９条～第13条（省　略）

第５章　会　　計

第14条～第24条（省　略）

附則

１．～ 20．　（省略）

21�．第２条、第３条及び第４条を改正

したこの規則は、令和８年４月１日

より実施する。

る事項

２�．各種講習会、説明会の開催等集団指

導に関する事項

３．経営安定特別相談事業に関する事項

４．労働保険事務組合に関する事項

５�．商取引及び信用調査及び証明に関す

る事項

６．補助金事務に関する事項

７．小規模企業共済に関する事項

８．公庫の利用に関する事項

９�．その他中小企業・小規模事業者の経

営支援及び、指導、育成に関する事項

10�．とっとり企業支援ネットワーク事

業に関する事項

11．その他地域振興に関する事項

第５条　（省　略）

第３章　職階並びに職制

第６条～第８条（省　略）

第４章　事務処理

第９条～第13条（省　略）

第５章　会　　計

第14条～第24条（省　略）

附則

１．～ 20．　（省略）
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　２．組　　　　織

　　⑴　会　　　員

　　　①　会 員 数

　　　②　部　　会

イ　会員内訳

ロ　業種別会員数

　　農業 15　　　鉱業　２　　　建設業　495　　　製造業　193

　　電気・ガス・熱供給・水道業　７　　　運輸通信業　106

　　卸・小売業　505　　　金融・保険業　70　　　不動産業　61

　　サービス業　699　　　その他　30

ハ　地区別会員数

　　鳥取市　2,104　　　岩美郡　18　　　八頭郡　30　　　その他　31

ニ　会費負担口数別会員数

部会内訳

51口～100口 101口～200口 201口以上 計

20 11 6 2,183

１　　　口 ２　　　口 ３口～10口 11口～30口 31口～50口

464 1,471 127 55 29

部　　会　　名 主　た　る　所　属　業　種 所属部
会員数

建　 設　 部　 会

工　 業　 部　 会

流　 通　 部　 会

金　 融　 部　 会

一般土木建築工事業、土木工事業、建築工事業、板

金・金物工事業、塗装工事業、電気工事業、管工事

業、土木建築、建築サービス業、建物売買業、土地

売買業、不動産代理業・仲介業、不動産賃貸業

食料品製造業、織物製外衣・シャツ製造業、製材業、

木製品製造業、家具製造業、印刷業、金属製品製造

業、電子部品・デバイス製造業

衣服・身の回り品卸売業、農畜産物・水産物卸売業、

食料・飲料卸売業、建築材料卸売業、一般機械器具

卸売業、医薬品・化粧品等卸売業、百貨店、スーパー

マーケット、呉服・服地・寝具小売業、婦人・子供

服小売業、酒小売業、家庭用機械器具小売業、医薬

品・化粧品小売業、書籍・文房具小売業、スポーツ

用品・玩具・娯楽用品・楽器小売業

銀行、クレジットカード業、割賦金融業、証券業、

生命保険業、損害保険業

589

　226

　460

　 

63

区　　分 前年度末現在会員数 新規加入者数 脱  退  者  数 年度末現在会員数

個　　　人 499 23 27 495

法　　　人 1,643 44 55 1,632

団　　　体 55 1 0 56

計 2,197 68 82 2,183
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　　　③　委 員 会

　　　　　特別委員

　　　　　会含む　

委員会内訳
⎧　　　　⎫　⎜　　　　⎜⎜　　　　⎜　⎩　　　　⎭

部　　会　　名 主　た　る　所　属　業　種 所属部
会員数

観光・交通部会

サ ー ビ ス 部 会

一般乗用旅客自動車運送業、一般貨物自動車運送業、

自動車小売業、自動車整備業、旅行業、土産品関連

業、食堂・レストラン、すし店、喫茶店、バー、ス

ナック、旅館・ホテル

新聞業、民間放送業、ソフトウェア業、公認会計士

事務所、税理士事務所、その他の専門サービス業、

専修学校、各種学校、洗濯業、理容・美容業、写真

業、各種物品賃貸業、広告代理業、その他の広告業、

建物サービス業

319

　541

委　員　会　名 委員数 主　な　審　議　事　項

運 営 委 員 会

企 画 政 策 委 員 会

ロ ー カ ル フ ー ド
プロジェクト特別委員会

ま ち な か 賑 わ い
創 出 特 別 委 員 会

デ ジ タ ル デ ー タ
活 用 特 別 委 員 会

とっとり観光ビジョン
実 現 特 別 委 員 会

とっとり未来づくり
特 別 委 員 会

13

4
  

7
　

6

11

13

12

会議所運営・活性化対策・優良従業員被表彰者
の審査� （４. ３.26設置）
当商工会議所の取るべき “行動計画や、課題解
決のための立案” 及び、外部機関に対する “提
言活動の内容” 等について調査・研究する
� （23. ４. １設置、４.12.13改称）
域内企業、産業支援機関、大学、地域商社など
関係するステークホルダーと連携を図って地域
の食品産業を中心に新しい価値を生み出す農商
工連携を支援するなど、当地域産業の活性化に
資することを調査� （７.10.31活動終了）
中心市街地の賑わい創出のための、空き店舗や
低未利用地を活用し、来街者が使いやすい歩行
者動線整備検討と併せて広く議論する
� （４.12.13設置）
コンパクトスマートシティの実現に向けた調
査・研究。検討地域課題解決に資する新たな情
報通信インフラ（５Ｇ、ローカル５Ｇ等）の調
査・研究、鳥取県データ連携基盤の活用
� （７. ８. １改称）
行政、観光関連団体や事業者、市民、地域、団
体、事業所、学校などのあらゆる関係者が観光
振興を担う主体であると認識し、本市が目指す
べきビジョンを描き、その具現化を果たしてい
く� （７. ４. １改称）
女性活躍と若者定住を推進するための方策を調
査・研究、効果的な情報発信に向けた提案・実
践し、持続可能な地域社会を構築することを目
的に活動する� （７. ８. １設置）
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　　⑵　特 別 会 員

　　　

　　⑶　特　　　定

　　　　商 工 業 者

イ　会員内訳

ロ　業種別会員数

　　農業　３　　　建設　41　　　鉱業　１　　　製造業　27

　　運輸・通信業　７　　　卸・小売業　26　　　金融・保険　６

　　サービス業　55　　その他　２

ハ　地区別会員数

　　新鳥取市　83　　　岩美郡　18　　　八頭郡　30　　　その他　37

ニ　会費負担口数別会員数

イ　特定商工業者数（令和７年９月１日）

　令和７年度特定商工業者は、資本金300万円以上の法人、又は、常時使用す

る従業員が20人（商業・サービス業は５人）以上の法人及び個人である。

合計欄（　）内数字は負担金納入者数

ロ　業種別特定商工業者数

　　農林漁業　４　　　鉱業　２　　　建設業　358　　　製造業　160

　　電気・ガス・熱供給・水道業　６　　　運輸通信業　99  

　　卸・小売業　425　　　金融・保険業　57　　　不動産業　82

　　サービス業　411

区　　分 前年度末現在会員数 新規加入者数 脱  退  者  数 年度末現在会員数

個　　　人 20 2 2 20

法　　　人 139 10 5 144

団　　　体 4 0 0 4

計 163 12 7 168

１口～５口 ６口以上 計

165 3 168

区　　　分 特定商工業者数
内　　　　　　　訳

会　員　数 非会員数

個　　　　人 0 0 0

法　　　　人 1,604 1,263 341

計 1,604（1,394） 1,263 341
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イ　年度末現在の各役員の定数および実数

ロ　年度末現在の役員

　　⑷　役　　　員

区　　分 定　　数 実　　数 備　　　　　考

会 頭

副 会 頭

専 務 理 事

常 議 員

監 事

理 事

1

4以内

1

35

3

2 以内

1

3

1

35

3

0

役員名 氏　　名 企業の名称および企業上の地位 企業の種類

会　　頭 平井　耕司 ㈱ 鳥 取 銀 行 代表取締役会長 金 融

副 会 頭 岡　　周一 ㈱ 日 ノ 丸 総 本 社 代表取締役 不 動 産 取 引

〃 西垣　　豪 東 洋 交 通 施 設 ㈱ 代表取締役 道 路 工 事 業

〃 児嶋　太一 鳥 取 瓦 斯 ㈱ 代表取締役社長 ガ ス 供 給

専務理事 桐林　正彦 鳥 取 商 工 会 議 所 専 務 理 事

常 議 員 荒田潤之介 ㈱ 千 代 田 工 務 店 代表取締役 一 般 建 築

〃 今井　敏明 大 山 日 ノ 丸 証 券 ㈱ 代表取締役専務 証 券 取 引

〃 岩崎　陽一 ㈱ サ ン マ ー ト 代表取締役 小売スーパー

〃 影井　一清 大 和 建 設 ㈱ 取締役社長 建 設 ・ 土 木

〃 木下　貴啓 ㈱ ア サ ヒ メ ッ キ 取締役会長 め っ き 加 工

〃 小谷　文夫 ㈱ 小 銭 屋 代表取締役 旅 館

〃 澤　　耕司 日 本 交 通 ㈱ 常務取締役 旅 客 輸 送

〃 嶋田　耕一 山 野 商 事 ㈱ 取締役会長 紙 類 卸 売

〃 清水　昭生 ㈱ 清 水 代表取締役社長 金 属 加 工

〃 竹内　茂喜 ㈱ エ ヌ ケ ー シ ー 代表取締役会長 信販・自動車学校

〃 玉川　政一 ㈱ 玉 川 代表取締役 廃 棄 物 処 理

〃 玉木　淳二 鳥 取 医 療 器 ㈱ 代表取締役 医療機器小売

〃 田村　博信 鳥 取 信 用 金 庫 理 事 長 金 融

〃 鶴石　健治 や ま こ う 建 設 ㈱ 代表取締役社長 建 設 ・ 土 木

〃 手石　幸洋 鳥 取 科 学 器 械 ㈱ 取締役会長 一般機械器具販売

〃 德田　三明 ㈱ 德 田 商 店 代表取締役会長 飲・食料品卸売

〃 徳永健二郎 ㈱中電工鳥取統括支社 執行役員支社長 電 気 工 事

〃 戸田　暖久 ㈱ 戸 信 代表取締役会長 飲・食料品卸売

〃 土橋　　勉 ㈱ Ｌ Ｉ Ｍ Ｎ Ｏ 取締役常務執行役員 電気器具製造

〃 林　正太郎 ㈱ 鳥 取 メ カ シ ス テ ム 代表取締役 電子部品製造
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ハ　本年度任期中途新任の役員

ニ　本年度任期中途退任の役員

役員名 氏　　名 企業の名称および企業上の地位 企業の種類

会　　頭 平井　耕司 ㈱ 鳥 取 銀 行 代表取締役会長 金 融

副 会 頭 児嶋　太一 鳥 取 瓦 斯 ㈱ 代表取締役社長 ガ ス 供 給

専務理事 桐林　正彦 鳥 取 商 工 会 議 所 専 務 理 事

常 議 員 荒田潤之介 ㈱ 千 代 田 工 務 店 代表取締役 一 般 建 築

〃 林　正太郎 ㈱ 鳥 取 メ カ シ ス テ ム 代表取締役 電子部品製造

〃 和田　昇司 西日本旅客鉄道㈱中国統括本部山陰支社 副 支 社 長 旅 客 鉄 道

監　　事 小林　　崇 ㈱ 島 根 銀 行 鳥 取 支 店 支 店 長 金 融

役員名 氏　　名 企業の名称および企業上の地位 企業の種類

会　　頭 児嶋　祥悟 鳥 取 瓦 斯 ㈱ 代表取締役会長 ガ ス 供 給

副 会 頭 平井　耕司 ㈱ 鳥 取 銀 行 代表取締役会長 金 融

専務理事 中山　孝一 鳥 取 商 工 会 議 所 専 務 理 事

常 議 員 林　　正人 ㈱ 鳥 取 メ カ シ ス テ ム 会 長 電子部品製造

監　　事 佐野　克己 ㈱ 島 根 銀 行 鳥 取 支 店 支 店 長 金 融

〃 久本　雅義 久 本 木 材 ㈱ 代表取締役 製 材

〃 圓井　貴志 ㈱ メ モ ワ ー ル イ ナ バ 代表取締役 葬 祭

〃 水野　治郎 水 野 商 事 ㈱ 代表取締役 リネン・クリーニング

〃 森下　明男 日 ノ 丸 産 業 ㈱ 代表取締役会長 油 類 卸 売

〃 森下　哲也 ㈱ ゼ ン ヤ ク ノ ー 顧 問 食 品 製 造

〃 森田　秀樹 中 国 電 力 ㈱ 鳥 取 支 社 執行役員支社長 電 力 供 給

〃 盛田　眞理 ㈱モリックスジャパン 代表取締役会長 事務機器販売

〃 森本　幸久 日 ノ 丸 西 濃 運 輸 ㈱ 常務執行役員 貨 物 運 輸

〃 安田　和雄 安 田 精 工 ㈱ 代表取締役社長 金 型 製 造

〃 藪田　浩明 ㈱ 白 兎 設 計 事 務 所 代表取締役社長 設 計 事 務 所

〃 吉岡佐和子 ㈱ 山 陰 合 同 銀 行 代表取締役専務執行役員 金 融

〃 吉岡　秀樹 グ ッ ド ヒ ル ㈱ 代表取締役社長 紳 士 服 製 造

〃 吉谷勇一郎 ㈱ 吉 谷 機 械 製 作 所 取締役社長 ポ ン プ 製 造

〃 和田　昇司 西日本旅客鉄道㈱中国統括本部山陰支社 副 支 社 長 旅 客 鉄 道

〃 渡邉　健次 え び す 本 郷 ㈱ 代表取締役 菓 子 類 卸 売

監　　事 安住　　学 （学法）　東　雲　学　園 理 事 長 自 動 車 学 校

〃 小林　　崇 ㈱ 島 根 銀 行 鳥 取 支 店 支 店 長 金 融

〃 三木　雅夫 鳥 取 県 信 用 保 証 協 会 専 務 理 事 金 融
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　　⑸　議　　　員 イ　年度末現在の議員

ロ　年度末現在の議員　　　　　　　　　　　　　  ※部会・事業所名50音順

区　　　分 定　　数 実　　数 備　　　　考

１ 号 議 員 54 54

２ 号 議 員 36 36

３ 号 議 員 15 15

計 105 105

区　分 氏　　名 企業の名称および企業上の地位 企業の種類

1号議員 赤山　　渉 ㈲ 赤 山 建 築 設 計 事 務 所 取締役設計室長 建 築 設 計

〃 懸樋　義樹 ㈱ 懸 樋 工 務 店 代表取締役社長 建 設

〃 田中　健志 田 中 工 業 ㈱ 代表取締役会長 建 設 ・ 建 築

〃 山田　俊彦 日 本 上 下 水 道 工 業 ㈱ 取 締 役 建 設

〃 大塚　清隆 ㈲造園土木植清園鳥取営業所 代表取締役副社長 造 園 工 事

〃 荒田潤之介 ㈱ 千 代 田 工 務 店 代表取締役 建 設 ・ 建 築

〃 西垣　　豪 東 洋 交 通 施 設 ㈱ 代表取締役社長 道 路 工 事

〃 玉木　美香 Ｙ Ａ Ｈ Ａ Ｔ Ａ ㈱ 取 締 役 不 動 産 賃 貸

〃 山田　時好 ㈱ ヤ マ タ ホ ー ム 代表取締役 建 設 ・ 建 築

〃 山川　正人 日 段 ㈱ 代表取締役社長 段ボール製造

〃 中澤　政志 リコーＰＦＵコンピューティング㈱ 執 行 役 員 電子部品製造

〃 勝原　　章 ㈱ 勝 原 製 作 所 代表取締役 機 械 製 造

〃 常田孝一郎 菌 興 椎 茸 ㈿ 代表理事組合長 茸 菌 製 造

〃 藤原　弘樹 大 鳥 機 工 ㈱ 監 査 役 機 械 製 造

〃 吉谷勇一郎 ㈱ 吉 谷 機 械 製 作 所 取締役社長 ポ ン プ 製 造

〃 丸山　博之 ㈱ コ ク ヨ Ｍ Ｖ Ｐ 代表取締役 事務用品製造

〃 川口　大輔 リバードコーポレーション㈱ 代表取締役社長 資 材 製 造

〃 原田　宜明 ㈱ Ｈ Ｒ Ｄ 代表取締役社長 電子部品製造

〃 若川　大介 大 同 端 子 製 造 ㈱ 代表取締役社長 圧着端子製造

〃 門脇　康弘 ㈱ フ ァ イ ナ ー ル 代表取締役社長 食 料 品 製 造

〃 田中　敏明 ㈱ 田 中 鉄 工 所 代表取締役 機械器具製造

〃 中井太一郎 ㈱ 中 井 脩 代表取締役社長 時計・貴金属小売

〃 前田　清吉 ㈱ 因 州 屋 代表取締役社長 紙 製 品 卸 売

〃 渡邉　健次 え び す 本 郷 ㈱ 代表取締役 菓 子 類 卸 売

〃 田村　章二 ㈱ 田 村 紙 店 代表取締役会長 紙 類 卸 売

〃 黒坂　幸夫 鳥 取 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱ 顧 問 飲料卸・小売

〃 手石　幸洋 鳥 取 科 学 器 械 ㈱ 取締役会長 一般機械器具販売

〃 岩崎　陽一 ㈱ サ ン マ ー ト 代表取締役 スーパーマーケット

〃 森下　泰年 ㈱ 森 下 久 平 商 店 代表取締役 厨房機器小売
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〃 德田　三明 ㈱ 德 田 商 店 代表取締役会長 飲・食料品卸売

〃 吉田　英行 ㈱さんれいフーズ鳥取支店 支 店 長 飲・食料品卸売

〃 角田　祐介 鳥 取 瓦 斯 産 業 ㈱ 取 締 役 設 備 工 事

〃 岸田　隆志 泊 綜 合 食 品 ㈱ 取締役会長 食料品製造卸

〃 中村　　隆 ㈲ ア コ ヤ 楽 器 店 取締役会長 楽 器 小 売

〃 玉木　淳二 鳥 取 医 療 器 ㈱ 代表取締役 医療機器卸小売

〃 小谷　知史 ㈱ＫＯＤＡＮＩきっぺい 代表取締役 農業資材卸売

〃 牧浦　健泰 ㈱ 牧 浦 商 店 専務取締役 廃 棄 物 処 理

〃 小谷　憲司 ㈱ コ タ ニ 代表取締役社長 食料品製造卸

〃 高橋陽一郎 ㈱商工組合中央金庫鳥取支店 支 店 長 金 融

〃 山田　将司 ㈲ 山 田 屋 代表取締役社長 旅 館

〃 土江　征典 ㈱ 花 の れ ん 代表取締役 料 亭

〃 宮部　久照 鳥 取 空 港 ビ ル ㈱ 代表取締役 旅 客 運 送

〃 山西　裕祐 ㈱鳥取県農協共済福祉事業団 代表取締役社長 ホ テ ル

〃 村上亜由美 ㈲ む ら か み 代表取締役 飲 食 業

〃 大月　　徹 ㈱ ホ ン ダ カ ー ズ 鳥 取 取締役会長・社主 自 動 車 販 売

〃 今井　勝雄 ユ タ カ 自 動 車 ㈱ 代表取締役 自 動 車 整 備

〃 涌本　知彦 因 伯 通 運 ㈱ 代表取締役 一般貨物運送

〃 吉川　　浩 八 光 自 動 車 ㈲ 代表取締役 自 動 車 整 備

〃 和田　昇司 西日本旅客鉄道㈱山陰支社 副 支 社 長 鉄 道 業

〃 植木　　誠 ㈱ シ セ イ 堂 デ ザ イ ン 代表取締役 デ ザ イ ン

〃 井上　法雄 ㈲ ウ ィ ル 代表取締役 情報処理サービス

〃 藤田　泰央 山 陰 警 備 保 障 ㈱ 代表取締役社長 警 備

〃 山中　英雄 ㈱ 情 報 サ ー ビ ス 鳥 取 代表取締役会長 情報サービス

〃 坂本　　哲 アクシスＩＴパートナーズ㈱ 代表取締役 情報サービス

2号議員 民野　純男 ㈱ 三 協 商 会 代表取締役社長 資 材 卸 売

〃 古川　純一 大 和 設 備 ㈱ 代表取締役 建 築 ・ 設 備

〃 濵中　安男 ㈱ 田 中 建 設 代表取締役 建 設 ・ 建 築

〃 徳永健二郎 ㈱ 中 電 工 鳥 取 統 括 支 社 支 社 長 電 気 工 事

〃 藪田　浩明 ㈱ 白 兎 設 計 事 務 所 代表取締役社長 設 計 事 務 所

〃 岡　　周一 ㈱ 日 ノ 丸 総 本 社 代表取締役社長 不 動 産 取 引

〃 前田　康一 山 口 電 業 ㈱ 代表取締役常務 電 気 工 事

〃 鶴石　健治 や ま こ う 建 設 ㈱ 代表取締役社長 建 設 ・ 土 木

〃 木下　貴啓 ㈱ ア サ ヒ メ ッ キ 代表取締役会長 め っ き 加 工

〃 地原　忠実 ㈲ 亀 井 堂 代表取締役 パ ン 製 造

〃 森下　哲也 ㈱ ゼ ン ヤ ク ノ ー 顧 問 食 品 製 造

〃 林　正太郎 ㈱ 鳥 取 メ カ シ ス テ ム 代表取締役 電子部品製造

〃 久本　雅義 久 本 木 材 ㈱ 代表取締役社長 製 材

〃 松下　顕吾 中 央 印 刷 ㈱ 代表取締役 印 刷 ・ 製 本
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〃 福家　成夫 ㈱ ウ シ オ 代表取締役社長 家電・日用品販売

〃 竹内　茂喜 ㈱ エ ヌ ケ ー シ ー 代表取締役会長 信販・自動車学校

〃 谷本　暢正 ㈱ 谷 本 酒 店 代表取締役社長 酒 類 小 売

〃 戸田　暖久 ㈱ 戸 信 代表取締役会長 飲・食料品卸売

〃 英　　智哉 ㈱ 人 形 の は な ふ さ 代表取締役社長 人形・玩具小売

〃 盛田　眞理 ㈱ モ リ ッ ク ス ジ ャ パ ン 代表取締役会長 事務機器販売

〃 嶋田　耕一 山 野 商 事 ㈱ 取締役会長 紙 類 卸 売

〃 久田　幸民 ア ク サ 生 命 保 険 ㈱ 営業支社長 保 険

〃 今井　敏明 大 山 日 ノ 丸 証 券 ㈱ 代表取締役専務 証 券 取 引

〃 田村　博信 鳥 取 信 用 金 庫 理 事 長 金 融

〃 小谷　文夫 ㈱ 小 銭 屋 代表取締役社長 旅 館

〃 宮本　忠明 ㈱ 山 陰 放 送 鳥 取 支 社 支 社 長 テ レ ビ 放 送

〃 西面美都子 ㈱ 鳥 取 マ ツ ダ 代表取締役会長 自 動 車 小 売

〃 勝井　博久 日 ノ 丸 観 光 ㈱ 取締役社長 ホ テ ル

〃 中島　文明 日 ノ 丸 自 動 車 ㈱ 代表取締役 旅 客 輸 送

〃 玉川　政一 ㈱ 玉 川 代表取締役 廃 棄 物 処 理

〃 坂根　　徹 ㈱ 伝 習 館 代表取締役 各 種 学 校

〃 中川　貴禎 ㈲ 大 文 字 広 告 社 代表取締役 広 告 物 制 作

〃 重橋　　薫 ㈱ ド コ モ Ｃ Ｓ 中 国 支 店 長 電話機等販売

〃 田中　道雄 ＮＴＴ西日本㈱鳥取支店 支 店 長 電 気 ・ 通 信

〃 水野　治郎 水 野 商 事 ㈱ 代表取締役 リネン・クリーニング

〃 圓井　貴志 ㈱ メ モ ワ ー ル イ ナ バ 代表取締役社長 葬 祭

3号議員 影井　一清 大 和 建 設 ㈱ 代表取締役社長 建 設 ・ 土 木

〃 吉岡　秀樹 グ ッ ド ヒ ル ㈱ 代表取締役社長 紳 士 服 製 造

〃 土橋　　勉 ㈱ Ｌ Ｉ Ｍ Ｎ Ｏ 取締役常務執行役員 電機器具製造

清水　昭生 ㈱ 清 水 代表取締役社長 金 属 加 工

〃 清水　　修 ダ イ ヤ モ ン ド 電 機 ㈱ 取締役拠点ＣＯＯ補佐 電 装 品 製 造

〃 森田　秀樹 中 国 電 力 ㈱ 鳥 取 支 社 執行役員支社長 電 力 供 給

〃 児嶋　太一 鳥 取 瓦 斯 ㈱ 代表取締役社長 ガ ス 供 給

〃 安田　和雄 安 田 精 工 ㈱ 代表取締役社長 金 型 製 造

〃 森下　明男 日 ノ 丸 産 業 ㈱ 代表取締役会長 油 類 販 売

〃 小木曽　正 ㈱ 丸 由 代表取締役副社長 百 貨 店

〃 吉岡佐和子 ㈱山陰合同銀行鳥取営業本部 代表取締役専務執行役員 金 融

〃 平井　耕司 ㈱ 鳥 取 銀 行 代表取締役会長 金 融

〃 澤　　耕司 日 本 交 通 ㈱ 常務取締役 旅 客 輸 送

〃 森本　幸久 日 ノ 丸 西 濃 運 輸 ㈱ 常務執行役員 貨 物 運 送

〃 小松　良徳 日本海テレビジョン放送㈱ 代表取締役社長 テ レ ビ 放 送



－ 19－

ハ　本年度任期中途新任の議員

ニ　本年度任期中途退任の議員

区　分 氏　　名 企業の名称および企業上の地位 企業の種類

1号議員 山田　時好 ㈱ ヤ マ タ ホ ー ム 代表取締役 建 設 ・ 建 築

〃 若川　大介 大 同 端 子 製 造 ㈱ 代表取締役社長 圧着端子製造

〃 吉田　英行 ㈱さんれいフーズ鳥取支店 支 店 長 飲・食料品卸売

〃 角田　祐介 鳥 取 瓦 斯 産 業 ㈱ 取 締 役 設 備 工 事

〃 宮部　久照 鳥 取 空 港 ビ ル ㈱ 代表取締役 旅 客 運 送

〃 和田　昇司 西日本旅客鉄道㈱山陰支社 副 支 社 長 鉄 道 業

〃 山中　英雄 ㈱ 情 報 サ ー ビ ス 鳥 取 代表取締役会長 情報サービス

2号議員 前田　康一 山 口 電 業 ㈱ 代表取締役常務 電 気 工 事

〃 松下　顕吾 中 央 印 刷 ㈱ 代表取締役 印 刷 ・ 製 本

〃 林　正太郎 ㈱ 鳥 取 メ カ シ ス テ ム 代表取締役 電子部品製造

〃 久田　幸民 ア ク サ 生 命 保 険 ㈱ 営業支社長 保 険

〃 宮本　忠明 ㈱ 山 陰 放 送 鳥 取 支 社 支 社 長 テ レ ビ 放 送

〃 中川　貴禎 ㈲ 大 文 字 広 告 社 代表取締役 広 告 物 制 作

〃 田中　道雄 ＮＴＴ西日本㈱鳥取支店 支 店 長 電 気 ・ 通 信

3号議員 小松　良徳 日本海テレビジョン放送㈱ 代表取締役社長 テ レ ビ 放 送

区　分 氏　　名 企業の名称および企業上の地位 企業の種類

1号議員 藤原　裕人 ㈱ ア ス コ 取締役部長 建設コンサルタント

〃 松下　顕吾 中 央 印 刷 ㈱ 代表取締役 印 刷 ・ 製 本

〃 郷原　和裕 ㈱さんれいフーズ鳥取支店 支 店 長 飲・食料品卸売

〃 児嶋　太一 鳥 取 瓦 斯 産 業 ㈱ 代表取締役社長 設 備 工 事

〃 中川　貴禎 ㈲ 大 文 字 広 告 社 代表取締役 広 告 物 制 作

〃 矢野　史朗 鳥 取 空 港 ビ ル ㈱ 専務取締役 旅 客 運 送

2号議員 谷川　　寛 山 口 電 業 ㈱ 取締役社長 電 気 工 事

〃 林　　正人 ㈱ 鳥 取 メ カ シ ス テ ム 会 長 電子部品製造

〃 真嶋　　茂 日 ノ 丸 印 刷 ㈱ 取締役社長 印 刷 ・ 製 本

〃 川西　一伸 ア ク サ 生 命 保 険 ㈱ 営業支社長 保 険

〃 小椋　英之 ㈱ 山 陰 放 送 鳥 取 支 社 支 社 長 テ レ ビ 放 送

〃 小川原秀哉 ＮＴＴ西日本㈱鳥取支店 支 店 長 電 気 ・ 通 信

3号議員 西嶌　一泰 日本海テレビジョン放送㈱ 代表取締役社長 テ レ ビ 放 送
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イ　年度末現在の正副部会長

イ　運営委員会　13名（16. ６.30 設置）

　　⑹　部 会 長 等

　　⑺　委 員 長 等

区　　分 氏　　　名 企業の名称および役職

委 員 長 嶋　田　耕　一 山 野 商 事 ㈱ 取 締 役 会 長

副委員長 手　石　幸　洋 鳥 取 科 学 器 械 ㈱ 取 締 役 会 長

委　　員 影　井　一　清 大 和 建 設 ㈱ 取 締 役 社 長

〃 木　下　貴　啓 ㈱ ア サ ヒ メ ッ キ 取 締 役 会 長

〃 今　井　敏　明 大 山 日 ノ 丸 証 券 ㈱ 代表取締役専務

〃 澤　　　耕　司 日 本 交 通 ㈱ 常 務 取 締 役

〃 水　野　治　郎 水 野 商 事 ㈱ 代 表 取 締 役

〃 大　田　斉　之 地域共創マネジメント（同） 代 表 取 締 役

〃 田　中　道　雄 Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本 ㈱ 鳥 取 支 店 支 店 長

部　　会　　名 氏　　　名 企業の名称および役職

建　　　設　部 会 長 影井　一清 大 和 建 設 ㈱ 取 締 役 社 長

　　〃　　　副部会長 薮田　浩明 ㈱ 白 兎 設 計 事 務 所 代表取締役社長

　　〃　　　　 〃 　 古川　純一 大 和 設 備 ㈱ 代 表 取 締 役

　　〃　　　　 〃 　 前田　康一 山 口 電 業 ㈱ 代表取締役常務

工　　　業　部 会 長 木下　貴啓 ㈱ ア サ ヒ メ ッ キ 取 締 役 会 長

　　〃　　　副部会長 清水　昭生 ㈱ 清 水 代 表 取 締 役

　　〃　　　　 〃 　 地原　忠実 ㈲ 亀 井 堂 代 表 取 締 役

　　〃　　　　 〃 　 門脇　康弘 ㈱ フ ァ イ ナ ー ル 代 表 取 締 役

流　　　通　部 会 長 手石　幸洋 鳥 取 科 学 器 械 ㈱ 取 締 役 会 長

　　〃　　　副部会長 中井太一郎 ㈱ 中 井 脩 代表取締役社長

　　〃　　　　 〃 　 盛田　眞理 ㈱モリックスジャパン 代表取締役会長

　　〃　　　　 〃 　 谷本　暢正 ㈱ 谷 本 酒 店 代 表 取 締 役

金　　　融　部 会 長 今井　敏明 大 山 日 ノ 丸 証 券 ㈱ 代表取締役専務

　　〃　　　副部会長 吉岡佐和子 ㈱ 山 陰 合 同 銀 行 代表取締役専務執行役員

　　〃　　　　 〃 　 田村　博信 鳥 取 信 用 金 庫 理 事 長

観光・交通　部 会 長 澤　　耕司 日 本 交 通 ㈱ 常 務 取 締 役

　　〃　　　副部会長 小谷　文夫 ㈱ 小 銭 屋 代 表 取 締 役

　　〃　　　　 〃 　 森本　幸久 日 ノ 丸 西 濃 運 輸 ㈱ 常務執行役員

　　〃　　　　 〃 　 勝井　博久 日 ノ 丸 観 光 ㈱ 代 表 取 締 役

サ ー ビ ス　部 会 長 水野　治郎 水 野 商 事 ㈱ 代 表 取 締 役

　　〃　　　副部会長 重橋　　薫 ㈱ドコモＣＳ中国鳥取支店 支 店 長

　　〃　　　　 〃 　 安住　　学 （学法）東　雲　学　園 理 事 長

　　〃　　　　 〃 　 圓井　貴志 ㈱メモワールイナバ 代表取締役社長
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ロ　企画政策委員会　４名（４.12.13 設置）

ハ　まちなか賑わい創出特別委員会　６名（４.12.13 設置）

ニ　デジタルデータ活用特別委員会　10名（７.11. １設置）

ホ　とっとり観光ビジョン実現特別委員会　13名（５. ３.23 設置）

区　　分 氏　　　名 企業の名称および役職

委 員 長 岡　　　周　一 ㈱ 日 ノ 丸 総 本 社 代 表 取 締 役

副委員長 山　中　英　雄 ㈱ 情 報 サ ー ビ ス 鳥 取 代表取締役会長

委　　員 赤　山　　　渉 ㈲ 赤 山 建 築 設 計 事 務 所 取締役設計室長

〃 清　水　昭　生 ㈱ 清 水 代表取締役社長

区　　分 氏　　　名 企業の名称および役職

委 員 長 大　田　斉　之 地域共創マネジメント（同） 代 表 取 締 役

副委員長 中　井　太一郎 ㈱ 中 井 脩 代表取締役社長

委　　員 赤　山　　　渉 ㈲ 赤 山 建 築 設 計 事 務 所 取締役設計室長

〃 金　居　洋　子 ㈱ 金 居 商 店 代 表 取 締 役

〃 田　村　康　悦 ㈱ 田 村 紙 店 社 員

〃 真　嶋　　　茂 鳥取市商店街振興組合連合会 代 表 理 事

区　　分 氏　　　名 企業の名称および役職

委 員 長 荒　田　潤之介 ㈱ 千 代 田 工 務 店 代 表 取 締 役

副委員長 縫　谷　吉　彦 ㈱ ト リ ベ イ 代表取締役社長

委　　員 中　井　英　子 ㈱ 中 井 脩 経 営 企 画

区　　分 氏　　　名 企業の名称および役職

委 員 長 田　中　道　雄 Ｎ Ｔ Ｔ 西 日 本 ㈱ 鳥 取 支 店 支 店 長

副委員長 田　村　正　弘 （一社）麒麟のまち観光局 専 務 理 事

委　　員 重　橋　　　薫 ㈱ドコモＣＳ中国鳥取支店 支 店 長

〃 大　森　　　誠 ㈱ Ｗ ｅ ｂ も り 代 表 取 締 役

〃 松　森　定　弘 ㈱ 鳥 取 銀 行 執行役員部長

〃 縫　谷　吉　彦 ㈱ ト リ ベ イ 代表取締役社長

〃 下　田　耕　作 鳥取県政策戦略本部デジタル局 局 長

〃 法　橋　　　築 ㈱山陰合同銀行地域振興部 企 画 役

〃 増　田　　　誠 ㈱帝国データバンク鳥取支店 支 店 長

〃 松　田　仁　史 鳥取市企画推進部デジタル戦略課 課 長

委　　員 吉　岡　佐和子 ㈱ 山 陰 合 同 銀 行 代表取締役専務執行役員

〃 荒　田　潤之介 ㈱ 千 代 田 工 務 店 代 表 取 締 役

〃 民　野　泰　稔 鳥 取 商 工 会 議 所 青 年 部 会 長

〃 德　田　和　子 鳥 取 商 工 会 議 所 女 性 会 会 長
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　　⑻　顧　　　問

　　　　相　談　役

　　　　名 誉 会 頭

　　　　名誉副会頭

　　　　名 誉 議 員

　　　　参　　　与

ヘ　とっとり未来づくり特別委員会　11名（７. ８. １設置）

イ　顧　　　問　　　１名

　　　深　澤　義　彦　　　鳥　  取　  市　  長

ロ　常任相談役　　　23名

安　住　庸　雄 （学法） 東  雲  学  園 名 誉 会 長

縫　谷　昌　生 ㈱ ト リ ベ イ 取 締 役 会 長

八　村　輝　夫 元　 ㈱ 鳥 取 銀 行 特 別 顧 問

赤　山　善　男 ㈲赤山建築設計事務所 代 表 取 締 役

清　水　昭　允 ㈱ 清 　 水 会 長

勝　原　　　毅 ㈱ 勝 原 製 作 所 相 談 役

松　下　栄一郎 中 央 印 刷 ㈱ 会 長

濱　上　正　夫 ㈱ エ ヌ ケ ー シ ー 代表取締役会長

小　谷　治郎平 ㈲ 亀 甲 や 代 表 取 締 役

谷　本　光　正 ㈱ 谷 本 酒 店 相 談 役

委　　員 斉　藤　浩　文 ㈱ ま る に わ 代 表 取 締 役

〃 坂　根　達　也 仁 風 閣 館 長

〃 柴　原　史　則 ㈱ Ｇ Ｒ Ｏ Ｗ　 Ｕ Ｐ 代 表 取 締 役

〃 下　澤　武　志 鳥 取 砂 丘 砂 の 美 術 館 館 長

〃 中　井　英　子 ㈱ 中 井 脩 経 営 企 画

〃 中　川　玄　洋 Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 ｂ ａ ｎ ｋ ｕ ｐ 代 表 理 事

〃 濱　崎　大　輔 浜 崎 酒 販 ㈱ 代表取締役社長

〃 平　木　美　雪 鳥取市中心市街地活性化協議会 ス タ ッ フ

〃 松　浦　聡　子 吉 岡 温 泉 会 館　 一 ノ 湯 館 長

〃 森　原　　　真 ハ ロ ー 保 険 ㈱ 専 務 取 締 役

区　　分 氏　　　名 企業の名称および役職

委 員 長 吉　岡　佐和子 ㈱ 山 陰 合 同 銀 行 代表取締役専務執行役員

副委員長 田　村　康　悦 ㈱ 田 村 紙 店

委　　員 朝　井　純　奈 エステ・ド・ＰＯＬＡ鳥取東 オ ー ナ ー

〃 安　部　裕　子 田 中 工 業 ㈱ 代表取締役社長

〃 大　塩　晋　也 ハ リ カ 鳥 取 店 ㈲ 営 業 部 長

〃 小　坂　美　波 ㈱ Ｉ ｃ ａ ｎ ａ

〃 田　中　　　治 ㈱ 鳥 取 珈 琲 館 代 表 取 締 役

〃 御　堂　　　恵 鳥 取 信 用 金 庫 人事研修課長

〃 諸　寄　英　久 三 王 運 輸 ㈱ 代 表 取 締 役

〃 山　下　弥　生 ㈱ Ｆ Ｍ 鳥 取 取締役副局長兼アナウンサー

〃 米　村　明　子 ㈱ 鳥 取 銀 行 人事部　調査役
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ハ　名 誉 会 頭　　　３名

　　　八　村　輝　夫　　　元　　　会　　　頭

　　　清　水　昭　允　　　元　　　会　　　頭

　　　児　嶋　祥　悟　　　前　　　会　　　頭

ニ　名誉副会頭　　　５名

　　　安　田　晴　雄　　　元 副 会 頭

　　　杉　原　伸　治　　　元 副 会 頭

　　　石　丸　文　男　　　元 副 会 頭

　　　真　鍋　和　彦　　　元 副 会 頭

　　　坂　本　　　直　　　元 副 会 頭

ホ　名 誉 議 員　　　13名

　　　安　田　敏　雄　　　元　　　議　　　員

　　　安　住　庸　雄　　　元 常 議 員

　　　水　田　国　文　　　元　　　議　　　員

　　　勝　原　　　毅　　　元 常 議 員

　　　松　下　栄一郎　　　元 常 議 員

　　　小　谷　治郎平　　　元 監 　 事

　　　谷　本　光　正　　　元 議 　 員

　　　渡　辺　　　博　　　元 議 　 員

　　　今　井　陸　雄　　　元 常 議 員

　　　吉　谷　典　雄　　　元 常 議 員

　　　光　浪　房　夫　　　元 常 議 員

　　　谷　口　譲　二　　　元 常 議 員

　　　林　　　正　人　　　前 常 議 員

安　田　晴　雄 安 田 精 工 ㈱ 会 長

渡　辺　　　博 ㈱サービス呉服店 代 表 取 締 役

杉　原　伸　治 ごうぎんリース㈱ 代表取締役社長

霜　村　芳　照 久 本 木 材 ㈱ 代表取締役会長

石　丸　文　男 ㈱ 山 陰 合 同 銀 行 代表取締役会長

真　鍋　和　彦 元　日本海テレビジョン放送㈱ 最 高 顧 問

坂　本　　　直 元　 ㈱ ア ク シ ス 相 談 役

今　井　陸　雄 大山日ノ丸証券㈱ 代表取締役会長

吉　谷　典　雄 ㈱吉谷機械製作所 取 締 役 会 長

光　浪　房　夫 ㈱メモワールイナバ 代表取締役会長

谷　口　譲　二 元　 日 ノ 丸 印 刷 ㈱ 代 表 取 締 役

児　嶋　祥　悟 鳥 取 瓦 斯 ㈱ 代表取締役会長

林　　　正　人 ㈱鳥取メカシステム 会 長
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　３．選挙および

　　　選　　　　任

　　⑴　議　　　員

　　　①　１号議員

ヘ　参　　　与　　　６名

　　　平　井　芳　一　　中国財務局鳥取財務事務所長

　　　河　本　勝　也　　日本銀行鳥取事務所長

　　　塩　見　　　馨　　鳥取税務署長

　　　秋　山　修一郎　　日本政策金融公庫鳥取支店国民生活事業・事業統轄

　　　新　見　琢　司　　日本放送協会鳥取放送局長

　　　上　田　雅　稔　　弁護士

	 7.	 6.	 6	� 任期満了に伴う議員選挙選任のための選挙管理委員会委員を選挙

選任規約第２条第４項の規定に基づき５名に委嘱

　　　　　　委員長　中　山　孝　一　鳥取商工会議所　専務理事

　　　　　　委　員　大　野　正　美　鳥取市経済観光部　部長

　　　　　　　〃　　上　田　雅　稔　弁護士（いなば総合法律事務所 代表）

　　　　　　　〃　　秋　山　修一郎　㈱日本政策金融公庫鳥取支店　事業統括

　　　　　　　〃　　平　井　芳　一　中国財務局鳥取財務事務所　所長

� （任期：Ｒ７．６．29～Ｒ９．６．26）

	 7.	 6.	27	� 第１回選挙管理委員会を開催し、選挙選任事務処理日程等を決定

	 7.	 7.	18	 １号議員選挙における選挙人名簿調製期日

		  7.	25	 　　　〃　　　　　　　　　　　調整完了

		  8.	 1	 選挙人名簿縦覧期間

		  8.	14	 選挙人名簿確定

		  8.	19	� 第２回選挙管理委員会を開催し、部会に割り当てられた定数の２

号議員が選出された経過を報告したうえで２号議員を決定。また、

１号議員選出の選挙立会任６名を委嘱。

　　　　　　選挙立会任人

　　　　　　　　　大和建設㈱　　　　　　　　　取締役社長　影井　一清

　　　　　　　　　㈱アサヒメッキ　　　　　　　取締役会長　木下　貴啓

　　　　　　　　　鳥取科学器械㈱　　　　　　　取締役会長　手石　幸洋

　　　　　　　　　日本交通㈱　　　　　　　　　常務取締役　澤　　耕司

　　　　　　　　　水野商事㈱　　　　　　　　　代表取締役　水野　治郎

　　　　　　　　　㈱山陰合同銀行　代表取締役専務執行役員　吉岡佐和子

		  8.	14	 １号議員立候補（推薦）届出受付開始

		  8.	29	 １号議員立候補（推薦）届出期限締切

		  9.	 5	 届出のあった立候補者54人を公告（公告第4号）

		  9.	 5	� 立候補者が定数を超えないので投票は行わない旨公告（公告第５

号）

		  9.	 5	 第３回選挙管理委員会開催、１号議員54人当選を確定
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		  9.	 5	 １号議員の決定公告（公告第６号）

	 7.	 6.	 2	� ２号議員部会別割当定数の基礎となる部会員数・会費持口数算定

日

		  6.	20	 常議員会において各部会別の割当数を決定

　　　　　　建設部会　　　　８人

　　　　　　工業部会　　　　６人

　　　　　　流通部会　　　　７人

　　　　　　観光・交通部会　５人

　　　　　　金融部会　　　　３人

　　　　　　サービス部会　　７人　　　計36人

         8.  1 ～　2号議員選任に関する部会総会開催

　　　　　　建設部会　　　　８人

　　　　　　工業部会　　　　６人

　　　　　　流通部会　　　　７人

　　　　　　観光・交通部会　５人

　　　　　　金融部会　　　　３人

　　　　　　サービス部会　　７人　　　計36人決定

		  8.	19	 第２回選挙管理委員会開催、２号議員36人を選任決定

		  8.	19	 ２号議員36人確定公告（公告第２号）

	 7.	 9.	 4	 ３号議員選任のための議員協議会（１号・２号議員）招集通知

		  9.	26	� 議員協議会を開催し、銓衡委員会の結果15人を選任し、議員協

議会へ報告、決定

		 10.	 7	 第４回選挙管理委員会開催、３号議員15人を確定

　　　②　２号議員

　　　③　３号議員

　４．事　 務　 局

　　⑴　事 務 局 の

　　　　機　　　構

部 課 所　掌　事　務　の　概　要 職員数

地域・経済
振興部

総　務　課

定款、諸規定、役員・議員、議事録、選挙、
人事、文書、財産管理、経理、財政、表彰、
儀礼、建物維持管理、情報化推進、特商、
会員管理

14
地域振興課

各種検定、商工業振興、中心市街地活性化
事業の推進（イベント開催事業、空き店舗
対策事業、情報提供事業）

パレットとっとり市民交流ホールの運営

経済振興課
政策提言・要望（経済振興）、新規事業の
立案、広報、共済制度、景況調査



－ 26－

　　⑵　事務局職員

　

　５．庶　　　　務

　　⑴　文　　　書

　　⑵　受彰、受章

イ　常勤役員の役職・氏名

　　　専 務 理 事　　桐　林　正　彦

ロ　主な職員の役職・氏名

　　　事 務 局 長　　横　山　憲　昭（兼地域・経済振興部長）

　　　経 営 支 援 部 長　　井戸垣　泰　志（兼中小企業相談所長兼経営支援二課長）

　　　経 営 支 援 部 次 長　　清　水　　　亘（兼経営支援一課長）

　　　地域・経済振興部次長　　佐　藤　　　順（兼経済振興課長）

　　　地 域 振 興 課 長　　坂　本　佳代子

　　　総 務 課 長　　上　村　尚　弘

　　　総 務 課 課 長 補 佐　　加　藤　澄　枝

　　　経済振興課課長補佐　　清　水　綾　子

　　　地域振興課課長補佐　　田　中　弘　幸

　　　地域振興課課長補佐　　中　村　敦　子

　　　経営支援二課課長補佐　　石　黒　恵　子

　　　経営支援一課課長補佐　　橋　本　裕　城

　※（ ）内の数字は、農商工連携事業等のコーディネーター人数

　発信件数　　　約2,800件　　　　受信件数　　　約3,000件

▲

表　　　彰

	 7.	 6.	20	 鳥取商工会議所会頭感謝状

　　　　　　　　　（表彰規則第５条該当）

　　　　　　議　　　員　　福　田　健　治　氏　（ 8年 4 ヶ月）

　　　　　　議　　　員　　郷　原　和　裕　氏　（ 6年  0 ヶ月）

区分 専任職員 経営支援専門員 経営支援員 嘱託・臨時 計

男 2 6 4 0 12

女 2 1 3 4（１） 10（１）

計 4 7 7 4 22

経営支援部

経営支援一課
経営改善普及事業の推進、各種制度金融の
斡旋、小規模事業相談（税務、経理、経営）、
小規模企業共済、取引照会、証明

８

経営支援二課

経営改善普及事業の推進、創業支援、講演・
講習会、セミナー、小規模事業相談（労務、
ビジネスマッチング事業）、労働保険事務、
農商工連携推進事業
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	 7.	 6.	27	 鳥取商工会議所会頭表彰

　　　　　　　　　（表彰規則第１条該当）

　　　　　　常　議　員　　戸　田　暖　久　氏　（25年  1 ヶ月）

　　　　　　常　議　員　　林　　　正　人　氏　（20年  7 ヶ月）

　　　　　　常　議　員　　吉　岡　秀　樹　氏　（20年  7 ヶ月）

　　　　　　監　　　事　　安　住　　　学　氏　（ 9年  1 ヶ月）

　　　　　　議　　　員　　植　木　　　誠　氏　（20年  7 ヶ月）

　　　　　　議　　　員　　黒　坂　幸　夫　氏　（20年  7 ヶ月）

　　　　　　議　　　員　　西　面　美都子　氏　（ 9年  1 ヶ月）

　　　　　　議　　　員　　坂　根　　　徹　氏　（20年  7 ヶ月）

　　　　　　議　　　員　　地　原　忠　実　氏　（25年  2 ヶ月）

　　　　　　議　　　員　　松　下　顕　吾　氏　（ 9年  3 ヶ月）

　　　　　　議　　　員　　山　川　正　人　氏　（15年  0 ヶ月）

　　　　　　議　　　員　　山　田　俊　彦　氏　（15年  1 ヶ月）

	 7.	11.	 4	 鳥取商工会議所会頭感謝状

　　　　　　　　　（表彰規則５条該当）

　　　　　　会　　　頭　　児　嶋　祥　悟　氏　（ 6年  0 ヶ月）

　　　　　　常　議　員　　林　　　正　人　氏　（20年11 ヶ月）

　　　　　　議　　　員　　谷　川　　　寛　氏　（ 6年  0 ヶ月）

　　　　　　専 務 理 事　　中　山　孝　一　氏　（ 6年  7 ヶ月）

	 7.	11.	21	 第77回鳥取商工会議所会員事業所優良従業員表彰

　　　　　　特別功労表彰　　　　　  ０名

　　　　　　特別表彰（30年以上）　　11事業所 18名

　　　　　　一般表彰（10年以上）　　22事業所 49名

▲

受　　彰

	 7.	 4.	29	 叙勲受章

　　　　　　旭日双光章　　㈱林兼太郎商店　　林　　　憲　二　氏　

	 7.	11.	 3

　　　　　　瑞宝単光章　　㈲大和工業所　　　大　西　義　信　氏

	 7.	11.	 4	 日本商工会議所会頭感謝状（日本商工会議所表彰規則第２条該当）

　　　　　　会　　　頭　　児　嶋　祥　悟　氏　（ 6年  0 ヶ月）

　　　　　　常　議　員　　林　　　正　人　氏　（20年11ヶ月）

　　　　　　専 務 理 事　　中　山　孝　一　氏　（ 6年  7 ヶ月）

	 7.	10.	 1	 鳥取市長表彰

　　　　　　常　議　員　　手　石　幸　洋　氏（一般表彰・産業功労）

	 7.	11.	 5	 鳥取県産業振興功労知事表彰

　　　　　　常　議　員　　吉　岡　秀　樹　氏
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　　⑶　慶事その他

　６．会　　　　議

　　⑴　議 員 総 会

　　　①　通常議員

　　　　　総　　会

　　　②　臨時議員

　　　　　総　　会

▲

慶事の主なもの

	 7.	 5.	31	 鳥取港重要港湾指定50周年式典

	 7.	11.	 5	 鳥取県中小企業団体中央会創立70周年記念式典

	 7.	11.	27	 ㈱島根銀行　創業110周年記念講演会・祝賀会

▲

弔事の主なもの

	 7.	 5.	18	 当所名誉副会頭　米山幸太郎氏ご逝去

	 7.	 8.	25	 当所名誉副会頭　中谷浩輔氏ご逝去

	 7.	 9.	 7	 当所議員　西嶌一泰氏ご逝去

	 7.	11.	18	 当所議員　勝原　章氏のご令室ご逝去

開催年月日　　時　間　　　　　　　　　場　所　　　　　　　　　出席者数

７. ６. 27　　16時00分　 ホテルニューオータニ鳥取「仁風の間」 　　53名

議　　　事　　⑴　令和６年度事業報告・同収支決算について

　　　　　　　⑵　監事の選任について

　　　　　　　⑶　旅費支給規程の一部改正について

議事の概要　　⑴　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑵　小林　崇氏を監事に選任した

　　　　　　　⑶　原案どおり承認決定

開催年月日　　時　間　　　　　　　　　場　所　　　　　　　　　出席者数

７.11. ４　　16時00分　　ホテルニューオータニ鳥取「鶴の間」 　　　65名

議　　　事　　⑴　定款の一部変更（副会頭の員数）について

　　　　　　　⑵　礼遇規則に基づく礼遇者決定について

　　　　　　　⑶　常任相談役選任について

　　　　　　　⑷　会頭選任について

　　　　　　　⑸　副会頭選任の同意について

　　　　　　　⑹　専務理事選任の同意について

　　　　　　　⑺　常議員選任について

　　　　　　　⑻　監事選任について

議事の概要　　⑴　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑵　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑶　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑷　平井耕司氏を会頭に選任

　　　　　　　⑸　岡周一氏、西垣豪氏、児嶋太一氏を副会頭に選任

　　　　　　　⑹　桐林正彦氏を専務理事に選任
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　　　　　　　⑺　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑻　原案どおり承認決定

８. ３. 31　　14時00分　　　　　　鳥取商工会議所 　　　　　　　　50名

議　　　事　　⑴　定款の一部改定について

　　　　　　　⑵　令和７年度共済事業特別会計の補正予算（案）について

　　　　　　　⑶　�令和７年度中小企業相談所特別会計の補正予算（案）につい

て

　　　　　　　⑷　令和７年度退職給与資金特別会計の補正予算（案）について

　　　　　　　⑸　令和８年度事業計画・同収支予算（案）について

議事の概要　　⑴　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑵　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑶　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑷　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑸　原案どおり承認決定

令和８年度『事業計画』
○基本方針

「明るい鳥取の創造に向け〈INNOVATION〉を共（友）に！
未来を切り拓く!!」

　生産年齢人口の減少や首都圏への若者や女性人材の流出などを背景に、地元

企業では慢性的な人手不足が続き、防衛的な賃上げやデジタル化などの試行錯

誤を繰り返しながら、日々の企業活動を行っている。

　足元では、依然として物価上昇に賃金が追いつかず、実質賃金の着実な回復

が最大の課題であり、長年にわたり染みついたデフレマインドを払拭し、成長

の果実を賃金や投資へ確実に循環させることこそ、成長経済への転換期であり、

日本経済の「再出発」に向けた最大の鍵である。

　この成長型経済への転換を確固たるものとするためには、個々の企業が自己

変革を果たし、変化する外部環境に適応していくなど、絶えず「変革」に挑み

続ける姿勢が重要。同時に、不確実性の時代においては、多様な主体が互いの

強みを持ち寄り、新たな価値を共に創り、共に分かち合う「価値共創」の発想

こそが、これからの日本経済を支える基盤になると確信している。

　今期の基本方針は「明るい鳥取の創造に向け〈INNOVATION〉を共（友）に！

未来を切り拓く」とし、次の６点を重点課題として全力で取り組む。
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○重点事項
　１．活力あるまちづくりの推進
　２．鳥取の観光魅力創出・発信
　３．ＤＸの更なる推進
　４．若者・女性の働きやすさを創出
　５．地域経済の活性化に向けた中小企業支援
　６．会議所及び会員同士の連携強化

○事業項目
１．活力あるまちづくりへの要望・提言
⑴　50年後の鳥取を創る「社会基盤」「生活の基盤」の構築
　従来の概念に縛られない、「移動のスマート化」「物流・人流の可視化」

を目指す。

①骨格インフラの整備促進

　鳥取自動車道の複線化、山陰近畿自動車道の「鳥取〜覚寺間（通称：

南北線）」の早期開通、および鉄道網の利便性強化に向けた要望活動を

最優先で推進する。

②鳥取駅周辺再整備の推進

　50年後を見据えた駅周辺の賑わいと地域価値を最大化する提言を行

う。

③まちなか賑わい創出特別委員会の活動

　現在の中心商店街の建物群は、鳥取大火からの復興期に建築され、

70年余が経過している。安全性や景観、空き店舗の増加など多くの課

題を抱えており、これらを解決し、まち再生の方策を検討し、時機を見

て提言・要望を行う。

２．観光ビジョンの実現と魅力創出言
⑴　『観光ビジョン』の策定から実装へ
　　観光を単なる「集客」から「稼げる産業」へと進化

①	推進組織の具体化

　�　「観光ビジョン実現特別委員会」を核に、組織形成の検討フェーズを

終え、初期実装へと移行。関係者とビジョンを共有し、持続可能な観光

経営体制を確立し、合わせて、「砂の国」ブランディングの確立を目指す。

②まつり等の各種イベントの支援・協力

　�　「鳥取しゃんしゃん祭り」、「鳥取三十二万石お城祭り」への協力、お

よび情報発信することで国内外の観光需要を着実に取り込む。

③まちなか周遊への取組

　�　「さんいんウォレットアプリ＝（スマートフォン用アプリ）」地域デジ



－ 31－

タル通貨を活用して、まちの情報発信や各種キャンペーンの展開による

市街地への誘客促進、およびまちなかの回遊性向上、消費拡大につなげ

る取組みの普及、支援。

④デジタルデータ活用特別委員会

　�　ビッグデータを収集、デジタル技術やＡＩを活用し、観光産業の持続

化な発展、地域活性化に繋げるための「観光ＤＮＰ（地域の観光資源や

情報をデジタル技術で可視化・発信し、観光客の体験価値向上や地域振

興を支援するサービス）」構築を目指す。

３．ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の更なる推進
⑴　ＤＸの推進
　�　「ＤＸ・デジタル化推進相談室」を基点に、ＩＴ導入への心理的・コス

ト的ハードルを撤廃する個別支援を強化。

①	生産性向上やＤＸの推進等の経営力向上へ向けた各種セミナー開催。

②	会員企業のＤＸ化を成功事例集として情報発信。

③�ＤＸによる生産性向上・業務の効率化を支援するため、事務局内に「Ｄ

Ｘ推進課」の設置。

⑵　デジタルデータ活用プラットフォームへの参画
　�　官民連携によるビッグデータ活用プラットフォーム（鳥取県デジタルイ

ノベーションセンター）へ積極的に関わり、人流データ等の分析結果を会

員企業のエリア戦略やマーケティングに活用させる。

４．若者・女性の働きやすさ創出
⑴　多様性とウェルビーイングの実装
　�　「とっとり未来づくり特別委員会」により、地域経済の持続的発展と多

様性の推進のため、女性・若者を中心とした誰もが働きやすい地域社会の

構築を目指す。

①�女性を始めとする多様な人材の活躍を促進するための環境整備や支援活

動。

②�若者が鳥取に定住しやすい環境づくりと県内企業の魅力発信活動を行

う。

⑵　ローカルＦｉｒｓｔの浸透
　�　青年部・女性会との連携を強化し、若者が地元企業や歴史・文化に誇り

を持てる取組を推進。若者の地元定住を精神面と環境面の両輪で支える。

５．中小企業・小規模事業者への支援
　地域経済社会の基盤を支える中小企業・小規模事業者は、原材料費・エネ

ルギー価格の高騰、為替変動に伴うコスト増加、慢性的な人手不足への対応
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としての賃上げ圧力など、複合的かつ構造的な経営課題に直面している。

　加えて、デジタル技術の急速な進展、消費行動の変化、国際情勢の不安定

化に伴う貿易・関税リスクの顕在化など、経営環境は一層の不確実性を増し

ている。

　このような状況下において、単なる資金繰り支援や一時的な経営改善にと

どまらず、ＤＸ・ＡＩ活用による生産性向上、価格転嫁を可能とする収益構

造の再構築、新事業・新市場への挑戦、円滑な事業承継・Ｍ＆Ａによる経営

基盤の再編といった中長期的視点に立った支援が不可欠であるとの認識して

いる。

　本年度は、第３期経営発達支援計画を中核に、金融支援、補助金活用、専

門家派遣に加え、他の経済団体・関係機関との連携を有機的に組み合わせた

「伴走型・統合型支援」を展開し、事業者の自己変革を後押しすることにより、

地域経済の持続性と競争力の強化を図る。

⑴　経営発達支援計画に基づく伴走型経営支援の高度化
【経営発達支援計画の目標】
①�持続的経営を志向する小規模事業者が、経営環境の変化に対応する取組

を事業計画に沿って実行し、成長を遂げる。

②�地域資源を活用した高付加価値商品・サービスの開発およびＩＴを活用

した販路開拓により、付加価値の拡大を図る。

③�ＩＴ・デジタル技術を活用した業務効率化や設備投資により、労働投入

量を低減させ、労働生産性の向上を実現する。

④�対話と傾聴を通じて個々の課題を明確化し、小規模事業者の主体性と潜

在力を引き出す支援を行う。

　これらを踏まえ、従来の経営相談を高度化し、経営の「見える化」とデ

ジタル技術を活用した経営改善支援へと発展させる。

【新】生成ＡＩ・ＤＸ活用型経営改善支援事業
　業務の属人化や人手不足に課題を抱える事業者を対象に、業務プロセス

の可視化と課題分析を行い、生成ＡＩやクラウドツールの導入による業務

効率化・付加価値向上を支援する。

⑵　物価高・人手不足時代に対応した収益力強化と事業再構築支援
①�人手不足や物価高、原材料費・エネルギー価格高騰の影響により経営が

圧迫される事業者への資金繰り支援。

②�市場規模が縮小する業種・業態から成長分野へと転換する新分野・新事

業進出への支援。

③�中小企業生産性革命推進事業（ものづくり補助金、小規模事業者持続化

補助金、ＩＴ導入補助金、事業承継・Ｍ＆Ａ補助金）による設備投資、

業務効率化、販路開拓、事業承継の促進。
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④�賃上げ促進税制、業務改善助成金等の活用による人材確保と定着の後押

し。

⑤�【新】価格転嫁・取引適正化支援プログラム

　�　価格転嫁および取引適正化（取適法）に関するセミナーを開催すると

ともに、原価構造の整理支援、取引条件の見直しに向けた助言を行う。

あわせて、価格改定に向けた考え方や実務上の留意点を整理した施策普

及冊子を作成・配布し、主体的な価格転嫁の取組を後押しする。

⑶　新たな付加価値創出と地域課題解決型ビジネスの創出
①�経営力向上計画の策定支援および補助金活用を通じた新たな付加価値の

創出。

②�鳥取県・鳥取市等と連携した地域課題解決型起業の支援およびスタート

アップ創出支援。

⑷　�鳥取県産業未来共創事業による新たな企業価値創造や生産性向上・新技
術導入を目指す取組みの事業計画策定を支援
①�新たな企業価値創造型（中小企業が策定する新たな取組に関する事業計

画）に資する事業計画策定支援。

②�生産性向上・新技術導入推進型（中小企業者が実施する経営力向上及び

生産性向上、働き方改革に資する事業計画）を支援

③�事業承継促進型（親族内、従業員、第三者承継による事業引継ぎの取組）

を支援

⑸　課題解決型支援と支援ネットワークの高度化
①�中小企業・小規模事業者の経営課題に対し、関係機関と連携した「とっ

とり企業支援ネットワーク」による経営改善計画策定支援。

②�専門家派遣による高度な課題解決支援。

③�日本政策金融公庫との定例金融相談会、小規模事業者経営改善資金貸付

（マル経融資）による資金繰り支援。

④ＩＮＰＩＴとの連携による知財相談会開催。

⑤�事業引継ぎ支援センターとの連携による事業承継・Ｍ＆Ａ支援。

⑥� 【新】鳥取県信用保証協会と連携した資金繰り支援および合同研修会の

開催。

　�　両機関が相互に有する専門性及び支援ノウハウを共有し資金繰り支援を

行うと共に、合同研修会を開催して相互理解を一層深め、連携体制の強化

を図ることにより、事業者支援の質的向上を図る。

⑹　創業支援および事業承継・Ｍ＆Ａの推進
①� 「とっとり創業塾」の開催により、創業知識・実務ノウハウを体系的に

提供する。

②�関係機関や専門家と連携し、円滑な事業承継を支援するとともに、承継

を契機とした新分野展開や第二創業を促進する（国・県等の事業承継補
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助金活用）。

⑺　農商工連携と地域ブランド力の強化
①�農林漁業者・商工業者の連携を促進するマッチング事業を通じ、新商

品・新サービスの開発を支援するとともに、６次産業化の取組を総合的

にコーディネートする。

②�鳥取の地域ブランドの確立・高度化を図り、あわせてイノベーションの

取組やその魅力を内外へ発信する。

③�魅力ある鳥取産品について、プロモーション事業およびお披露目イベン

ト等を実施し、幅広い消費者層に対する認知度向上と販路拡大を図る。

④�事業者が抱える経営・商品開発・販路開拓等の課題に対応するため、専

門家派遣による実践的な課題解決支援を行う。

⑻　販路開拓・ビジネスマッチング支援
①� 【新】台湾シルバーケア産業協会（台湾企業78社加盟）とビジネスパー

トナー協定を結び、台湾企業とのビジネスマッチングを行う。

②�販路開拓セミナー開催、首都圏バイヤーとのＷＥＢ商談会、各種商談会

後フォローアップ等による事業者のビジネスチャンス獲得支援。

③�【新】新市場開拓を推し進めるため、関西方面「ＦＯＯＤ  ＳＴＹＬＥ〈関

西〉2026」「東京グルメショー秋2026」へ出展。

④�小規模事業者の販路拡大に向けた需要動向・マーケティング調査の実施。

⑤関係機関と連携したセミナー開催等を中心とした海外展開支援。

⑼　ＤＸの推進
　ＤＸは地域経済の競争力強化に不可欠な取組であり、業務効率化にとど

まらず、新たな付加価値創出を目的として推進する。

①ＤＸ推進セミナーの開催。

②ＤＸ・デジタル化推進相談窓口の継続設置。

③ 【新】伴走型ＤＸ支援プラットフォームの導入

　Ｂｉｚミル（経営の見える化）およびＫｅｙｔａｓ（支援データの蓄積・

管理）を活用したＤＸ支援システムを経営支援業務に導入。会員事業者の

経営データと支援履歴を一元管理するとともに、経営課題の可視化と進捗

管理を体系的に行うことで、事業者の成長段階や課題に応じた継続的かつ

高度な伴走支援体制を構築し、支援基盤の強化および業務効率化を図る。

６．会員・他団体との連携強化
⑴　「ほんまちクラブ」の活用
　産学官金労言による異業種交流を活性化し、情報共有だけでなく、新事

業発足の場として機能させる。

①共同研究、新商品開発に繋げる講演会、セミナー及び交流会の開催

②会員親睦ゴルフコンペの開催（春・秋）
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　　⑵　常 議 員 会

⑵　県内、県外商工会議所との連携
　経済社会環境が変化する中、商工会議所同志の共創・シナジー効果等を

意識した取組みの重要性が増大。執行部はじめ、部会による交流、連携を

推進する。

⑶　親しみやすいＣＣＩの構築
　会員相互の研鑽と活用を仕組み化し、商工会議所との距離感を縮めるこ

とで、組織の存在意義（プレゼンス）を盤石にする。

⑷「スマートＣＣＩ」による業務変革
　事務局ＤＸを徹底し、ルーチンワークを効率化。捻出した時間を伴走型

支援などより高付加価値な人的サポートへ再配分する。

⑸　活動の見える化
　広報誌のデジタル化とともに、メディア、ＨＰ、ＳＮＳとも連動させ、

市民・事業者双方へ活動内容を強力に発信。「頼りになる会議所」のイメー

ジを定着させる。

⑹　財政基盤の安定
　会員増強計画の推進とともに、「わかとり共済」等の共済制度を戦略的

に推進し、自主財源を確保する。

開催年月日　　　時　間　　　　　　　　場　所　　　　　　　　　出席者数

７. ６. 20　　　14時00分　　　　　鳥取商工会議所　　　　　　　　 23名

議　　　事　　⑴　通常議員総会提出議案の審議

　　　　　　　　①令和６年度事業報告・同収支決算について

　　　　　　　　②監事の選任について

　　　　　　　　③旅費支給規程の一部改正について

　　　　　　　⑵　常議員会議案の審議

　　　　　　　　①２号議員部会別割当数決定について

　　　　　　　　②役員・議員の会頭表彰被表彰者決定について

　　　　　　　　③退任議員に対する感謝状の贈呈について

議事の概要　　⑴　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑵　原案どおり承認決定

報 告 事 項　　⑴　第44期役員議員改選について

開催年月日　　　時　間　　　　　　　　場　所　　　　　　　　　出席者数

７.10. 17　　　14時00分　　　　　鳥取商工会議所　　　　　　　　 21名

議　　　事　　⑴　常議員会議案の審議

　　　　　　　　①令和７年度優良従業員表彰被表彰者の決定について
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　　　　　　　　②退任役員・議員に対する感謝状の贈呈について

　　　　　　　　③新会員の入会承認について

　　　　　　　　④特別委員会の設置及び名称変更について

　　　　　　　　⑤定款の一部変更について

　　　　　　　　⑦常任相談役選任について

　　　　　　　　⑧�新役員（会頭、副会頭、専務理事、常議員、監事）の選任

について

議事の概要　　⑴　原案どおり承認決定

　　　　　　

報 告 事 項　　⑴　障害者雇用の推進について

　　　　　　　⑵　�臨時議員総会・講演会ならびに新役員・議員就任祝賀パー

ティーについて

開催年月日　　　時　間　　　　　　　　場　所　　　　　　　　　出席者数

７.12. 16　　　17時00分　　　　　観水庭こぜにや　　　　　　　　 33名

議　　　事　　⑴　顧問・参与の委嘱について

議事の概要　　⑴　原案どおり承認決定

報 告 事 項　　⑴　鳥取商工会議所（含日商）年間主要行事予定について

　　　　　　　⑵　部会総会における正副部会長の選任について

　　　　　　　⑶　おいしい！とっとり30・10食べきり運動協力について

　　　　　　　⑷　その他

開催年月日　　　時　間　　　　　　　　場　所　　　　　　　　　出席者数

８. ３. 24　　　14時00分　　　　　鳥取商工会議所　　　　　　　　 27名

議　　　事　　⑴　臨時議員総会議案の審議

　　　　　　　　①定款の一部改定について

　　　　　　　　②令和７年度共済事業特別会計の補正予算（案）について

　　　　　　　　③�令和７年度中小企業相談所特別会計の補正予算（案）につ

いて

　　　　　　　　④�令和７年度退職給与資金特別会計の補正予算（案）につい

て

　　　　　　　　⑤令和８年度事業計画・同収支予算（案）について

　　　　　　　⑵　常議員会議案の審議

　　　　　　　　①令和７年度下期の新入会員の承認について

　　　　　　　　②事務規則の一部改正について



年月日 場　　所 出席数 議　事　等　の　内　容
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　　⑶　監　事　会

　　⑷　部　　　会

　　 〈建 設 部 会〉

　　　・正副部会長会議

　　　・部 会 総 会

　　　・部会交流会

　　　・正副部会長会議

議事の概要　　⑴　原案どおり承認決定

　　　　　　　⑵　原案どおり承認決定

報 告 事 項　　⑴　女性会の鳥取大会広告協賛の依頼について

講　演　会　　テーマ：ＪＩＣＡ海外協力隊活動と人生観

　　　　　　　講　師：㈱ナレッジサポート　顧問　松本　智賀男　氏

開催年月日　　　時　間　　　　　　　　場　所　　　　　　　　　出席者数

７. ６. ４　　　13時30分　　　　　鳥取商工会議所　　　　　　　　 ７名

内　　　容　　・令和６年度の事業および収支の監査

　　　　　　　・�事業報告および収支決算の内容、証憑書類等適正に処理され

ていることが確認された。

・大阪・関西万博の視察日程について

・部会総会の日程について

・行政機関と小規模での意見交換会について

【報告事項】

・�令和７年度鳥取商工会議所事業計画・収支

予算について

・令和６年度建設部会事業報告について

【協議事項】

・�令和７年度建設部会事業計画（案）につい

て

【その他】

・鳥取県より支援施策の紹介

　鳥取県商工労働部企業支援課

� 課長補佐　田中　拓也　氏

・駅前再開発事業の進捗状況について

� 岡　　周一　副会頭

・�次期役員議員選挙における部会選出議員（2

号議員）について

・�大阪・関西万博視察研修の進捗状況につい

て

商工会議所

小 銭 屋

小 銭 屋

商工会議所

5

38

33

5

4.10

6.11

6.11

7. 1
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　　　・部 会 総 会

　　　・視察研修会

　　　・正副部会長会議

　　　・部 会 総 会

　　　・座　談　会 

　　　・正副部会長会議

　　 〈工 業 部 会〉

　　　・第１回部会

　　　　総会

　　　・視 察 研 修

　　　・正副部会長会議

・�行政機関との座談会の実施時期・構成につ

いて

・２号議員の選任について

大阪・関西万博会場視察

　フランスパビリオン、関西広域連合視察

・次期建設部会正副部会長の選任について

・次期常任委員の部会長指名について

・�行政機関との座談会テーマ、招聘する機関

などについて

・建設部会総会の開催候補日について

・正副部会長の選任について

・部会常任委員の選任について

・講演会

　テーマ：�「職場における健康経営！歳と共

におこる体の変化とセルフケア」

　講　師：Ｆｉｔｎｅｓｓ Ｊａ-んぐる

� 代表　澤　　晶子　氏

鳥取県総務部営繕課・県土整備部技術企画課

との意見交換会

＜ゲスト＞鳥取県側

　　総務部営繕課

� 課長　川口　新二　氏

� 参事　井上　克人　氏

　　県土整備部技術企画課

� 課長　藤井　　優　氏

� 課長補佐　岡　　秀樹　氏

次年度以降３年間の部会活動の内容について

・�令和７年度鳥取商工会議所事業計画について

・令和６年度部会事業報告について

・令和７年度部会事業計画（案）について

・部会員による意見交換を実施

・大阪・関西万博＆ダイハツ工業㈱視察研修

〈１日目〉ダイハツ工業㈱京都工場

〈２日目〉大阪・関西万博

・�令和７年度鳥取商工会議所事業計画につい

て

商工会議所

大阪・関西万博

商工会議所

商工会議所

花 の れ ん

商工会議所

商工会議所

大阪市内ほか

商工会議所

8. 5

9. 2

〜 9. 3

10.27

11.26

8.　1.20

2.25

5.13

6.　9

～ 10

7.23

19

17

5

24

10

4

19

21

6
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　　　・部 会 総 会

　　　・鳥取市との

　　　　意見交換会

　　　・県内商工会議所

　　　　工業部会正副部

　　　　会長会議

　　　・正副部会長会議

　　　・部 会 総 会

　　　・正副部会長会議

　　　・ＳＤＧｓ共創

　　　　プロジェクト

　　　・正副部会長会議

　　 〈観光・交通部会〉

　　　・正副部会長会議

　　　・総　　　会

・ＳＤＧｓ共創プロジェクト事業について

・議員選挙選任日程について

・２号議員の選任について

テーマ①：「工業団地と企業誘致」について

テーマ②：「人材確保と人材育成」について

【正副部会長会議】�各商工会議所工業部会活

動状況

【企業視察】リバードコーポレーション㈱

・第44期正副部会長の新体制について

・部会常任委員について

・第43期活動内容について

・部会長の選任について

・副部会長の選任について

・部会常任委員の選任について

・令和８年度部会事業計画（素案）について

・�【工業部会・公立鳥取環境大学・鳥取県】

ＳＤＧｓ共創プロジェクト報告会

・�環大生×企業によるＳＤＧｓ共創プロジェ

クトキックオフイベント

・�課題提案企業：大同端子製造㈱、菌興椎茸

㈿、美保テクノス㈱、美染㈱

・令和７年度部会事業報告について

・令和８年度部会事業計画(案)について

・部会総会の開催について

・先進地視察研修について

・3ヶ年部会活動計画について

・次期部会長、副部会長について

・次期部会常任委員について

・次回部会総会について

・令和７年度事業の報告

・第44期の部会活動について

・運送業小委員会の事業終了について

・令和７年度部会事業計画（案）について

・２号議員選任について

・部会長の選任について

ホテルニュー

オータニ鳥取

ホテルニュー

オータニ鳥取

鳥 取 市 内

商工会議所

商工会議所

鳥 取 市 内

と り ぎ ん

文 化 会 館

商工会議所

ぎ ん り ん

商工会議所

商工会議所

ホテルニュー

オータニ鳥取

ホ テ ル モ

24

26

15

6

16

4

54

6

6

4

20

20

22

8.　8

8.　8

10.　7

11.　6

11.25

8.　1.13

2.20

3.24

10.24

8.　2.　4

6.13

8.　4

11.11
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　　　・研　修　会

運送業小委員会（運

送業界応援プロジェ

クト実行委員会）

　　　・学校キャラ

　　　　バン隊

　　　・若手経営塾

　　　・運送業・女

　　　　性活躍シン

　　　　ポジウム

・副部会長の選任について

・部会常任委員の選任について

講　師：鳥取県中山間・地域振興局

� 局長　野坂明正氏

テーマ：鳥取県の地域公共交通実現に向けて

・�学校キャラバン隊2025の訪問校決定につ

いて

・�運送業女性ドライバー交流座談会の内容に

ついて

・�学校キャラバン隊2025の開催報告につい

て

・�運送業・女性活躍シンポジウムの開催報告

について

・運送業界応援プロジェクトの終了について

・ドライバー、関係者の講話

・乗車体験

・ドライバー、関係者の講話

・乗車体験

・ドライバー、関係者の講話

・乗車体験

講　師：㈱電脳交通

� 代表取締役社長　近藤　洋祐　氏

　　　　万代タクシー㈱

� 代表取締役　中山　　真　氏

テーマ：�タクシーの「共同配車」及び「地域

交通ソリューション事業」について

地域公共交通による「まちづくり」

講　師：㈱十勝バース

� 代表取締役　野村　文吾　氏

テーマ：�お客様密着の経営で気付いた覚悟と

学びの大切さ

講　師：㈱佐賀タクシー

� 代表取締役　牛島　英人　氏

テーマ：�地方のタクシー事業者が抱える課題

と当社の取り組み

【第１部】基調講演

講　師：リッツMC㈱

� 代表取締役社長　中嶋　美恵　氏

20

12

10

45

130

40

21

13

14

70

ナーク鳥取

商工会議所

商工会議所

村 上 水 産

青谷小学校

浜坂小学校

中ノ郷小学校

商工会議所

商工会議所

商工会議所

ホ テ ル モ

ナーク鳥取

6.13

5.27

8.　3.30

7.　4

9.22

11.20

7.30

11.18

R8.　3.23

10.22
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部会合同視察

　　 〈流 通 部 会〉

　　　・正副部会長会議

　　　・常任委員会

　　　・部 会 総 会

テーマ：�女性運転手を増やすためにすべきこ

と

【第２部】パネルディスカッション

テーマ：運送業の未来を拓く女性のチカラ

パネリスト：

　　　　皆生タクシー㈱

� 代表取締役社長　杉本　真吾　氏

　　　　日ノ丸自動車㈱

� 常務取締役　田中　賢治　氏

　　　　藤岡運送㈲

� 代表取締役　藤岡　紋子　氏

　　　　中国運輸局自動車交通部旅客

� 第二課長　鬼村まり子　氏

　　　　鳥取県� 副知事　中原美由紀　氏

コーディネーター：観光・交通部会

� 部会長　澤　　耕司　氏

大阪・関西万博視察

姫路市視察

・�令和６年度流通部会事業報告、常任委員会

費収支決算について

・�令和７年度流通部会事業計画（案）、常任

委員会費収支予算（案）について

・部会総会について　

・大阪万博への視察研修会について

・�鳥取駅前振興組合との合同による先進地視

察研修について

・�令和７年度鳥取商工会議所事業計画につい

て

・�令和７年度流通部会事業計画（案）、常任

委員会費、収支予算（案）について

・�令和７年度鳥取商工会議所事業計画につい

て

・令和６年度流通部会事業報告について

・�令和７年度流通部会事業計画（案）につい

て　

16

5

18

21

7.14

〜 15

4.23

6.　9

6.　9

大阪府夢洲

商工会議所

商工会議所

商工会議所
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　　　・研　修　会

　　　・正副部会長会議

　　　・観光・交通部

　　　　会、流通部会

　　　　合同による万

　　　　博視察研修会

　　　・部 会 総 会

　　　・オープン

　　　　講演会

　　　・交　流　会

　　　・先進地視察

　　　　研修会

　　　・鳥取まちゼミ

　　　・流通部会主

　　　　催講座

　　　　２講座

テーマ：「人手不足時代をどう乗り越えるか」

講　師：鳥取県商工労働部雇用人材局

　　　　雇用・働き方政策課

� 課長補佐　井上　正樹　氏

・部会総会（２号議員選任）について

・鳥取まちゼミについて

・先進地視察研修について

・大阪・関西万博視察研修について

・部会総会(正副部会長選任)について　

・�観光・交通部会との部会交流を目的に関西

万博を視察

・２号議員選任について

テーマ：�『経営理念』で人材採用！年功序列・

家族主義の青果仲卸が躍進する秘密

講　師：万松青果㈱

� 会長／中小企業診断士　中路　和宏　氏

講師を交えての交流会

・山口市中心市街地活性化協議会

　�　出来ない理由より出来る方法を考えると

いう信条のタウンマネージャーの手腕に

よって、見事に再生した中心市街地の成功

事例について学ぶ

　対応者：タウンマネージャー

� 青木　敬介　氏

� 事務局　重本　彰信　氏

・全42講座

　受講者　延べ534名　参加店舗　28店

　まちづくりレディース鳥取と連携して実施

・講　座：�「人生を豊かにするライフプラン

（投資編）」

　講　師：アクサ生命保険㈱鳥取営業支社

� 支社長　川西　一伸　氏

・講　座：�「人生を豊かにするライフプラン

（相続・遺言編）」

6.　9

7.　7

7.14

～ 15

8.　6

8.　6

8.　6

10.　7

～　8

11.　1

～ 30

11.16

11.30

商工会議所

商工会議所

大 阪 他

ホテルニュー

オータニ鳥取

ホテルニュー

オータニ鳥取

ホテルニュー

オータニ鳥取

山 口 市 他

鳥 取 市 中

心 市 街 地

パ レ ッ ト

と っ と り

市 民 交 流

ホ ー ル

21

5

9

23

28

23

8

534

20
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　　　・正副部会長会議

　　　・部 会 総 会

　　　・研　修　会

・�倉吉商工会議所

商業部会と鳥取

商工会議所流通

部会との懇談会

　　　・常任委員会

　　　・交　流　会

　　 〈金 融 部 会〉

　　　・正副部会長会議

　　　・部 会 総 会

　　　・常任委員会

　　　・意見交換会

　　　・セ ミ ナ ー

　講　師：いなば総合法律事務所

� 代表　上田　雅稔　氏

・今期正副部会長体制について

・部会常任委員について

・部会総会について

・常任委員会について

・部会長、副部会長の選任について

・部会常任委員の選任について

テーマ：�「日本の水稲農家が、世界の水稲農

業をリードする時代を創る」

講　師：トゥリーアンドノーフ㈱

� 代表取締役　徳本　修一　氏

・意見交換　～ フリートーク ～

テーマ：�「鳥取駅周辺再整備にかかる進捗状

況と今後について」

講　師：㈱日ノ丸総本社

� 代表取締役　岡　　周一　氏

講師を交えての交流会

・令和７年度部会事業計画について

・大阪・関西万博視察について

・商工会議所事業計画・収支予算について

・部会事業報告について

・令和７年度部会事業計画（案）について

・２号議員の選任について

・部会長、副部会長の選任について

・部会常任委員の選任について

・３カ年事業計画（案）について

テーマ：�鳥取市の企業版ふるさと納税について

講　師：鳥取市資産活用推進課　ふるさと納税係

　　　　課長補佐　西川氏、係長　田中氏、

　　　　主任　田中氏

テーマ：「お金をためる・ふやす・まもる」

11.　4

11.19

11.19

8.　2.20

2.24

2.24

7.　5.　2

7.　8.12

7.　5.28

7.　8.12

7.10.24

8.　1.26

7.　5.28

7.　5.23

商工会議所

商工会議所

商工会議所

倉 吉 商 工

会 議 所

ホテルニュー

オータニ鳥取

ホテルニュー

オータニ鳥取

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

5

16

16

2

23

20

6

6

21

19

17

15

21

32
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　　　・視 察 研 修

　　　・ゴルフコンペ

　　 〈サービス部会〉

　　　・新入社員研修

　　　・正副部会長会議

　　　・部 会 総 会

　　　・セ ミ ナ ー

　　　・部 会 総 会

7.11.27

8.　1.26

7.　9.　1

～　2

7.　4.　5

4.　3

～　4

5.　7

6.16

6.16

8.　8

商工会議所

商工会議所

京 都 府・

大 阪 府

大 山 平 原

ゴ ル フ

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

50

9

18

114

6

24

20

28

講　師：�みずほ証券㈱マーケットストラテジスト

　　　　国際検定テクニカルアナリスト

　　　　（ＭＦＴＡ）� 中村　克彦　氏

テーマ：�今から考える！将来に備える資産形

成のイロハ～金融リテラシーを高め

るＮＩＳＡ・ｉＤｅＣｏの活用術～

講　師：�㈱山陰合同銀行　鳥取コンサルティング

プラザファイナンシャルパートナー

� 課長　曽根総一郎　氏

　　　　㈱山陰合同銀行　鳥取営業部

� 次長　石本　夕佳　氏

テーマ：新春経済講演会

講　師：大和証券㈱　金融市場調査部

　　　　チーフストラテジストＣＦＡ

� 谷　栄一郎　氏

ものづくりＤＸラボ「The Smart Factory @

Kyoto」、大日本印刷Ｐ＆Ｉラボ、関西万博

金融部会として初開催

・テーマ：「あなた」が会社の「顔」になる

・講　師：Ｐ－Ｃｒｅａｔｅ

　　　　　人材育成コンサルタント

� 松下香寿美　氏

・令和６年度部会事業報告について

・令和７年度部会事業計画(案)について

・部会総会の開催について

・�鳥取商工会議所令和７年度事業計画・収支

予算について

・令和７年度サービス部会事業計画について

その他

・テーマ：�『総務人事部門のためのシステム

活用術』

・講　師：�株式会社オービックビジネスコン

サルタント

� 大阪第一支店　原　　佑一　氏

・２号議員選任について
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　　　・視察研修会

　　　・第４期

　　　　こども未来大学

　　　・部 会 総 会

　　　・正副部会長会議

　　⑸　委　員　会

　　 〈運営委員会〉

　　　・委　員　会

　　　　 （第１回）

　　　　 （第２回）

　　　　 （第３回）

9.　4

～　5

11.　3

11.27

8.　3.　3

4.　10

5.22

6.17

大 阪 市

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

11

13

38

6

20

  20

  19

・大阪万博・トゥモローゲート㈱　視察研修

・人材育成制度について

・プログラミング教育

　協　力：㈱Ｉｎｆｏ-Ｓｈａｐｅ

　　　　　（ＰＩＮＴ！プログラミング教室）

・部会長選任について

・副部会長選任について

・部会常任委員の選任について

・サービス部会３ヶ年事業計画について

・その他

・�担当副会頭・正副部会長・正副委員長・事

務局担当者について

・青年部「令和６年度政策提言書」について

・鳥取駅周辺再整備の検討状況について

・部会、委員会報告

・第44期役員議員選挙の日程について

・部会、委員会報告

・講話

　テーマ：�大阪・関西万博及び鳥取県の取組

みについて

　講　師：鳥取県　令和の改新戦略本部　

� 参事監　山本　桂司　氏

・�常議員会・通常議員総会　提出議案につい

て

①�令和６年度事業報告並びに同収支決算に

ついて

②監事の選任について

③旅費支給規程の一部改正について

④２号議員部会別割当数決定について

⑤�役員・議員の会頭表彰被表彰者決定につ

いて

⑥退任議員に対する感謝状の贈呈について

・�鳥取県未来人材育成奨学金支援事業につい

て
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　　　　 （第４回）

　　　　 （第５回）

　　　　 （第６回）

　　　　 （第７回）

・部会、委員会報告

・部会・委員会報告

・第44期役員議員選挙について

・�鳥取駅周辺の再整備に向けた検討状況につ

いて

・特別委員会の設置と名称変更について

・地方議会議員の立候補環境の整備について

・障がい者雇用推進の要請書受理について

・部会、委員会報告

・吉川経家公メモリアルイベントについて

・常議員会・臨時議員総会提出議案について

①優良従業員表彰被表彰者の決定について

②�退任役員・議員に対する感謝状の贈呈に

ついて

③新会員の入会承認について

④特別委員会の設置及び名称変更について

⑤定款の一部変更（副会頭の員数）

⑥礼遇規則に基づく礼遇者決定について

⑦常任相談役選任について

⑧�新役員（会頭、副会頭、専務理事、常議

員、監事）の選任について

・部会・委員会報告

・第44期役員議員選挙について

・�担当副会頭・正副部会長・正副委員長につ

いて

・部会・委員会報告（運営委員の自己紹介）

・特別委員会名称変更について

・第３回常議員会提出議案について

①�鳥取商工会議所（含日商）年間主要行事

予定について

②顧問・参与の委嘱について

・事業方針に係る部会活動の取組みについて

・講話

テーマ：�「男女共同参画の推進と第5次かが

やきプランの策定について（仮題）」

講　師：鳥取市総務部人権政策局

� 男女共同参画課　小清水晃子　氏

  21

  19

  19

 

 16

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

7.10

9.　10

10.　9

12.11
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　　　　 （第８回）

　　　　 （第９回）

　　 〈企画政策委員会〉

　　　・第１回委員会

・昼休業制度について

・取適法のセミナーについて

・第２回ゴルフコンペの開催について

・部会・委員会報告

・日商常議員会の報告について

・�第４回常議員会（3/24）提出議案、臨時

議員総会（3/31）提出議案

①定款の一部改定について

②�令和７年度共済事業特別会計の補正予算

（案）について

③�令和７年度中小企業相談所特別会計の補

正予算（案）について

④�令和７年度退職給与資金特別会計の補正

予算（案）について

・�令和８年度事業計画・同収支予算（案）に

ついて

・令和７年度下期の新入会員承認について

・各部会活動３カ年計画について

・部会・委員会報告

・�鳥取商工会議所と台湾企業との経済交流・

ビジネス創出事業

・青年部令和７年度政策提言について

・オブザーバー委員の紹介

　鳥取市経済観光部　企業立地・支援課

� 次長　福山　博俊　氏

　鳥取市経済観光部　経済雇用戦略課

� 次長　渡邉　大輔　氏

・講演

　【第１部】�外国人材活用の現状と活用に際

しての地域課題

　講　師：スキルウェイ協同組合

� 代表理事　加藤　彰一　氏

【第２部】�鳥取城北日本語学校の現状と今後

の課題

　講　師：鳥取城北日本語学校

� 参事　岸田　康正　氏

  17

  21

 

11

商工会議所

商工会議所

商工会議所

8.　2.13

3.12

4.　8
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　　　・アンケート

　　　　実施

　　　・第２回委員会

　　　・第３回委員会

　　　・第４回委員会

　　　・第５回委員会

　　　・第６回委員会

　　　・正副委員長会議

　　　・第８回委員会

　　 〈まちなか賑わい

　　　創出特別委員会〉

　　　・正副部会長会議

　　　・委　員　会

　　　・意見交換会

外国人材の活用に関するアンケートを全会員

に実施

・アンケートの結果の概要について

・�アンケート結果を踏まえた今後の方向性に

ついて

・外国人材に関するセミナーの提案

・アンケートの結果と落としどころについて

・外国人材に関するセミナー具体案

・�ほんまちクラブ（異業種交流会）とのコラ

ボについて

・�ほんまちクラブ合同によるセミナー＆交流

会

　テーマ：『外国人材制度のアップデート』

　　　　　〜ルールが変わる、現場も変わる〜

　講　師：スキルウェイ（協）

� 代表理事　加藤　彰一　氏　

　　　　　～異業種交流会～

　　　　　　鳥取城北日本語学校の活動紹介

� 参事　岸田　康正　氏

・第43期の委員会活動の総括について

・�第44期の委員会の活動方針、委員候補者

選出

・第44期委員の顔合わせ

・３年間の活動について

・令和７年度の取り組みについて　他

・令和７年度の事業とスケジュールについて

・中小機構との意見交換の報告について

・アンケート内容と意向把握について

・視察先について　他

・令和７年度事業報告について

・令和８年度の取り組みについて

・�中小機構／中心市街地・商店街等診断・サ

ポート事業（オンライン相談支援）による

意見交換

全会員

対　象

10

10

9

66

8

3

5

5

8

8

9

8

Googleフォーム

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

4.15

〜 5.15

5.21

6.　4

7.　9

8.18

10.10

12.　3

8.　2.19

4.22

5.27

7.　9

8.　2.25

6.18
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　　　・先進地事例

　　　　視察

　　　・先進地事例

　　　　視察

　　 〈ローカルフード

　　　プロジェクト

　　　（ＬＦＰ）特別委員会〉

　　　・正副委員長会議

　　　・委　員　会

　　　・視察研修会

　　　・未来と注目

　　　　のフード博

　　　・委　員　会

　 〈デジタルデータ

　　活用特別委員会〉

　　　・第１回委員会

　　　・第２回委員会

　　　・第３回委員会

　　　・正副委員長会議

　　　・第４回委員会

飯 田 市、

多 治 見 市

郡 山 市、

宇 都 宮 市

商工会議所

商工会議所

福井県三方

郡美浜町他

市 民 交 流

ホ ー ル

ジャパンズ

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

5

3

5

7

30

6

10

12

18

5

8

・�視察先　飯田商工会議所、第一種市街地開

発事業地

　�多治見商工会議所、駅周辺再開発事業地　

他

・活動報告会について

・視察研修会について

・その他

・今期の活動報告会について

・その他

・�地域産品を上手に生かした町おこしの先進

地を視察　

　〇�視察先　美浜町役場　へしこ酵房日の出

屋

・�ローカルフードプロジェクト特別委員会で

取り組んだ食品発表

・今期の活動の反省会

・�鳥取商工会議所における委員会の位置づけ

について

・鳥取県の取組みについて

・今後の進め方にについて（概要）

・現状把握について

＜勉強会＞

講　演：㈱地域創生Coデザイン研究所

・�観光地経営におけるデータ活用の必要性と

事例紹介

・データ活用プロセスの理解

・これからのデータ分析　等

・３カ年取組（案）について

３カ年取組（案）の確定について

10.13

〜 14

6.24

8.28

9.　2

～　3

10.28

10.28

7.11.26

12.23

8.　2.　9

8.　2.26

8.　3.18
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　 〈とっとり観光ビジョン

　　実現特別委員会〉

　　　・正副委員長会議

　　　・委　員　会

　　　・ビジョン実

　　　　現会議

・�モデルケースの選定（ターゲット明確化）

について

・次年度委員会の開催日程について

・今年度の委員会活動方針について

・観光ビジョン説明会の進行について

・観光ビジョン実現会議の開催内容について

・司令塔組織検討の途中経過

・次回実現会議について

・司令塔組織検討案の確認

・次年度以降の委員会活動について

・次年度以降の委員会活動について

・次回実現会議について

・今年度の活動の進め方について

・今年度の取り組み、スケジュールについて

・今年度の活動の方向性、スケジュール確認

・エリアチームの報告

・チーム活動報告

・意見交換

・チーム活動報告

・意見交換

・チーム活動報告

・入砂税（仮称）検討について

・司令塔組織検討案について

・今年度の事業報告

・令和７年度の計画について

・官民の連携、それぞれの役割について

・意見交換

・会議所委員会の活動報告

・意見交換

・目指す方向性、実現会議の役割の再確認

・�仁風閣と久松公園の新たな出入り口につい

て

・�グリーンスローモビリティ計画・実証事業

について

4

4

4

4

4

4

11

15

13

11

14

14

15

18

16

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

パ レ ッ ト

と っ と り

商工会議所

商工会議所

商工会議所

4.11

5.12

12.　5

12.16

8.2.19

3.12

4.30

8.20

9.16

10.24

12.23

8.3.19

5.28

6.26

7.24
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　　　・観光ビジョ

　　　　ン説明会

　　　・先進地視察

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

岡山県倉敷

市、岡山市

島根県大田市

17

15

17

19

35

4

5

・�相互支援型企業版ふるさと納税プランの提

案について

・意見交換

・�鳥取城跡（お堀の内側）の整備計画要望及

び確認

・�鳥取城跡（お堀の外側）のにぎわい創出の

可能性

・グリーンスローモビリティ計画について

・�城跡復元、復旧整備基金の正式な枠組みに

ついて

・意見交換

・ＡＩチャットボットの導入について

・グリーンスローモビリティ計画について

・意見交換

・�城跡ビジターセンターを含む計画の進捗状

況について

・駅前リデザイン会議の現状について

・公共施設の現状について

・会議所委員会活動報告

・意見交換

・今年度の事業報告

・今年度の事業報告意見交換

・次年度以降の取り組みについて

・観光ビジョンの説明

・参加者、観光関連事業者との意見交換

・今後の推進体制について説明

・倉敷市の歴史的まちづくりについて視察

・岡山市の杜のまちグレース視察

・意見交換

・�大森地区の観光まちづくりに対する取り組

み視察

・群言堂・松場代表との意見交換

・温泉津地区の歴まち事業視察

・㈱WATOWA・近江代表らとの意見交換

　�（同）現象舎・西田代表のプレゼン「まち

のブランディング」

10.　8

11.21

8.　1.29

3.26

4.15

7.　2

〜　3

10.28

~29
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・�自己紹介、活動方針、委員会名称の検討

・�委員会名の検討、今後の活動について検討

・�経営者向けセミナー振り返り、今後の活動

内容について

・�今後の活動について検討

　�（働く女性の交流イベント、映画「女性の

休日」自主上映　ＩＶＳスタートアップカ

ンファレンス視察ツアー、若者定住に関す

るイベント）

・�働く女性の交流イベントについて（5月12

日開催）

講　師：浜田　敬子　氏　（ジャーナリスト）

演　題：�「人口減少時代ことダイバーシティ

経営を～経営者・幹部の意識・行動

変革がカギを握る～」

・９企画を自主企画イベントとして実施

◯�ワークショップ「イロハすてっぷ」（薬

膳講座）

◯鳥取山草同好会有志　納涼山草展

○パレット夏あそび

◯TOTTORI　ILLUSTRATION　2025

◯鉄道ジオラマとミニチュア展

◯鳥取山草同好会　昭の山野草パレット展

◯私の手作りクリスマス

◯パレット冬あそび

○とっとり紙マルシェ

12

13

11

9

11

51

3,232

商工会議所

山陰合同銀行

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

市 民 交 流

ホ ー ル

　 〈とっとり未来づ

　　くり特別委員会〉

＜委員会＞

　　　・第１回委員会

　　　・第２回委員会

　　　・第３回委員会

　　　・第４回委員会

　　　・第５回委員会

＜セミナー＞

経営者のための意識・

行動変革セミナー

　　⑹　まちづくり

　　　　推進事業

　　 〈イベント開催

　　　　　支援事業〉

　　　・パレットとっとり

　　　　市民交流ホール

　　　　イベント

7.10.14

11.6

8.　1.15

2.10

3.　2

7.12.　3

7.　8.23

～

8.　2.　8
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　　⑺　地域資源活用

等の推進によ

る活性化

　　⑻　その他会議

　　　①  �会頭・副会

頭会議

　　　②  �鳥取市・商

工会議所定

期懇談会

　　　③  �小規模事業

者経営改善

資金審査会

今年度はなし

・�商工会議所の運営に関する諸事業、諸課題

等の協議（17回開催）

⑴　鳥取駅周辺整備について

　�　後に鳥取商工会議所から鳥取市への市政

提案

第541回　

　推薦決定　　　2件　　23,000千円

　貸付決定　　　2件　　23,000千円

第542回

　推薦決定　　　3件　　 21,000千円

　貸付決定　　　3件　　 21,000千円

第543回

　推薦決定　　　2件　　 7,000千円

　貸付決定　　　2件　　 7,000千円

第544回

　推薦決定　　　1件　　20,000千円

　貸付決定　　　1件　　20,000千円

第545回

　推薦決定　　　3件　　24,200千円

　貸付決定　　　3件　　24,200千円

第546回

　推薦決定　　　1件　　 1,000千円

　貸付決定　　　1件　　 1,000千円

延べ  

136

17

9

8

9

8

8

9

商工会議所

鳥取市役所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

4. 3 ～

8. 3. 5

8. 1.27

5. 1

6. 4

7.10

9.10

12.18

8. 3. 5
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会員共済事業（８．３．31現在）

①受託機関：アクサ生命保険㈱、第一生命保険㈱

　事務幹事・わかとり・特退金・個人保険：アクサ生命保険㈱

　　　　　・経営者年金：第一生命保険㈱

・わかとり共済　見舞金・祝金給付実績

②受託機関：ＡＩＧ損害保険㈱

③受託機関：東京海上日動火災保険㈱、三井住友海上火災保険㈱

　　　　　　あいおいニッセイ同和損害保険㈱、損害保険ジャパン㈱

　　　　　　共栄火災海上保険㈱

　７．事　　　　業

　　⑴　各種事業活動

区分 加入件数 加入口数 月額掛金額（円） 給付件数 給付金額（円）

わかとり共済 1,773 3,029 2,776,470 29 4,490,000

特定退職金共済 1,829 8,366 7,947,700 194 195,907,115

経営者年金共済 1 1 10,000 1 14,208,478

個 人 保 険 1,630 － 28,562,937 － －

個人保険（年払） 198 － 156,598,982 － －

区　　分 件　　数 給付金額（円）

通 院 見 舞 金 2 30,000

入 院 見 舞 金 33 690,000

結 婚 祝 金 9 90,000

出 産 祝 金 12 60,000

還 暦 祝 金 46 230,000

合　　　計 102 1,100,000

区　　　　分 年間保険料（円）

各種損害保険 6,231,540

区　　　　分 加入件数 年間保険料（円）

個人情報漏えい賠償責任保険 216 0

休業補償プラン 337 637,907

業務災害補償プラン 5 102,419,520

海外ＰＬ保険 337 1,341,500

ビジネス総合保険 322 148,643,250

サイバー保険 13 1,838,560
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　　⑵　意 見 活 動

　　　ア　要望書等 小規模事業者及び中小企業組合の
支援体制に係る財政措置について

平素より、商工団体の運営につきまして、格別の御高

配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、地域社会を支える中小・小規模事業者は、コス

トプッシュインフレ、人手不足と労務費のアップ、加え

て米国関税措置によるサプライチェーンへの影響、国内

消費の冷え込みによる売上低下、コストダウン取引慣行

への戻りなど経営への影響が不安視され、先行きは不透

明感の強いものとなっています。

地域経済の好循環には、多くの雇用や付加価値額を創

出する中小・小規模事業者の「稼ぐ力」の強化が不可欠

であります。

中小・小規模事業者は、経済のみならず生活・商業・

地域のイベント・防災等など地域の中で重要な経済社会

のインフラとしての役割も担っています。

しかしながら、小規模事業者は減収傾向をたどってお

り、一者でも多くの事業者が事業を継続・拡大していく

ためには、国や県の施策を活用しながら経営支援専門員・

連携推進専門員による伴走支援が重要となっています。

政府は、「賃上げが成長戦略の要」で、「賃上げと投資

がけん引する成長型経済」を目指していますが、持続的

な賃上げを実現するためには原資の確保が不可欠であ

り、価格転嫁や生産性向上により収益力の強化を図るこ

とは急務です。

「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画」

「小規模企業振興基本計画（第Ⅲ期）において“経営指導

員”の人件費の確保や、支援の質の向上を進め、小規模

事業者の支援体制の充実を図ることが明記されました。

経営支援専門員・連携推進専門員は、賃上げ・人手不足・

価格転嫁・事業承継・ＤＸ・ＥＳＧなどの経営課題に対

する幅広い知識と事業者との信頼関係、コミュニケー

ション能力が求められ、公的な役割を担う者として高い

意識も求められます。経営支援力の向上とモチベーショ

ンの維持のためにも処遇改善は急務となっています。

しかしながら、交付金への移行以来、人件費単価は据

え置きで、2023年以来の大幅な賃上げに対応すること

鳥取県知事

平井　伸治

7.11.28
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が困難な状況となっています。

また、地域経済活性化のためには、まちづくり、観光

振興、若者定着などいわゆる地域の課題解決に向けた面

的な取り組みも欠かすことができません。

現状、国等の補助制度も活用しながら取り組んでいる

ものの、自主財源の充当にも限界があり、行政からの要

望に十分応えられているかと忸怩たる思いを強くしてい

ます。

地方創生2.0の推進に向け、官民で連携・共創しながら、

商工団体としての役割を果たしていかなければなりませ

ん。

つきましては、各商工団体がその役割を果たし施策を

遂行するための必要な財政措置を講じていただくよう、

下記のとおりお願いするものです。

　　　　　　　　　　　記

１　�安定的な経営支援専門員や連携推進専門員の確保及

び各種事業の質的・量的な保持を図るため「小規模

事業者等経営支援交付金」及び「中小企業連携組織

支援交付金」を拡充していただきたい。特に、人件

費については増額されておらず、加えて近年の物価

高に対応した賃上げについても賃上げ原資の確保も

ままならず賃上げ抑制につながっていることから人

件費の増額をお願いしたい。

　　・�人件費については、人事委員会が行う「県職員の

給与に関する勧告」に連動した予算措置としてい

ただきたい。

　　・�事業については、物価変動に連動した予算措置及

び拡充をしていただきたい。

� 令和７年11月28日　

� 鳥取県商工会議所連合会　　会長　平井　耕司

� 鳥取県商工会連合会　　　　会長　馬野慎一郎

� 鳥取県中小企業団体中央会　会長　岩﨑　陽一

「鳥取駅周辺再整備」に関する意見書
現在計画中の鳥取駅周辺再整備事業につきましては、

当所も全面的に協力してまいりますが、次の点について

意見を具申いたします。　

鳥取市長

深澤　義彦

8.　1.27
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　　　　　　　　　　　　記

１．駅周辺エリアのグランドデザインの提示　

鳥取市が策定した駅周辺再生基本構想（第１期、第２

期）は、鳥取市総合計画、鳥取市都市計画マスタープラ

ン、鳥取市中心市街地活性化基本計画に基づいてまとめ

られ、それぞれの計画が整合性のとれた熟度の高いもの

となっています。　

鳥取市中心市街地活性化基本計画では、鳥取駅周辺地

区と鳥取城跡周辺地区を核とし、その２つの核をつなぐ

若桜街道と智頭街道を軸とする、「二核二軸」をコンセ

プトとするまちづくりの計画が示されており、とりわけ、

駅周辺再生基本構想は、中心市街地活性化基本計画で位

置づける「山陰東部圏域の中心市の核」に特化し、再生

の方向性をより具体的に定めて推進されていることは承

知しています。　

しかしながら、現段階では、駅前広場の再整備の範囲

についての検討が先行しており、まちづくりの全体像は

市民に示されておりません。　

進行する人口減少・高齢社会の到来に向き合い、これ

からの50年に亘る本市の発展を考えた場合、コンパク

トシティ構想に代表されるような中心市街地のあり方も

変わるはずであり、変わるべきです。免許返納等で、自

家用車での移動ができなくなったときの買い物、各種

サービスを利用する際の中心市街地の施設や商店街の役

割も改めて重要となります。　

今回この鳥取駅周辺再整備によって、まち全体がどう

変わるのか、変わろうとしているのかが全く見えてきま

せん。　

つきましては、エリア全体を面で捉え、再整備後の駅

前広場から派生する人流等により、賑わいが創出される

範囲（地域）、鳥取市が描いておられる新生鳥取駅周辺

エリアの全体像（グランドデザイン）をより具体的に市

民に提示していただきたい。　

２．整備主体・手法、運営体制、財源の開示　

整備主体及び手法、並びに財源（資金）、さらには整

備後の運営体制等についても、広く市民や地域の経済主

体が参画・参加するとともに、本市の活性化に理解を示

す市外のステークホルダーの協力も視野に入れ、つまび
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らかに市民

に提示すること。　

３．「複合施設」の規模、具体的利活用の早期決定　

現在、複合施設への入居予定施設は未定とのことであ

りますが、市民にとって利用しやすく、多くの市民が納

得する施設であり、併せて民間の誘導・整備による多機

能な施設とし、賑わいの「起点（Ｏｒｉｇｉｎ）」となる

ことが望まれます。　

利用者のニーズを的確に汲み取り、本計画の策定が遅

滞無く進み、早期に建設、供用されますよう施設規模（延

べ床面積・階層）を迅速に確定いただきたい。併せて、

以下についても検討すること。　

１．シネコン等エンターテイメント機能　

放課後や休日に学生が駅前に集まり、楽しい時間を過

ごせる空間や施設が提供されることで、若者の交流や賑

わいが生まれることが期待されます。若者の意見を尊重

することは、若年層の人口流出の歯止めになります。ま

た、娯楽施設は若者のみならず、高齢者を含む全世代の

交流・憩いの場にもなり、賑わいが生まれることが期待

されます。　

２．快適な滞在環境の整備　

高齢者向け住環境の整備も考えられます。今後増加が

予想される自家用車を持たない交通弱者や冬季における

除排雪対策など、住環境に苦慮する高齢者が多く存在し、

これらの課題解決に向けた取り組みが急務であると感じ

ております。駅前周辺には、行政・医療・金融・公共交

通機関などが集中しており、高齢者が年間を通じて安心

して暮らすためには、集合住宅や介護福祉施設、道路空

間の整備なども必要と考えます。　

３．鳥取市民会館・鳥取市福祉文化会館・鳥取市文化セ

ンター・鳥取市文化ホールの統合　

鳥取市福祉文化会館は耐震基準を満たしていないこと

に加え、耐震補強された鳥取市民会館も含め、それぞれ

の施設の老朽化が問題と考えます。また、建設時と現在

では施設に求める住民・利用者のニーズも変わってきて

います。ユニバーサルデザインを取り入れた機能性向上

や集客の効率化、財政安定化のためのコスト削減などを

図るため、効果的な統廃合及び移転を検討されたい。　
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　　　イ　要請書の受理

� 令和８年１月27日　

� 鳥取商工会議所　会頭　平井　耕司

企業等における公正な採用選考の実現に向けて
時下ますます御清祥のこととお慶び申し上げます。

鳥取労働局の運営につきましては、平素から格別の御

協力を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、鳥取労働局では、応募者の基本的人権を尊重し、

広く応募者に門戸を開くとともに、適性・能力に基づい

た採用選考を行う公正な採用選考システムの確立が図ら

れるよう周知・啓発を行っています。

昨今、情報化の進展に伴いインターネット上に差別的

な書き込みが行われるなどの状況変化が生じていること

を踏まえ、平成28年12月に成立した「部落差別の解消

の推進に関する法律」の着実な施行により、国として部

落差別を解消するための教育・啓発等の取組みを進めて

いるところです。

公正な採用選考システムの確立に向けては、企業に対

する周知・啓発に取り組んでいますが、その一方、採用

担当者のみならず企業トップクラスにおいても、面接や

応募用紙等で「家族」や「個人のプライバシー・身体等」

に関することを把握するなど、就職差別につながるおそ

れのある不適切な事象も依然として発生している現状に

あります。

近年、我が国を含め世界が大きな変化に直面する中で、

いかに新しい時代に対して柔軟な対応ができるかが大き

な課題となっており、社会の変化を取り入れ、多様化し

た価値観を尊重することが求められているところです。

これらの変化は企業に対しても例外ではなく、企業が

多様性を受け入れ、多様な人材を活躍させることができ

るかが注目される時代になっています。そのような中、

採用選考の場面で応募者の人権を軽視するような言動が

明らかになれば、人材確保に支障を来すばかりか、社会

的な批判からステークホルダーの信頼を損ない、企業価

値を低下させることにもなります。

貴団体におかれましては、こうした公正採用選考の趣

旨を改めて御理解いただき、企業における公正な採用選

考の実現に向け、会員企業に対して「公正採用選考人権

鳥取県商工

会議所連合

会会長

児嶋　祥悟

7.　4.25
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啓発推進員」の適切な配置、推進員や企業トップクラス

に対して鳥取労働局及び鳥取県が行う研修会への積極的

な参加、適正な応募用紙（※）の使用等の周知・啓発の

御協力をお願い申し上げます。

� 鳥取労働局長　

鳥取県議会議員米子市選挙区補欠選挙における
便宜供与について

明るい選挙及び投票総参加の推進につきましては、平

素格別の御協力をいただき、厚くお礼申し上げます。

さて、来る５月25日（日）には、鳥取県議会議員米

子市選挙区補欠選挙が行われます。

ついては、すべての有権者の選挙権の円滑な行使を図

るため、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第６条第

３項及び労働基準法（昭和22年法律第49号）第７条の

規定に基づき、投票日当日に勤務する者に対して、投票

日当日の投票又は期日前投票のための便宜が与えられる

よう、貴会会員に対する指導及び周知について、特段の

配慮をお願いします。

� 鳥取県選挙管理委員長　

新規高等学校卒業予定者の求人要請
貴会におかれましては、日頃、本県の新規高等学校卒

業者の採用について御理解と御協力をいただき、深く感

謝申し上げます。 

昨年度末における鳥取県の新規高等学校卒業者の就職

内定率は、事業者の皆様の御理解。御協力をいただき、

99.4%と高い水準に達したところです。また、就職希望

者が減少する中で、県内事業所からの求人は高止まりし

ており、昨年度末の求人倍率は2.74倍、県内就職希望者

に限ると3.46倍と高水準が続いています。 

若年労働力の減少が進む中、一人でも多くの若者を地

元の事業所で正社員として雇用し、将来の本県産業を担

う人材として育成・定着させていくことは、鳥取県の未

来をひらく上で必要不可欠であります。 

鳥取県、鳥取労働局及び鳥取県教育委員会では、小中

高校を通じて県内の仕事。産業を紹介するとっとリデジ

タル教材の活用、職場見学・体験などのふるさとキャリ

鳥取県商工

会議所連合

会会長

児嶋　祥悟

鳥取県商工

会議所連合

会会長

児嶋　祥悟

7.　5.20

7.　5.27
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ア教育や産学連携による交流創出等により地域や県内企

業の魅力等を知る機会を提供するとともに、高校生に対

しては、求人事業所説明会、低学年対象の地元企業魅力

発見会、インターンシップ等、様々な取組を充実するこ

とにより、高校生の県内就職を推進します。 

貴会におかれましても、鳥取県の未来を担う若者を育

成していくため、教育訓練の機会の提供による人材育成、

働きやすい職場環境の整備、生産性向上と賃金引上げ、

適正な人事評価等による処遇の向上など、魅力ある雇用

の場の創出に向け御尽力いただくとともに、若者の県内

就職の促進に向けて、長期的な採用計画の策定、求人票

の早期提出及び応募者の適性と能力のみを基準とした公

正採用の実施について、御協力いただくようお願いしま

す。 

なお、県内中小事業者等に対しては、事業活動や働き

方改革等を支援するための相談窓口の設置や助成金・補

助金・融資等の制度、職業訓練や専門家派遣、学習の場

の提供等を通じたキャリアアップ。人材育成支援制度等

を設けています。また、若者の採用・育成に積極的で雇

用管理が優良な中小事業者を認定し、その情報発信を後

押しするユースエール制度を設けています。こうした諸

制度を会員事業者の皆様に周知され、ぜひとも御活用い

ただくようお願いします。 

� 鳥取県知事　　　　　　　　平井　伸治　

� 鳥取労働局長　　　　　　　山下　禎博　

� 鳥取県教育委員会教育長　　足羽　英樹　

新規高等学校卒業予定者の求人要請
貴会議所におかれましては、日頃から新規高等学校卒

業者の採用について御理解と御協力をいただき、深く感

謝申し上げます。

昨年度末における鳥取公共職業安定所管内の新規高等

学校卒業者の就職内定率は、事業者の皆様の御理解・御

協力をいただき、100%を達成したとろです。一方で、

就職希望者が減少する中で、事業所からの求人は高止ま

りしており、昨年度末の求人倍率は2.74倍となっていま

す。

若年労働力の減少が進む中、一人でも多くの若者を地

鳥取商工会

議所会頭　

児嶋　祥悟

7. 6.24
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元の事業所で正社員として雇用し、将来の地元産業を担

う人材として育成・定着させていくことは、ふるさと鳥

取市の未来をひらく上で必要不可欠であります。

鳥取市、鳥取公共職業安定所及び高等学校では、貴会

議所会員様にも協力を得ながら高校生に地元企業の仕事

と魅力を理解してもらう

「地元企業早期ブランディング事業」をはじめ、求人

事業所説明会、低学年対象の地元企業魅力発見会、イン

ターンシップ等、様々な取組を充実させながら、高校生

の県内就職を推進しているところです。

貴会議所におかれましても、未来を担う若者を育成し

ていくため、教育訓練の機会の提供による人材育成、働

きやすい職場環境の整備、生産性向上と賃金引上げ、適

正な人事評価等による処遇の向上など、魅力ある雇用の

場の創出に向け御尽力いただくとともに、若者の地元就

職の促進に向けて、長期的な採用計画の策定、求人票の

提出及び応募者の適性と能力のみを基準とした公正採用

の実施について、御協力いただくようお願いします。

なお、中小事業者等に対しては、事業活動や働き方改

革等を支援するための相談窓口の設置や助成金・職業訓

練学習の場の提供等を通じたキャリアアップ・人材育成

支援制度等を設けています。また、若者の採用・育成に

積極的で雇用管理が優良な中小事業者を認定し、その情

報発信を後押しするユースエール認定制度を設けていま

す。こうした諸制度を会員事業者の皆様に周知され、ぜ

ひとも御活用いただくようお願いします。

� 鳥取市長　　　　　　　　　　　　深澤　義彦　

� 鳥取県高等学校長協会長　　　　　酒井　信彦　

� 鳥取県私立中学高等学校長会長　　長崎　成輝　

� 鳥取公共職業安定所長　　　　　　中嶋　　隆　

第27回参議院議員通常選挙における便宜供与について
明るい選挙及び投票総参加の推進につきましては、平

素格別の御協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

さて、来る７月20日（日）には、第27回参議院議員

通常選挙が行われます。 

ついては、すべての有権者の選挙権の円滑な行使を図

るため、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第６条第

鳥取県商工

会議所連合

会会長

児嶋　祥悟

7.　7.　7



－ 63－

３項及び労働基準法（昭和22年法律第49号）第７条の

規定に基づき、投票日当日に勤務する者に対して、投票

日当日の投票又は期日前投票のための便宜が与えられる

よう、貴会会員に対する指導及び周知について、特段の

配慮をお願いします。

「やってみよう！でー（day）」（体験的学習活動等休業日）
への協力について

貴会議所におかれましては、日頃市政の推進に格別の

御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

企業における人材確保がますます重要となる中、従業

員が能力や経験を活かしながら、安心して働き続けられ

る職場環境づくりが求められています。中でもワークラ

イフバランスの実現は、従業員の健康保持やモチベー

ションの向上、生産性の向上につながる重要な課題と

なっています。

こうした中、労働局、県をはじめ関係機関で構成する

「鳥取働き方改革推進会議」では、今年度も11月を「鳥

取働き方改革推進キャンペーン月間」と位置づけ、11

月４日および21日を「年次有給休暇取得促進デー」と

して、連続休暇の取得促進に向けた周知・広報を行うこ

ととしています。

また本市では、子どもたちの豊かな体験や家庭・地域

でのふれあいの機会を促す「やってみよう！で一（day）」

を令和４年度から導入しています。この日は、保護者の

皆様にも年次有給休暇を取得していただき、親子で貴重

な時間を過ごしていただくことを期待しており、家族や

地域のつながりを深める契機と位置づけています。

貴会議所におかれましては、これまでも働き方改革の

推進にお力添えをいただいているところですが、改めて

「やってみよう！で一（day）」を契機とした年次有給休

暇の取得促進について、会員事業所の皆様への周知・広

報に御協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げま

す。

� 鳥取市長　　　　深澤　義彦　

� 鳥取市教育長　　河井登志夫　

貴会におかれましては、日頃、本県における障がい者

鳥取商工会

議所会頭　

児嶋　祥悟

鳥取県商工

7.　8

7. 9. 2
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雇用の推進に御理解と御協力をいただき深く感謝申し上

げます。

本県の令和６年６月１日時点の障がい者雇用は、雇用

率が過去最高の2.56%で全国平均（2.41%）を大きく上

回り、障害者法定雇用率（2.5%）を達成した企業の割

合も61.1%で全国平均（46.0％）を大きく上回りました。

また、令和６年度のハローワークを通じた障がい者就

職件数は885件で２年連続の過去最高となり、就職率が

60.3と６年連続で全国第１位となるなど、県内の経済団

体や事業主の皆様の御理解のもと、着実に進展を見せて

いるところです。

鳥取県と鳥取労働局は、障がい者の雇用及び職場定着

の推進等に向けて、連携を強化して取り組んできました。

新規雇用の推進に向け、共同して企業を訪問し、ガイド

ブック「ともに働く職場づくり」を活用した情報提供、

働きかけ等を行っています。

また、障がいを知り、共に生きる地域共生社会を目指

す「あいサポート運動」の精神のもと、職場に定着し長

く働いていただくため、ジョブコーチ養成、ジョブコー

チ支援の充実、障がい者が働く職場の同僚・上司に身近

な支援者となっていただくための取組み等の環境整備に

も力を入れているところです。

令和８年７月には障害者法定雇用率が2.7%に引き上

げられ、障がい者の雇用義務の対象企業が従業員規模

40.0人以上から37.5人以上になるなど、地域社会の構

成員である各事業主には、その社会的責任として障がい

者雇用及び職場定着の推進がよリ一層求められていま

す。

貴会会員事業主の皆様、特に、今年度から新たに障が

い者雇用義務の対象となった事業主やこれから対象とな

る見込みの事業主の皆様に対して、地域共生社会の実現

に向けて各事業主が障がい者雇用に取り組む意義等を周

知いただき、障がい者の就職機会の拡大及び就職後の職

場定着の推進の機運醸成をより一層図っていただきます

よう、よろしくお願い申し上げます。

� 鳥取県知事　　　　　　　　平井　伸治　

� 鳥取労働局長　　　　　　　山下　禎博　

� 鳥取県教育委員会教育長　　足羽　英樹　

会議所連合

会会長

児嶋　祥悟
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「おいしい！とっとり30·10食べきり運動」
（2025年冬）への協力について

本県の循環型社会推進の取り組みについては、日頃、

格別の御協力をいただき厚くお礼申し上げます。さて、

日本では、まだ食べられるにもかかわらず廃棄される食

品「食品ロス」が年間約464万トン（令和５年度推計）

発生しています。このうち66万トンが外食産業から発

生しており、飲食店等における食べ残しによるものが相

当程度占めているところです。

本県でも、食品ロス削減の取組を強化しており、平成

28年度から食べ残しの削減を図る啓発活動を実施して

いるところです。

つきましては、これからの忘新年会シーズンに向けて、

「おいしい！とっとり30・10食べきり運動」（2025年冬）

を実施しますので、貴会議所におかれましても食品ロス

の削減に向けて、下記の取組に御理解と御協力をいただ

きますようお願いいたします。

� 鳥取県生活環境部自然共生社会局長　後藤田拓也

長時間労働削減を始めとする働き方の見直しに
向けた取組に関する要請書

日頃より、労働行政の推進に格別の御配意を賜り、厚

く御礼申し上げます。過労死等防止対策推進法（平成

26年法律第100号）では、11月を「過労死等防止啓発

月間」と定め、過労死等防止のための集中的な啓発を行

うこととされており、同法に基づく「過労死等の防止の

ための対策に関する大綱」（令和６年８月２日閣議決定）

では、過労死等防止対策の数値目標として、週労働時間

40時間以上の雇用者のうち週労働時間60時間以上の雇

用者の割合を５%以下とする（令和10年まで）、年次有

給休暇の取得率を70%以上とする（令和10年まで）等

が掲げられています。

こうした中で、過労死等の労災支給決定件数は近年増

加傾向にあり、また、令和６年４月からは、建設の事業、

自動車運転の業務、医師等についても、時間外労働の上

限規制が適用されています。

このようなことから、鳥取労働局としては、長時間労

働の削減を始めとする働き方の見直しに向けた取組を推

鳥取商工会

議所会頭　

平井　耕司

鳥取県商工

会議所連合

会会長

平井　耕司

7.11.14

7.11.19
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進するため、昨年に引き続き、11月を「過重労働解消キャ

ンペーン」期間と定め、集中的な周知啓発等を行うこと

としています。

貴会におかれましては、これまでも、働き方改革に関

する周知啓発に格別の御協力を賜ってきたところです

が、改めて過重労働解消キャンペーンの趣旨を御理解い

ただき、次の事項が着実に取り組まれるよう、傘下団体・

企業等に対する周知啓発について御協力をいただきます

よう、よろしくお願い申し上げます。

� 鳥取労働局長　

第51回衆議院議員総選挙及び第27回最高裁判所裁判官
国民審査における便宜供与について

明るい選挙及び投票総参加の推進につきましては、平

素格別の御協力をいただき、厚くお礼申し上げます。

さて、来る２月８日（日）には、第51回衆議院議員

総選挙及び第27回最高裁判所裁判官国民審査が行われ

ます。

ついては、すべての有権者の選挙権の円滑な行使を図

るため、公職選挙法（昭和25年法律第100号）第６条第

３項及び労働基準法（昭和22年法律第49号）第７条の

規定に基づき、投票日当日に勤務する者に対して、投票

日当日の投票又は期日前投票のための便宜が与えられる

よう、貴会会員に対する指導及び周知について、特段の

配慮をお願いします。

� 鳥取県選挙管理委員会委員長　

貴会議所におかれましては、日頃より障がい者雇用の

推進に御理解と御協力をいただき厚くお礼申し上げま

す。

さて、ご承知のとおり障害者の雇用の促進等に関する

法律により、全ての事業主は、社会連帯の理念に基づき、

雇用を通じた障がいのある人の自立について共同の責務

を有しており、法定雇用率を達成、維持するよう法律上

の義務を課せられております。

県内の企業の皆様には、障がい者の雇用及び「誰もが

働きやすい職場づくり」に極的にお取り組みいただいて

おり、本県の障がい者雇用は、令和７年６月１日現在で

鳥取県商工

会議所連合

会会長

平井　耕司

鳥取商工会

議所会頭　

平井　耕司

8. 2. 3

8. 2. 4
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法定雇用率（2.5%）を達成した企業の割合が57.6%で、

全国平均を大きく上回るとともに、障がい者雇用率は過

去最高の2.62%となりました。また、ハローワーク鳥取

管内におきましても、全国の水準を上回るなど、障がい

者の雇用は着実に進展しているところです。

しかしながら、令和８年７月の法定雇用率の引上げに

より、新たに従業員37.5人以上の企業も障がい者の雇用

義務の対象となることや、一般就労を希望する障がい者

が年々増加傾向にあることを踏まえると、よリ一層障が

い者の就職機会の拡大及び就職後の職場定着を推進して

いくことが求められます。

鳥取市とハローワーク鳥取は鳥取市雇用対策協定を締

結して、障がい者雇用施策における連携を強化してきま

した。

特に、「福祉的就労から一般企業への就労」などを推

進していく中で、きめ細やかな職業相談などによる障が

いのある方に対する就労支援をはじめ、関係機関との

チーム支援、各種助成金制度の活用や障がい者と事業主

が一同に会する「障がい者就職面接会」の開催等により、

企業における障がい者の採用や職場定着に対する支援等

を推進しているところです。

貴会議所におかれましても、障がい者雇用の促進と職

場定着の支援に一層の御理解と御協力をいただくようお

願いいたしますとともに、会員事業主の皆様に対しまし

て、障がい者の雇用と職場定着に向けた環境づくりを強

力に進めていただきますよう、御指導の程よろしくお願

い申し上げます。

� 鳥取市長　　　　　　　　深澤　義彦　

� 鳥取公共職業安定所長　　中嶋　　隆　

「やってみよう！でー（day）」（体験的学習活動等休業日）
への協力について

貴会議所におかれましては、日頃市政の推進に格別の

御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

人口減少が進む中、地域の産業を支える人材の確保。

定着は、企業経営における最重要課題の一つとなってい

ます。

こうした状況において、従業員が「この会社で長く働

鳥取商工会

議所会頭　

平井　耕司

8. 3
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　　⑶　調 査 研 究  7. 4. 1　　　ＬＯＢＯ調査（年間12回）　　　　　　　対象：５社

　 ～ 　　　　中小企業景況調査（年間４回）　　　　　対象：５業種、30社

 8. 3.31　　　県連景況調査（年間４回）　　　　　　　対象：県内150社

き続けたい」と思える職場づくりは、採用力の向上にも

直結する経営戦略そのものと言えます。有給休暇の取得

促進は、従業員の心身のリフレッシュや家族との時間の

確保につながるだけでなく、職場への信頼感・帰属意識

を高め、離職防止にも効果的な取組として注目されてい

ます。 

鳥取労働局、鳥取県をはじめ関係機関で構成する「鳥

取働き方改革推進会議」では、昨年11月を「鳥取働き

方改革推進キャンペーン月間」として、有給休暇取得促

進デーの設定や「働き方改革川柳」の募集など、様々な

取組を実施しました。多くの皆様のお力添えにより、働

き方改革の気運が着実に育まれているものと、心から感

謝申し上げます。 

また、本市では令和４年度より「やってみよう！で一

（day）」（体験的学習活動等休業日）を導入しています。

子どもたちが豊かな体験活動や家庭・地域でのふれあい

を楽しめるよう設けた日ですが、保護者の皆様にも年次

有給休暇を取得していただき、親子でともに過ごしてい

ただければと考えています。「今日は子どもと一緒に過

ごす日」と職場みんなで後押しできるような雰囲気が、

地域全体に少しずつ根付いていくことを願っています。 

貴会議所におかれましては、これまでも働き方改革の

推進に温かいお力添えをいただいてきたところです。引

き続き、「やってみよう！で一（day）」を機会とした年

次有給休暇の取得について、会員事業所の皆様への周知・

広報に御協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げ

ます。 

� 鳥取市長　　　　深澤　義彦　

� 鳥取市教育長　　河井登志夫　
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毎月15日定期発行　　鳥取商工会議所報　12回　　　　全会員ほか月2,500部

ホームページによる会議所活動紹介　約3,500頁ビュー／月

　　　　　　　　週刊誌／日商　「会議所ニュース」役員・議員　　　　108部

　　　　　　　　月間誌／日商　「石垣」役員　　　　　　　　　　　　45部

サ・ビジネスモール　登録企業数　70社（R８. ３.31現在）

　商工会議所運営の商取引サイト「ザ・ビジネスモール」へ登録し、全国30

万件の企業登録データーベースを利活用し、自社製品やサービスのＰＲおよび

新たな取引先の開拓を推進する。

な　　し

 ０件

　　⑷　広　　　報

　　　①　刊　　行

　　　A　定期刊行

　　　B　不定期刊行

　　⑸　証明、鑑定、

　　　　検　　　査

　　　①　証　　明

　　　ａ　貿易関係

　　　　　証　　明

　　　ｂ　取引関係

　　　　　照　　会

　　　②　鑑　　定

　　　　　検　　査

　　⑹　信 用 調 査

　　⑺　各 種 行 事

　　　①　講 演 会

　　　　　講 習 会　

　

　　　　　　地区別
内　容　　　　　　 九州 中国 四国 近畿 中部 関東 東北 北海道 海外 計

商業関係商取引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

鉱・工業関係商取引 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

年 月 日 名　　称 ・ 演　　題 場　　所 講　　師 人数

4.22

5.16

初心者のための総務・経理

基礎講座

話し方・きき方・伝え方講座

商工会議所

商工会議所

㈱ミライフ経営

総研

代表取締役社長　

� 井ノ本良則 氏

㈱ミライフ経営

総研

� 太田善理子 氏

 29

28

　　　　　　地区別
内　容　　　　　　 アジア 北　米 南　米 欧　州 その他 計

原 産 地 証 明 62 0 6 101 3 172

インボイス証明 0 0 　0 0 0 0

サ イ ン 証 明 2 0 0 3 0 5

計 64 0 6 104 3 177
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6.12

6.24

7.16

7.17

8.　7

9.24

10.23

9.20

～ 10.　4

9.25

マネジメントスキルアップセミナー

段取り力強化セミナー

価格転嫁価格交渉力強化セミナー

次世代リーダー育成研修

傾聴力と「コーチング」セミナー

ＳＮＳマーケティング戦略＆実践

講座（２日間）

とっとり創業塾（５日間）

説明力向上セミナー

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

（公財）産業雇用安

定センター

インストラクター

� 山口　克司 氏

㈱ミライフ経営

総研

代表取締役社長　

� 井ノ本良則 氏

経営デザインエク

サル（同）

代表

� 諸岡　徹郎 氏

㈱ミライフ経営

総研

代表取締役社長　

� 井ノ本良則 氏

㈱ミライフ経営

総研

� 太田善理子 氏

（一社）ウェブ解

析士協会

関東支部支部長

� 久保田善博 氏

近畿支部

� 毛利　美佳 氏

やまぐち総合研究

所㈲

取締役所長

� 山口　伸一 氏

㈱ミライフ経営

総研

代表取締役社長　

� 井ノ本良則 氏

21

35

13

51

25

13

14

14

13
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　　　②　個　　別

　　　　　相 談 会

10.　9

10.28

11.13

12.10

8.　1.20

8.　2.10

毎月第１

金曜日

毎月第３

火曜日

12回開催

8.　2.20

～ 3.　3

売れる店舗＆売り場づくりセミナー

経理実務講座

ビジネス文書・メール・電話

対応講座

基礎からわかる決算書類分析講座

ＩＴデザインツールによるデジタ

ル化推進セミナー

報・連・相講座

知財相談会

定例金融相談会

決算・確定申告・消費税申告

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

オンライン

商工会議所

商工会議所

商工会議所

商工会議所

グローカルマーケ

ティング㈱

コンサルタント

� 石田　和晋 氏

㈱ミライフ経営

総研

代表取締役社長　

� 井ノ本良則 氏

㈱ミライフ経営

総研

代表取締役社長　

� 井ノ本良則 氏

㈱ミライフ経営

総研

代表取締役社長　

� 井ノ本良則 氏

想いやり工房

代表

� 田中　芳野 氏

㈱ミライフ経営

総研

代表取締役社長　

� 井ノ本良則 氏

INPIT鳥取県知財

総合支援窓口

� 担当職員

㈱日本政策金融公庫

� 担当職員

派遣税理士

20

25

14

30

24

18

8

12

64
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　　　③　そ の 他

　　　　　会　　議

　　　　　相 談 会

年月日 演　　　　　　　題 場　　　所

7.　4.22 鳥取県犯罪被害者支援連絡協議会総会 鳥 取 県 立 図 書 館

5.12 ＷＭＧ2027関西鳥取県実行委員会総会 ホテルモナーク鳥取

5.12 鳥取県社会保険協会鳥取支部幹事会・代議員会 ホテルモナーク鳥取

5.14 とっとりＳＤＧｓネットワーク会議 鳥 取 県 庁

5.14 鳥取県自衛隊退職者雇用協議会鳥取支部第1回役員会 鳥 取第一合同庁舎

5.20 鳥取県環境管理事業センター理事会 エ キ パ ル 倉 吉

5.20 とっとり被害者支援センター第１回通常理事会 とりぎん文化会館

5.21 ひまわりセンター　定時評議会 鳥 取 商 工 会 議 所

5.23 鳥取空港の利用を促進する懇話会幹事会 鳥 取 商 工 会 議 所

5.23 鳥取市観光ハイヤー協議会定時総会 ホテルモナーク鳥取

5.27 鳥取県「令和の改新」県民会議 連携と実践の促進に向けた幹事会 鳥 取 県 庁 講 堂

5.27 自衛隊退職者雇用協議会総会 鳥 取 商 工 会 議 所

5.28 鳥取県職業能力開発協会第１回理事会及び通常総会 ホテルニューオータニ鳥取

5.28 新鳥取駅前地区商店街振興組合第55回通常総会 新鳥取駅前地区商店街振興組合

5.31 2025日台観光サミットin鳥取関連行事 ホテルニューオータニ鳥取

6.　3 鳥取市明るい選挙推進協議会幹事会・総会 鳥 取 市 役 所

6.　4 鳥取市観光コンベンション協会総会 ホテルニューオータニ鳥取
6.　6 鳥取空港の利用を促進する懇話会総会 鳥 取 商 工 会 議 所

6.11 鳥取市中心市街地活性化協議会定時総会 パレットとっとり市民交流ホール

6.23 中国税理士会鳥取支部定期総会 ホテルニューオータニ鳥取

6.24 鳥取青色申告会通常総会 ホテルモナーク鳥取

6.25 とっとり被害者支援センター定時総会 とりぎん文化会館

6.26 第１回公立鳥取環境大学経営審議会 鳥 取 環 境 大 学

7.　2 鳥取県観光みやげ品協議会通常総会 ホテルセントパレス倉吉

7.　8 第１回とっとり若者Ｕターン・定住戦略本部会議 鳥 取 県 立 図 書 館

7.15 ハローワーク鳥取雇用対策推進協議会 ハローワーク鳥取

7.28 鳥取働き方改革推進会議 鳥 取 労 働 局

8.　4 米国関税対策協議会 鳥 取 県 庁　 議 会 棟

8.27 鳥取県多文化共生支援ネットワーク会議 とりぎん文化会館

9.　1 第６回「とっとり孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム」会議 オ ン ラ イ ン

10.8 鳥取県人権センター臨時理事会 県民ふれあい会館

10.14 鳥取県障がい者雇用推進会議 鳥 取 県 庁　 議 会 棟

10.17 鳥取敬愛高校創立120周年記念式典 鳥 取 市 民 会 館

10.21 物価高・雇用等対策会議 鳥 取 県 庁　 会 議 室

10.22 鳥取県高等学校就職問題検討会議 鳥 取 県 庁　 議 会 棟

11.　5 鳥取県中小企業団体中央会　創立70周年記念式典 ホテルニューオータニ鳥取
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11.18 山陰近畿自動車道決起大会 衆 議 院 会 館

11.27 島根銀行創業110周年記念講演会・祝賀会 ホ テ ル 一 畑

12.　1 鳥取県職業能力開発協会臨時理事会・総会 ホテルニューオータニ鳥取

8.　1.　9 鳥取県中小企業団体中央会新年祝賀会 ホテルニューオータニ鳥取

1.18 鳥取県勤労者美術展表彰式及び開会式 とりぎん文化会館

1.21 新鳥取駅前地区商店街振興組合　新年互礼会 新鳥取駅前地区商店街振興組合

1.26 第５回鳥取駅周辺再整備に係る四者連携協議会 鳥 取 市 役 所

1.27 鳥取市・鳥取商工会議所定期懇談会 鳥 取 市 役 所

2.　2 鳥取県版政労使会議 鳥 取 県 庁

2.　9 鳥取県経営者協会と連合鳥取との意見交換会 鳥取ワシントンホテルプラザ

2.12 久松会 山陰合同銀行鳥取営業本部

2.18 とっとり産業クラスターの形成に向けた情報連絡会議 と りぎん文化会館

2.26 市町村振興協会　評議員会 鳥 取 市 役 所

3.11 第６回鳥取駅周辺再整備に係る四者連携協議会 鳥 取 市 役 所

3.11 防衛協会入隊・入校予定者激励会 さ ざ ん か 会 館

3.19 鳥取県高等学校就職問題検討会議 鳥 取 県　 議 会 棟

3.20 鳥取市公設地方卸売市場　竣工式 鳥取市公設地方卸売市場

3.24 鳥取県職業能力開発協会第３回理事会 ホテルニューオータニ鳥取

3.26 中心市街地活性化協議会臨時総会 パレットとっとり市民交流ホール

3.30 地域産業成長プラン（産業クラスター）策定に向けた経済関係団体との情報連絡会議 鳥 取 県 庁

年月日 名　　　　　　　称 派遣内容

7.　4.17 日商常議員会・議員総会 会 頭、 専 務 理 事

4.21 第１回中国地域発展推進会議幹事会 専 務 理 事

5.28 中経連　第１回中国地域 発展推進会議 会 頭、 専 務 理 事

6.　6 中四国南北軸交流懇談会幹事会 職 員

6.　9 第179回中連幹事会 専 務 理 事

6.11 中経連定時総会、第２回理事会 会 頭、 専 務 理 事

6.13 日商 小規模事業者支援ワーキンググループ 職 員

6.19 日商常議員会 会 頭、 専 務 理 事

7.　3 中国地方商工会議所連合会総会 会 頭、 専 務 理 事

7.16 日商夏季政策懇談会 会 頭、 専 務 理 事

7.17 日商常議員会・議員総会 会 頭、 専 務 理 事

8.　5 中経連　中国地域発展推進会議第２回幹事会 専 務 理 事

9.　3 中経連　第２回中国地域 発展推進会議 会 頭、 専 務 理 事

9.　4 中連会議（日商議員選挙、県連幹事長会・専務理事会議） 専 務 理 事

　　　④　視察団・

　　　　　調査団等

　　　ａ　派　　遣

　　　　　（参　加）
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　　　ｂ　来　　訪

9.17 日商常議員会・議員総会 会 頭、 専 務 理 事

9.18 日商通常会員総会 会 頭、 専 務 理 事

10.15 日商運営専門委員会 専 務 理 事

10.16 日商常議員会 会 頭、 専 務 理 事

10.16 西日本経済協議会 会 頭、 専 務 理 事
11.17 中四国南北軸交流懇談会 会頭、専務理事、職員
11.20 日商常議員会・会員総会 会 頭、 専 務 理 事
11.27 中国ブロック商工会議所中小企業相談所長会議 職 員

12.　3 日商小林会頭と経営指導員との意見交換会 職 員

12.11 中国地方商工会議所専務理事会 専 務 理 事

〜 12

12.18 日商常議員会 会 頭、 専 務 理 事

1.15 日商常議員会 会 頭、 専 務 理 事

1.29 中経連　鳥取・島根地区会員懇談会 会 頭、 専 務 理 事

2.12 中連事務局長会議 職 員

2.19 日商常議員会 専 務 理 事

2.19 中国地方経済懇談会 会 頭

3.19 日商常議員会・議員総会・通常会員総会 会 頭、 専 務 理 事

年月日 来　　　訪　　　者

7.　4.　9 中国財務局　鳥取財務事務所

4.10 鳥取県　中原統轄官　就任あいさつ

4.16 鳥取県警　本部長　就任あいさつ

6.12 ＪＲ西日本　支社長交替あいさつ

6.24 深澤市長　新規高等学校卒業予定者の求人要請

7.　7 衆議院議員選挙における便宜供与依頼

7.29 中国農政局長、局次長　異動あいさつ

7.31 中国経済産業局長　あいさつ

8.　1 鳥取県信用保証協会　あいさつ

8.19 在福岡タイ王国総領事館　来所あいさつ

9.　2 平井知事　障がい者雇用推進に係る要請

9.25 鳥取税務署長　来所あいさつ

11.18 中国地域ニュービジネス協議会専務理事来所

11.19 米子商工会議所　来所あいさつ

11.19 山下労働局長　過重労働に関する要請

12.　2 鳥取裁判所長転出　あいさつ

12.26 鳥取市長　年末あいさつ
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　　　⑤　商工観光

　　　　　振興事業

　　　⑥　後援・共催

　　　　　事　　業

8.　1.　6 鳥取県文化振興財団新年あいさつ

1.　6 島根銀行新年あいさつ

2.　3 選挙に係る便宜供与の要請

2.　4 障がい者雇用にかかる要請

3.16 体験的学習活動等休業日（やってみよう！でー（day））要請

年月日 名　　　　　　　称 派遣内容

7.　5.27 しゃんしゃん祭振興会　総会 職 員

7.　2 鳥取県観光みやげ品協議会通常総会 専 務 理 事

7.　8 山陰海岸ジオパーク理解促進フォーラム実行委員会設立総会 職 員

7.12 鳥取城跡清掃ボランティア事業『鳥取城跡おそうじ隊』 職 員

7.18 兵庫県但馬・鳥取県東部地域の交通・観光連携協議会/総会 職 員

8.　5 鳥取砂丘イリュージョン2025総会 職 員

10.21 山陰海岸ジオパークフォーラム 職 員

年月日 名　　　　　　　称 派遣内容

7.　4.15 第61回鳥取しゃんしゃん祭の協賛 鳥取しゃんしゃん祭振興会

4.11 鳥取県立美術館開館にかかる協賛広告 ㈱新日本海新聞社

4.16 中小企業に関する全国一斉法律相談会「ひまわりほっと法律相談会」 鳥 取 県 弁 護 士 会

4.28 映画「みんなのデフリンピック」上映会　名義後援 鳥取県東部手話サークル連絡協議会

5.　7 「青い鳥コンサート2025」名義後援 青い鳥コンサート実行委員会

5.16 本通商店街土曜夜市開催にかかる協賛 鳥取本通商店街振興組合

5.15 ブックフィルムフェスティバル2026 （一社）ブックフィルムフェスティバル

5.21 ガイナーレ鳥取サマーフェス　協賛 ㈱ Ｓ Ｃ 鳥 取

6.26 「旬刊政経レポート暑中特集号」広告協賛 ㈱山陰政経研究所

7.　2 令和７年度　夢・実現！スタートアップ創業勉強会　名義後援 鳥 取 県 立 図 書 館

7.24 助成金セミナー あいおいニッセイ同和損害保険㈱

7.29 鳥取城北高校甲子園出場の応援広告 ㈱新日本海新聞社

7.30 鳥取城北高校野球部甲子園応援番組　広告協賛ＣＭ 日本海テレビジョン放送㈱

7.30 鳥取城北高校野球部甲子園応援番組　広告協賛ＣＭ ㈱山陰放送　鳥取支社

9.　2 鳥取城跡と池田家墓地特集にかかる　協賛広告 ㈱新日本海新聞社

9.29 幸せを呼ぶ霊獣・麒麟が舞う大地「因幡・但馬」日本遺産認定継続 ㈱ 新 日本海新聞社

10.24 バドミントンＳ/Ｊリーグ2025鳥取大会協賛 鳥取県バドミントン協会

11.14 「旬刊政経レポート新春特別号」広告掲載 ㈱山陰政経研究所
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　　　⑦　その他特

　　　　　筆 事 項

　　⑻　技術技能の

　　　　普 及 検 定

　　　①　検　　定

　　　ａ　珠　　算

　　　ｂ　簿　　記

11.18 新春特集「鳥取商工会議所ごあいさつ」 ㈱新日本海新聞社

11.18 島根スサノオマジック鳥取市開催試合への協賛広告 ㈱バンダイナムコ島根スサノオマジック

11.25 令和8年新年広告 ㈱山陰中央新報社

11.25 読売新聞　年賀広告 ㈱ よ み れ ん 鳥 取

12.　8 鳥取市中心市街地活性化　未来を見据える鳥取市の姿 ㈱ 新日本海新聞社

12.16 第65回麒麟のまち鳥取市美術展の協賛 鳥取市美術展運営委員会
8.　1.29 学びが誰かを救う生成ＡＩ １Ｄａｙ講座　名義後援 ㈱ T Y A K

2.　4 星取県KARAOKE/音楽フェスティバル　名義後援 ㈱88エンタテイメント

2.　4 石破 茂 氏 衆議院選挙当選祝賀広告 ㈱新日本海新聞社

2.25 五臓圓ビルリニューアル15周年記念事業　名義後援 街づくり㈱いちろく

2.25 鳥取県立美術館開館１周年特集　広告協賛 ㈱新日本海新聞社

3.　4 桜のライトアップ・ぼんぼり　広告協賛 （一社）鳥取市観光コンベンション協会

3.　9 2026年鳥取理美容学校祭＆ふるさとマルシェ 鳥取県立理美容専門学校

3.13 ＮＰＯ法人Ｃｈｅｅｒｆｕｌ　広告協賛 特定非営利活動法人Ｃｈｅｅｒｆｕｌ鳥取

回　次 実施年月日 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合計

第234回 7.　6.22
受験 18 9 14 5 5 17 68
合格 4 1 2 2 2 3 14

第235回 7.10.26
受験 16 10 13 5 5 18 67
合格 8 3 5 3 3 7 29

第236回 8.　2.　8
受験 17 6 8 4 9 15 59
合格 6 3 1 3 7 5 25

合　計
受験 51 25 35 14 19 50 194
合格 18 7 8 8 12 15 68

回　次 実施年月日 １　級 ２　級 ３　級 合計

第170回 7.　6.　8
受験 16 17 54 87
合格 0 4 26 30

第171回 7.11.16
受験 15 15 44 74
合格 2 3 17 22

第172回 8.　2.22
受験 － 20 45 65
合格 － 2 14 16

団体試験
環境大学 7.　7.　5

受験 － 13 45 58
合格 － 4 9 13

団体試験
鳥取銀行 7.11.19

受験 － － 19 19
合格 － － 0 0

団体試験
環境大学 7.12.24

受験 － 11 39 50
合格 － 1 16 17

合　計
受験 31 76 246 353
合格 2 14 82 98
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　　　ｃ　福祉住環

　　　　　境コーディ

　　　　　ネーター

　　　　　（IBT･CBT）

　　　ｄ　環境社会

　　　　　 （eco）

　　　　　（IBT･CBT）

　

　　　
ｅ　ビジネス

　　　　　マネジャー

　　　　　（IBT･CBT）

　　　
ｆ　カ ラ ー

　　　　　コーディ

　　　　　ネーター

　　　　　（IBT･CBT）

　　　
ｇ　ビジネス

　　　　　実務法務

　　　　　（IBT･CBT）

回　次 実施年月日 １　級 ２　級 ３　級 合計

第54回 第１シーズン
受験 － 3 5 8

合格 － 1 4 5

第55回 第２シーズン
受験 0 4 1 5

合格 0 1 0 1

合　計
受験 0 9 6 15

合格 0 2 4 6

回　次 実施年月日 人　数

第38回 第１シーズン
受　験 10

合　格 3

第39回 第２シーズン
受　験 13

合　格 11

合　計
受　験 23

合　格 14

回　次 実施年月日 人　数

第19回 第１シーズン
受　験 15

合　格 11

第20回 第２シーズン
受　験 13

合　格 7

合　計
受　験 28

合　格 18

回　次 実施年月日 アドバンス スタンダード 合計

第58回 第１シーズン
受　験 1 3 4

合　格 0 2 2

第59回 第２シーズン
受　験 1 3 4

合　格 1 1 2

合　計
受　験 2 6 8

合　格 1 3 4

回　次 実施年月日 １　級 ２　級 ３　級 合計

第57回 第１シーズン
受　験 － 3 6 9

合　格 － 0 3 3

第58回 第２シーズン
受　験 0 3 2 5

合　格 0 1 2 3

合　計
受　験 0 6 8 14

合　格 0 1 5 6
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　　　ｈ　ネット検定 試験科目 実施回数 合　計

簿 記 ２ 級 64回
受　験 64 64

合　格 29 29

簿 記 ３ 級 191回
受　験 191 191

合　格 99 99

簿 記 初 級 ３回
受　験 3 3

合　格 2 2

原 価 計 算
初 級

０回
受　験 0 0

合　格 0 0

リテールマーケティング
（販売士）
１ 級

０回
受　験 0 0

合　格 0 0

リテールマーケティング
（販売士）
２ 級

３回
受　験 3 3

合　格 1 1

リテールマーケティング
（販売士）
３ 級

４回
受　験 4 4

合　格 2 2

試験科目 実施回数 ENTRY BASIC STANDARD EXPERT 合　計

プログラミ
ン グ 検 定

０回
受　験 0 0 0 0 0

合　格 0 0 0 0 0

キータッチ
2 0 0 0
テ ス ト

０回
受　験 0 0

合　格 0 0

ビ ジ ネ ス
キーボード

０回
受　験 0 0

合　格 0 0

試験科目 実施回数 ２　級 ３　級 合　計

電 子 会 計
実 務 検 定

３回
受　験 1 2 3

合　格 1 2 3

ビ ジ ネ ス
英 語 検 定
（スコア制）

０回 受　験 0 0

試験科目 実施回数 ２　級 ３　級 ベーシック 合　計

Ｐ Ｃ 検 定
（文書作成）

19回
受　験 0 5 14 19

合　格 0 5 13 18

Ｐ Ｃ 検 定
（データ活用）

19回
受　験 0 2 17 19

合　格 0 2 12 14

Ｐ Ｃ 検 定
（プレゼン
資料作成）

１回
受　験 0 1 － 1

合　格 0 1 － 1
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　　⑼　経 営 改 善

　　　　普 及 事 業

　　　①　巡回窓口

　　　　　創業支援

　　　②　講習会等

　　　　　の開催に

　　　　　よる支援

区　　分

対
象
企
業
数

経
営
革
新

経
営
一
般

情

報

化

金

融

税

務

労

働

取

引

環
境
対
策

そ

の

他

計

企業 件 件 件 件 件 件 件 件 件 件

経

営
　
支
　
援
　
専
　
門
　
員
　
の
　
支
　
援
　
件
　
数

巡
　 

回
　 

支
　 

援

製 造 業 71 1 48 0 73 0 5 10 0 32 169

建 設 業 241 2 91 0 257 3 20 3 0 124 500

小 売 業 151 1 114 0 156 1 19 12 0 55 358

卸 売 業 41 0 26 0 45 0 0 5 0 36 112

サービス業 283 3 140 0 292 5 13 6 0 193 652

そ の 他 27 0 15 0 39 0 2 2 0 39 97

小規模以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 814 7 434 0 862 9 59 38 0 479 1,888

窓
　 
口
　 

支
　 

援

製 造 業 101 5 123 0 209 3 18 10 0 1 369

建 設 業 300 2 259 2 758 9 162 0 1 1 1,194

小 売 業 194 0 250 1 439 25 85 6 0 4 810

卸 売 業 56 1 56 3 148 3 11 4 0 0 226

サービス業 447 1 379 0 841 47 66 6 0 11 1,351

そ の 他 47 0 172 1 128 4 13 8 0 1 327

小規模以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 1,145 9 1,239 7 2,523 91 355 34 1 18 4,277

創 

業 

支 

援

巡回支援 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

窓口支援 119 0 82 0 54 0 0 0 0 0 136

計 119 0 82 0 54 0 0 0 0 0 136

創 業 に
至った件数 82 0 82 0 54 0 0 0 0 0 136

区　　分
経
営
革
新

経
営
一
般

情
報
化

金

融

税

務

労

働

取

引

環
境
対
策

そ
の
他

計

講
習
会
等
の
開
催

に
よ
る
支
援
件
数

集団
支援

回数 0 19 0 12 0 2 1 0 0 34

人数 0 350 0 23 0 113 4 0 0 490

個別
支援

回数 0 12 0 23 7 0 3 0 0 45

人数 0 8 0 23 71 0 20 0 0 122
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　　　③　金　　融

　　　　　斡　　旋

　　　④　事務代行

　　　⑤　法律認定

　　　　　企 業 等

　　　⑥　青年部・

　　　　　女 性 会

　　　　　指導及び

　　　　　活動推進

　　　　　事　　業

事務の代行

法律認定企業等

雇用創出

◇青年部

斡旋件数 貸付件数 斡旋総額 　� （千円） 貸付総額 　� （千円）

金
　
　
融
　
　
の
　
　
斡
　
　
旋

日
本
政
策
金
融
公
庫
国
民
生
活
事
業

一 般・ 特 別 2 2 24,000 24,000

マ ル 経 23 23 209,200 209,200

環境改善資金等 0 0 0 0

新 創 業 融 資 9 9 43,700 43,700

計 34 34 276,900 276,900

そ
　
　
の
　
　
他

県 制 度 融 資 763 763 16,672,165 16,672,165

市町村制度融資 4 4 11,500 11,500

商工貯蓄共済 0 0 0 0

その他金融機関 0 0 0 0

計 767 767 16,683,665 16,683,665

合　　計 548 801 801 801

事
務
の
代
行

労働保険等
事 業 所 数 従 業 員 数

153 1,252

各 種 共 済
加 入 者 数

小規模共済 倒産防止共済 中退金共済 商工貯蓄共済 そ の 他

269 162 － － －

法 律 認 定
企 業 等

中小企業新事業活動促進法
旧中小企業経営革新
支援法に係るもの

旧中小企業創造活動
促進法に係るもの

旧新事業創出促進法
に 係 る も の

指導回数 認定企業数 指導回数 認定企業数 指導回数 認定企業数

－ － － － － －

雇用創出数
経営革新 創　　業 そ の 他 計

7 94 0 101

青年部の指導
延　回　数 延　人　数

88 2,818

青　 年　 部

活動推進事業

研修会等 地域振興 奉仕活動 そ　の　他

回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数

43 1,778 7 231 7 231 4 33
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◇女性会

倒産防止特別相談事業

経営指導員の調査研究

経営カルテ数（Ｒ８．３．31現在）　3,126 社

　　　⑦　倒産防止

　　　　　特別相談

　　　　　事　　業

　　　⑧　経　　営

　　　　　指導員の

　　　　　調査研究

　　　⑨　経　　営

　　　　　カルテの

　　　　　保管状況

女性会の指導
延　回　数 延　人　数

37 399

女　 性　 会

活動推進事業

研修会等 地域振興 奉仕活動 そ　の　他

回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数 回 数 人 数

10 137 1 7 1 21 － －

倒産防止特別相談事業の実施内容

倒産防止特別相談事業の指導内容

　⑴　金 融 斡 旋 0件

　⑵　遊休資産の処分 0件

　⑶　事 業 転 換 0件

　⑷　売上・経費面の指導・助言 0件

　⑸　金融・資産調達面の指導・助言 0件

　⑹　経営・再建計画等の作成指導・助言 0件

　⑺　事業の整理・縮小・廃業 0件

　⑻　社内外の係争や債権回収に関する対応策の指導・助言 3件

　⑼　そ　の　他 0件

� 合　計 3件

経営指導員の調査研究の実施内容

（図書購入）

・『中小企業白書／小規模企業白書（上巻 ･下巻）』 1件

・『販売士ハンドブック』 1件

・『確定申告の手引き』 1件

・『消費税の実務と申告』 1件

・『ＴＳＲ情報』 24件
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作　成（訂正・追加）　令和７年４月１日～９月30日

登  録  者  数　　1,594名

　　　　　　　　法規に基づき管理・運用につとめた。

会員台帳作成　　　　　令和７年４月１日～令和８年３月31日

登 録 会 員 数　　2,191名

2,207.51㎡（668 坪）　　　1,899.09㎡（575 坪）

 （但し、県信用保証協会分337㎡を含む）

鉄骨造　地上５階　延4,501.22㎡　平成20年12月10日竣工

　①　本　館　延4,501.22㎡　平成20年12月10日竣工

　　　　　　　 （３階：770.49㎡は鳥取県信用保証協会区分所有）

　　　１　階　889.57㎡

　　　２　階　894.61㎡

　　　３　階　894.61㎡

　　　４　階　894.61㎡

　　　５　階　894.61㎡

　　　ＰＨ階　33.21㎡

　②　倉庫　　 79.2㎡

　③　守衛室　 9.92㎡

　　　総合計　4,590.34㎡

展示ショールーム、商工組合中央金庫鳥取支店、

カジュアルレストランGEM、鳥取本町郵便局、

鳥取県鍼灸マッサージ師会、鳥取市中小企業勤労

者福祉サービスセンター

鳥取県遺族会、鳥取法人会、鳥取県法人会連合会、

鳥取県暴力追放センター、鳥取県測量設計業協会、

日本経済新聞社鳥取支局、ＪＴＡグループ鳥取事

務所、アクサ生命保険山陰支社鳥取営業所、いな

ば総合法律事務所、鳥取県不動産鑑定士協会、鳥

取商工会議所パソコン教室

鳥取県信用保証協会（区分所有）

商工会議所、商工会議所第３会議室、中国税理士

会鳥取県支部、前田剛税理士事務所、国民政治協

会鳥取支部、鳥取県電器商業組合、鳥取県経営者

協会、鳥取商工振興協会、マーブルモード

いなば総合法律事務所、山陰放送鳥取支社、大会

議室、中会議室、第１会議室、第２会議室

駐車場内

　８．登　　　　録

　　⑴　法 定 台 帳

　　⑵　任 意 台 帳

　９．会　 館　 ・

　　　事  務  所  等

　　ア　会館の状況

　　　⑴　土　　地

　　　⑵　建　　物
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○商工会議所使用部分

　１　階　展示スペース� 50.16㎡

　２　階　創業準備オフィス⑶� 16.48㎡

　４　階　事務室� 224.38㎡

　　〃　　特別応接室� 47.10㎡

　　〃　　会頭室� 39.57㎡

　　〃　　専務室� 26.72㎡

　　〃　　第３会議室� 22.17㎡

　　〃　　第４会議室� 39.50㎡

　　〃　　書庫・倉庫� 25.71㎡

　　〃　　応接室� 17.85㎡

　　〃　　相談室⑴⑵� 13.26㎡

　　〃　　印刷室� 12.78㎡

　　〃　　倉庫� 4.72㎡

　５　階　大会議室（分割使用可能）� 261.66㎡

　　〃　　中会議室� 71.32㎡

　　〃　　第１会議室� 25.00㎡

　　〃　　第２会議室� 26.25㎡

　　〃　　倉庫� 40.60㎡

　ＰＨ階　倉庫� 10.75㎡

○貸室状況

　１　階　商工組合中央金庫鳥取支店� 220.67㎡

　　〃　　カジュアルレストランGEM� 93.92㎡

　　〃　　鳥取本町郵便局� 136.79㎡

　　〃　　鳥取県鍼灸マッサージ師会� 16.11㎡

　　〃　　鳥取市中小企業勤労者福祉サービスセンター� 68.64㎡

　２　階　鳥取県遺族会� 23.75㎡

　　〃　　いなば総合法律事務所� 15.75㎡

　　〃　　鳥取法人会、鳥取県法人会連合会� 81.36㎡

　　〃　　鳥取県暴力追放センター� 44.24㎡

　　〃　　鳥取県測量設計業協会� 35.22㎡

　　〃　　日本経済新聞社鳥取支局� 117.73㎡

　　〃　　ＪＴＡGroup鳥取事務所� 81.05㎡

　　〃　　アクサ生命保険山陰支社鳥取営業所� 191.85㎡

　　〃　　鳥取県不動産鑑定士協会� 19.87㎡

　　〃　　創業オフィス⑶� 16.48㎡

　　〃　　鳥取商工会議所パソコン教室� 54.78㎡
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　４　階　中国税理士会鳥取支部� 21.75㎡

　　〃　　前田剛税理士事務所� 32.00㎡

　　〃　　国民政治協会鳥取県支部� 15.50㎡

　　〃　　鳥取県電器商業組合� 15.50㎡

　　〃　　鳥取県経営者協会� 46.94㎡

　　〃　　鳥取商工振興協会� 27.80㎡

　　〃　　マーブルモード� 14.05㎡

　５　階　いなば総合法律事務所� 85.59㎡

　　〃　　山陰放送鳥取支社� 139.05㎡



令 和 ７ 年 度

収　支　決　算　書

収支決算書総括表

一般会計収支決算書

中小企業相談所特別会計収支決算書

中心市街地活性化対策特別会計収支決算書

法定台帳関係特別会計収支決算書

共済事業特別会計収支決算書

会館運営特別会計収支決算書

労働保険事務組合特別会計収支決算書

退職給与資金特別会計収支決算書

財政調整資金積立金特別会計収支決算書

貸借対照表

付属明細表

財産目録

監査意見書

鳥 取 商 工 会 議 所
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　令和７年度収支決算書総括表　
令和７年 4 月１日から

令和８年 3月31日まで

（単位：円）

会　計　別 繰 越 金 収　　入 支　　出 収支残高 繰入金
（支出は△）

差　　引
収支残高

一 般 会 計 46,401,717 111,129,919 88,579,298 68,952,338
17,473,584

45,536,847
△�40,889,075

中小企業相談所
特 別 会 計 0 179,897,879 182,788,335 △� 2,890,456

9,332,119
0

△� 6,441,663

中心市街地活性化
対 策 特 別 会 計 0 13,526,688 16,884,248 △� 3,357,560 3,357,560 0

法 定 台 帳 関 係
特 別 会 計 0 2,811,259 3,066,705 △� 255,446 255,446 0

共済事業特別会計 0 331,100,217 317,064,622 14,035,595 △�14,035,595 0

会館運営特別会計 0 78,183,269 104,892,719 △�26,709,450
27,268,950

0
△� 559,500

労働保険事務組合
特 別 会 計 0 5,583,123 505,784 5,077,339 △� 5,077,339 0

退 職 給 与 資 金
特 別 会 計 92,019,474 125,434 4,058,400 88,086,508 9,315,513 97,402,021

財 政 調 整 資 金
積立金特別会計 177,745,295 127,513 0 177,872,808 0 177,872,808

合　　計 316,166,486 722,485,301 717,840,111 320,811,676 0 320,811,676
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　令和７年度一般会計収支決算書　
令和７年 4 月１日から
令和８年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．会　　　費 58,093,500 59,978,000 △� 1,884,500

1. 会 費 47,264,900 49,018,000 △� 1,753,100 会費年額

　最初の１口� 10,000円

　２口目以降の１口� 3,000円

（所報購読料月1部80円を含む）

2. 特 別 会 費 7,582,300 7,670,000 △� 87,700 役員・議員特別会費

3. 議員選挙負担金 3,240,000 3,240,000 0 第44期議員選挙負担金

4. 過 年 度 収 入 6,300 50,000 △� 43,700 電子証明書取次手数料

2．事 業 収 入 48,659,494 45,335,000 3,324,494

1. 検定事業収入 3,456,907 3,878,000 △� 421,093 商工技術検定料

2. 広告事業収入 2,686,200 2,345,000 341,200 所報協賛広告料、新年名刺交換料

3. 事務代行手数料 224,430 263,000 △� 38,570 容器包装リサイクル業務委託料、調査手数料

4. 証 明 手 数 料 245,520 293,000 △� 47,480 貿易関係証明料

5. 機器運用手数料 1,667,227 1,418,000 249,227 事務機器使用料

6. 参 加 料 収 入 6,046,500 5,826,000 220,500 部会、委員会活動参加料他

7. ＰＣ講座事業収入 13,022,700 12,450,000 572,700 パソコン講座受講料

8. 青年部事業収入 18,064,571 16,487,000 1,577,571

9. 女性会事業収入 3,245,439 2,375,000 870,439

3．交　付　金 2,122,742 2,114,000 8,742

1. 補 助 金 0 0 0

2. 委 託 費 2,122,742 2,114,000 8,742 各種団体事務委託料

4．雑　収　入 2,254,183 2,016,000 238,183

1. 預 金 利 息 215,326 20,000 195,326 普通預金利息

2. 雑 収 入 2,038,857 1,996,000 42,857 株式配当金ほか

5．繰　入　金 17,473,584 15,131,000 2,342,584
1. 中小企業相談所
特別会計繰入金 0 10,000 △� 10,000

2. 労働保険事務組合
特別会計繰入金 5,077,339 4,544,000 533,339

3. 共済事業特別会計
繰 入 金 12,396,245 10,557,000 1,839,245

4. 会館運営特別会計
繰 入 金 0 10,000 △� 10,000

5. 財政調整資金積立金
特 別 会 計 繰 入 金 0 10,000 △� 10,000

6. 法定台帳関係
特別会計繰入金 0 0 0

6．繰　越　金 46,401,717 38,910,000 7,491,717

1. 繰 越 金 46,401,717 38,910,000 7,491,717 前年度繰越金

合　　　　　　　　計 175,005,220 163,484,000 11,521,220
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款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．事　業　費 64,392,418 64,130,000 262,418

1. 調 査 広 報 費 6,933,295 6,755,000 178,295 所報発行費、日商情報広報
費、調査関係費

2. 活 動 促 進 費 16,269,243 18,179,000 △� 1,909,757 部会及び委員会活動費、女性会、青年
部助成費、鳥取商工振興協会補助金

3. 地域振興対策費 2,141,940 2,268,000 △� 126,060 県連事業関係費、交通網整
備促進費

4. 商 工 振 興 費 671,840 1,077,000 △� 405,160 各種商工振興費

5. 情 報 化 推 進
事 業 費

2,384,235 2,778,000 △� 393,765 業務支援システム関連費、
タブレット端末購入費ほか

6. 検 定 事 業 費 1,615,420 1,891,000 △� 275,580 商工技術検定事業費

7. 表 彰 費 1,513,245 1,320,000 193,245 優良従業員表彰費、役員・議
員表彰費

8. ＰＣ事業委託費 11,553,190 11,000,000 553,190 パソコン講座業務委託手数料

9. 青年部事業費 18,064,571 16,487,000 1,577,571

10. 女性会事業費 3,245,439 2,375,000 870,439

2．管　理　費 24,186,880 30,550,000 △� 6,363,120

1. 俸 給 5,400,000 5,400,000 0 役職員本俸１名分

2. 諸 手 当 477,241 651,000 △� 173,759 役職員諸手当１名分

3. 賞 与 1,018,125 1,957,000 △� 938,875 役職員期末手当１名分

4. 福 利 厚 生 費 489,734 1,568,000 △� 1,078,266 法定福利費ほか

5. 旅 費 交 通 費 1,197,796 2,386,000 △� 1,188,204 諸会議出席旅費ほか

6. 通 信 運 搬 費 606,517 735,000 △� 128,483 電話、ファクシミリ、郵券料

7. 什 器 備 品 費 7,513 420,000 △� 412,487 事務用備品代

8. 消 耗 品 費 903,178 999,000 △� 95,822 事務用消耗品代

9. 図 書 費 359,350 390,000 △� 30,650 図書、新聞代ほか

10. 印 刷 費 611,820 820,000 △� 208,180 決算書、封筒印刷代ほか

11. 水 道 光 熱 費 240,339 325,000 △�  84,661 電気、ガス代

12. 共 益 費 67,443 132,000 △� 64,557 事務室等共益費

13. 事 務 諸 費 1,556,051 1,527,000 29,051 広告費、振込手数料ほか

14. 車 両 関 係 費 102,751 414,000 △� 311,249 公用車維持管理費

15. 会 議 費 2,705,257 2,968,000 △� 262,743 議員総会、常議員会開催費ほか

16. 渉 外 費 404,521 816,000 △� 411,479 慶弔関係費ほか

17. 公 課 2,488,582 3,470,000 △� 981,418 消費税ほか

18. 分 担 金 2,244,640 2,332,000 △� 87,360 日商会費ほか

19. 選 挙 事 務 費 3,306,022 3,240,000 66,022 議員選挙関係費

支　出　の　部� （単位：円）



－ 88－

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

3．繰　出　金 40,889,075 37,633,000 3,256,075

1. 中小企業相談所
特別会計繰出金

9,332,119 9,173,000 159,119

2. 中心市街地活性化対策
特 別 会 計 繰 出 金

3,357,560 3,630,000 △� 272,440

3. 法定台帳関係
特別会計繰出金

255,446 536,000 △� 280,554

4. 共済事業特別会計
繰 出 金

0 1,000 △� 1,000

5. 会館運営特別会計
繰 出 金

27,268,950 23,608,000 3,660,950

6. 退職給与資金
特別会計繰出金

675,000 675,000 0

7. 財政調整資金積立金
特 別 会 計 繰 出 金

0 10,000 △� 10,000

4．そ の 他 の
支　　　出

0 5,000 △� 5,000

1. 過 年 度 支 出 0 5,000 △� 5,000

5．予　備　費 0 31,166,000 △� 31,166,000

1. 予 備 費 0 31,166,000 △� 31,166,000

支　　 出　　 合　　 計 129,468,373 163,484,000 △� 34,015,627

収　支　剰　余　金 45,536,847 0 45,536,847 次年度へ繰越

合　　　　　　　　計 175,005,220 163,484,000 11,521,220
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　令和７年度中小企業相談所特別会計収支決算書　
令和７年 4 月１日から
令和８年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．交　付　金 174,720,414 174,567,000 153,414

1. 交 付 金 91,598,000 90,947,000 651,000 鳥取県小規模事業者等経営
支援交付金

2. 補 助 金 69,251,600 69,895,000 △� 643,400 産業未来共創間接補助金ほか

3. 委 託 料 13,870,814 13,725,000 145,814 鳥取市制度融資委託料ほか

2．事 業 収 入 4,621,850 3,470,000 1,151,850

1. 参 加 料 収 入 4,123,000 2,949,000 1,174,000 ビジネススクール受講料他

2. 手 数 料 収 入 498,850 521,000 △� 22,150 確定申告相談室税務支援手数料

3．雑　収　入 555,615 543,000 12,615

1. 雑 収 入 555,615 543,000 12,615 小規模企業共済事務手数料ほか

4．繰　入　金 9,332,119 9,173,000 159,119

1. 一般会計繰入金 9,332,119 9,173,000 159,119

合　　　　　　　　計 189,229,998 187,753,000 1,476,998

支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．事　業　費 87,960,869 87,345,000 615,869

1. 講習会開催費 7,930,400 6,575,000 1,355,400 創業塾・ビジネススクール開催費

2. 金 融 指 導 費 603,224 654,000 △� 50,776 金融相談会開催費ほか

3. 資質向上対策
事 業 費

721,120 385,000 336,120 経営支援専門員等研修費

4. 小規模事業者等
対 策 費

1,110,259 1,073,000 37,259 所報発行負担金ほか

5. 経営安定特別相談
事 業 費

150,700 251,000 △� 100,300 情報誌購読料ほか

6. 経営支援事業費 3,515,939 4,345,000 △� 829,061 専門家派遣謝金他

7. 農商工連携マッチング
事 業 費

6,409,627 6,266,000 143,627 農商工連携マッチング事業費

8. 県 産 業 未 来
応 援 事 業 費

67,519,600 67,796,000 △� 276,400 産業未来応援事業費



－ 90－

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

2．管　理　費 94,702,754 93,895,000 807,754

1. 棒 給 51,533,300 51,000,000 533,300 経営支援専門員等本俸
14名分

2. 諸 手 当 2,447,400 2,170,000 277,400 経営支援専門員等諸手当
14名分

3. 超過勤務手当 887,200 1,296,000 △� 408,800 経営支援専門員等超過勤務
手当

4. 賞 与 18,463,306 18,488,000 △� 24,694 経営支援専門員等期末手当
14名分

5. 福 利 厚 生 費 13,971,146 13,797,000 174,146 経営支援専門員等14名分
法定福利費ほか

6. 旅 費 交 通 費 852,350 838,000 14,350 研修・会議等旅費

7. 通 信 運 搬 費 408,418 458,000 △� 49,582 電話代、郵券代ほか

8. 什 器 備 品 費 234,300 50,000 184,300 プリンター購入代他

9. 消 耗 品 費 1,118,999 708,000 410,999 プリンター保守カウンター
料、文具代ほか

10. 修 繕 費 93,500 42,000 51,500 プリンター訪問修理契約代

11. 調 査 研 究 費 80,097 94,000 △� 13,903 参考図書代ほか

12. 協 議 会 費 217,210 202,000 15,210 各種会議費

13. 雑 費 33,220 40,000 △� 6,780 振込手数料ほか

14. 事務所管理費 4,362,308 4,712,000 △� 349,692 共益費、光熱費ほか

3．繰　出　金 6,566,375 6,513,000 53,375

1. 一般会計繰出金 0 10,000 △� 10,000

2. 退職給与資金
特別会計繰出金

6,441,663 6,375,000 66,663

3. 商工振興協会
繰 出 金

124,712 128,000 △� 3,288

合　　　　　　　　計 189,229,998 187,753,000 1,476,998
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支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．事　業　費 15,366,213 15,679,000 △� 312,787

1. イベント開催
事 業 費

711,351 700,000 11,351 市民交流ホール自主イベン
ト事業費ほか

2. 調査研究事業費 500,000 500,000 0 中心市街地活性化協議会調
査事業協力金

3. 市民交流ホール
運 営 費

14,154,862 14,479,000 △� 324,138 市民交流ホール維持管理
費、人件費３名分ほか

2．管　理　費 1,518,035 1,550,000 △� 31,965

1. その他管理費 1,518,035 1,550,000 △� 31,965 鳥取市中心市街地活性化協議
会運営協力金、振込手数料ほか

3．予　備　費 0 1,000 △� 1,000

1. 予 備 費 0 1,000 △� 1,000

合　　　　　　　　計 16,884,248 17,230,000 △� 345,752

　令和７年度中心市街地活性化対策特別会計収支決算書　
令和７年 4 月１日から
令和８年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．補　助　金 11,195,824 11,598,000 △� 402,176

1. 市 補 助 金 10,995,824 11,398,000 △� 402,176 市民交流ホール運営・利用
促進補助金

2. 活性化協議会
補 助 金

200,000 200,000 0 中心市街地活性化事業補助金

2．事 業 収 入 2,330,864 2,001,000 329,864

1. 事業実施主体者
負 担 金 収 入

0 1,000 △� 1,000

2. 市民交流ホール
使 用 料 収 入

2,330,864 2,000,000 330,864 市民交流ホール使用料収入

3．繰　入　金 3,357,560 3,630,000 △� 272,440

1. 一般会計繰入金 3,357,560 3,630,000 △� 272,440

4．雑　収　入 0 1,000 △� 1,000

1. 雑 収 入 0 1,000 △� 1,000

合　　　　　　　　計 16,884,248 17,230,000 △� 345,752
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　令和７年度法定台帳関係特別会計収支決算書　
令和７年 4 月１日から
令和８年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．負　担　金 2,802,000 2,570,000 232,000

1. 負 担 金 2,790,000 2,560,000 230,000 本年度負担金

2. 過年度負担金 12,000 10,000 2,000

2．繰　入　金 255,446 536,000 △� 280,554

1. 一般会計繰入金 255,446 536,000 △� 280,554

3．雑　収　入 9,259 1,000 8,259

1. 預 金 利 息 9,259 1,000 8,259 普通預金利息

合　　　　　　　　計 3,066,705 3,107,000 △� 40,295

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．事　業　費 626,727 737,000 △� 110,273

1. 印 刷 費 88,244 85,000 3,244 封筒ほか印刷代

2. 通 信 運 搬 費 373,683 487,000 △� 113,317 郵送料、電話料

3. 旅 費 交 通 費 76,800 77,000 △� 200 ガソリン代

4. 広 報 費 88,000 88,000 0 所報発行負担金

2．管　理　費 2,439,978 2,370,000 69,978

1. 俸 給 2,262,798 2,160,000 102,798 人材派遣料

2. 諸 手 当 0 0 0

3. 賞 与 0 0 0

4. 福 利 厚 生 費 0 0 0

5. 共 益 費 67,443 112,000 △� 44,557

6. 事 務 諸 費 109,737 98,000 11,737 口座振替手数料ほか

3．繰　出　金 0 0 0

1. 一般会計操出金 0 0 0

合　　　　　　　　計 3,066,705 3,107,000 △� 40,295
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　令和７年度共済事業特別会計収支決算書　
令和７年 4 月１日から
令和８年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．取扱手数料 39,472,683 38,299,000 1,173,683

1. 生 命 共 済 34,380,335 33,295,000 1,085,335 わかとり共済、業務災害補
償プランほか

2. 経営者年金共済 47,298 58,000 △� 10,702 経営者年金共済、個人年金

3. 特定退職金共済 5,045,050 4,946,000 99,050 特定退職金共済

2．共 済 事 業
掛 金 収 入

95,855,950 93,982,000 1,873,950

1. 特 定 退 職 金
共 済 掛 金

95,855,950 93,982,000 1,873,950 特定退職金共済掛金収入

3．企 業 年 金
契約給付金
受　　　入

195,657,915 180,660,000 14,997,915

1. 特 定 退 職 金
共済給付金受入

195,657,915 180,660,000 14,997,915

4．繰　入　金 0 1,000 △� 1,000

1. 一般会計繰入金 0 1,000 △� 1,000

6．雑　収　入 113,669 11,000 102,669

1. 預 金 利 息 60,897 1,000 59,897 普通預金利息

2. 雑 収 入 52,772 10,000 42,772 配当金ほか

合　　　　　　　　計 331,100,217 312,953,000 18,147,217
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支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．事　業　費 642,147 884,000 △� 241,853

1. 事 業 推 進 費 642,147 884,000 △� 241,853 口振手数料ほか

2．企 業 年 金
契約給付金

195,657,915 180,660,000 14,997,915

1. 特 定 退 職 金
共 済 給 付 金

195,657,915 180,660,000 14,997,915

3．給　付　金 1,100,000 1,775,000 △� 675,000

1. 見 舞 給 付 金 1,100,000 1,765,000 △� 665,000 わかとり共済見舞金、祝金

2. その他給付金 0 10,000 △� 10,000

4．管　理　費 23,808,610 23,310,000 498,610

1. 俸 給 13,114,800 12,934,000 180,800 職員本俸３名分

2. 諸 手 当 850,617 790,000 60,617 職員諸手当３名分

3. 賞 与 4,825,259 4,597,000 228,259 職員期末手当３名分

4. 福 利 厚 生 費 3,586,269 3,502,000 84,269 法定福利費ほか

5. 旅 費 交 通 費 373,608 316,000 57,608 公用車ガソリン代ほか

6. 通 信 運 搬 費 149,480 199,000 △� 49,520 電話代、郵券料ほか

7. 共 益 費 404,658 398,000 6,658 事務所共益費

8. 事 務 諸 費 503,919 574,000 △� 70,081 パソコンリース料、消耗品費ほか

5．積　立　金 95,855,950 93,982,000 1,873,950

1. 特定退職金共済
事 業 積 立 金

95,855,950 93,982,000 1,873,950 特定退職金共済掛金積立

6．繰　出　金 14,035,595 12,142,000 1,893,595

1. 一般会計繰出金 12,396,245 10,557,000 1,839,245

2. 退職給与資金�
特別会計繰出金

1,639,350 1,585,000 54,350

7．予　備　費 0 200,000 △� 200,000

1. 予 備 費 0 200,000 △� 200,000

合　　　　　　　　計 331,100,217 312,953,000 18,147,217
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　令和７年度会館運営特別会計収支決算書　
令和７年 4月１日から
令和８年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．貸室料収入 53,781,806 51,301,000 2,480,806

1. 定 期貸室料収入 41,331,719 41,338,000 △� 6,281 テナント家賃、倉庫料

2. 臨 時 貸 室 収 入 1,488,995 1,531,000 △� 42,005 会議室使用料

3. 駐 車 場 収 入 7,648,839 6,348,000 1,300,839 月極・有料駐車場代ほか

4. その他付帯収入 3,312,253 2,084,000 1,228,253 ガス料、広告看板設置代ほか

2．共益費収入 24,067,974 23,067,000 1,000,974

1. 共 益 費 収 入 16,319,934 16,455,000 △� 135,066 共通管理費

2. 電 気 料 収 入 7,259,660 6,000,000 1,259,660 電気料

3. 電 話 料 収 入 488,380 612,000 △� 123,620 事務所電話料

3．雑　収　入 333,489 204,000 129,489

1. 預 金 利 息 99,969 6,000 93,969 普通・定期預金利息

2. 雑 収 入 233,520 198,000 35,520 自動販売機手数料ほか

4．繰　入　金 27,268,950 23,608,000 3,660,950

1. 一 般会計繰入金 27,268,950 23,608,000 3,660,950

5．そ の 他 の
収　　　入

0 10,000 △� 10,000

1. 敷 金 等 収 入 0 10,000 △� 10,000

6．積立金取崩
収　　　入

0 30,000 △� 30,000

1. 退 職給与積立金
取 崩 収 入 0 10,000 △� 10,000

2. 敷金積立金取崩収入 0 10,000 △� 10,000

3. 修繕積立金取崩収入 0 10,000 △� 10,000

合　　　　　　　　計 105,452,219 98,220,000 7,232,219
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支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．維　持　費 20,704,033 23,751,000 △� 3,046,967

1. 保 守 料 2,419,890 3,237,000 △� 817,110 建物・設備定期点検料

2. 警 備 委 託 料 219,450 235,000 △� 15,550 建物・駐車場警備料

3. 保 険 料 481,620 400,000 81,620 火災保険料

4. 水 道 光 熱 費 10,809,412 11,070,000 △� 260,588 電気・ガス・水道代

5. 清 掃 費 4,980,454 4,916,000 64,454 清掃料、ごみ収集料ほか

6. 修 繕 費 1,793,207 3,883,000 △� 2,089,793 建物・設備修繕費

7. 貸 室 改 修 費 0 10,000 △� 10,000

2．管　理　費 39,169,206 29,347,000 9,822,206

1. 俸 給 4,476,000 4,392,000 84,000 職員本俸１名分

2. 諸 手 当 470,400 378,000 92,400 職員諸手当１名分

3. 賞 与 1,703,678 1,519,000 184,678 職員期末手当１名分

4. 福 利 厚 生 費 1,251,703 1,216,000 35,703 法定福利費ほか

5. 旅 費 交 通 費 0 10,000 △� 10,000

6. 通 信 運 搬 費 676,986 814,000 △� 137,014 電話料、Wi-Fi利用料ほか

7. 什 器 備 品 費 141,240 542,000 △� 400,760 備品代

8. 消 耗 品 費 460,236 635,000 △� 174,764 トイレットペーパー代ほか

9. 公 課 23,793,635 13,571,000 10,222,635 固定資産税、法人税ほか

10. 分 担 金 85,000 81,000 4,000 ケーブルテレビ利用料

11. 事 務 諸 費 180,826 103,000 77,826 振込手数料ほか

12. 借 上 料 4,815,360 4,816,000 △� 640 駐車場借上料

13. 車 両 関 係 費 1,114,142 1,270,000 △� 155,858 公用車維持管理費

3．返　済　金 35,019,480 34,257,000 762,480

1. 借 入 金 返 済 金 30,396,000 30,396,000 0

2. 借 入 金 利 息 4,623,480 3,861,000 762,480

4．繰　出　金 10,559,500 10,555,000 4,500

1. 一 般会計繰出金 0 10,000 △� 10,000

2. 退 職 給 与 資 金
特別会計繰出金

559,500 535,000 24,500

3. 敷 金 積 立 金 0 10,000 △� 10,000

4. 修 繕 積 立 金 10,000,000 10,000,000 0

5．そ の 他 の
支　　　出

0 10,000 △� 10,000

1. 敷 金 返 済 支 出 0 10,000 △� 10,000

6．予　備　費 0 300,000 △� 300,000

1. 予 備 費 0 300,000 △� 300,000

合　　　　　　　　計 105,452,219 98,220,000 7,232,219
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　令和７年度労働保険事務組合特別会計収支決算書　
令和７年 4月１日から
令和８年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

１．会　　　費 110,055 120,000 △� 9,945

1. 会 費 110,055 120,000 △� 9,945 全国労保連会費

２．支払手数料 255,372 240,000 15,372

1. 支 払 手 数 料 255,372 240,000 15,372 全国労保連総コン利用料

３．事　務　費 140,357 180,000 △� 39,643

1. 消 耗 品 費 4,901 10,000 △� 5,099

2. 通 信 運 搬 費 127,426 150,000 △� 22,574 郵券代ほか

3. 旅 費 交 通 費 0 10,000 △� 10,000

4. 雑 費 8,030 10,000 △� 1,970 振込手数料ほか

４．繰　出　金 5,077,339 4,544,000 533,339

1. 一般会計繰出金 5,077,339 4,544,000 533,339

合　　　　　　　　計 5,583,123 5,084,000 499,123

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

1．事 業 収 入 5,543,604 5,079,000 464,604

1. 報 奨 金 2,209,650 1,974,000 235,650 報奨金（鳥取労働局）

2. 助 成 金 50 50,000 △� 49,950 適用促進活動助成金

3. 事務委託手数料 3,333,904 3,055,000 278,904 委託事業所

2．雑　収　入 39,519 5,000 34,519

1. 雑 収 入 39,519 5,000 34,519 預金利息ほか

合　　　　　　　　計 5,583,123 5,084,000 499,123
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　令和７年度退職給与資金特別会計収支決算書　
令和７年 4月１日から
令和８年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

１．繰　入　金 9,315,513 9,170,000 145,513

1．一般会計繰入金 675,000 675,000 0

2．中小企業相談所
特別会計繰入金

6,441,663 6,375,000 66,663

3．法定台帳関係
特別会計繰入金

0 0 0

4．共済事業特別
会 計 繰 入 金

1,639,350 1,585,000 54,350

5．会館運営特別
会 計 繰 入 金

559,500 535,000 24,500

２．雑　収　入 125,434 3,000 122,434

1．預 金 利 息 125,434 3,000 122,434 普通・定期預金利息

３．繰　越　金 92,019,474 91,721,000 298,474

1．繰 越 金 92,019,474 91,721,000 298,474 前年度繰越金

合　　　　　　　　計 101,460,421 100,894,000 566,421

支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

１．退職給与金 4,058,400 4,058,400 0

1．退 職 給 与 金 4,058,400 4,058,400 0 退職者分

支 出 合 計 4,058,400 4,058,400 0

本 年 度末資金残高 97,402,021 96,835,600 566,421 次年度へ繰越

合　　　　　　　　計 101,460,421 100,894,000 566,421
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　令和７年度財政調整資金積立金特別会計収支決算書　
令和７年 4月１日から
令和８年 3月31日まで

収　入　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

１．繰　入　金 0 10,000 △� 10,000

1．一 般 会 計 繰 入 金 0 10,000 △� 10,000

２．雑　収　入 127,513 3,000 124,513

1．預 金 利 息 127,513 3,000 124,513

３．繰　越　金 177,745,295 177,697,000 48,295

1．繰 越 金 177,745,295 177,697,000 48,295 前年度繰越金

合　　　　　　　　計 177,872,808 177,710,000 162,808

支　出　の　部� （単位：円）

款 項 本年度決算額 本年度予算額 比較増減 備　　　　考

１．繰　出　金 0 10,000 △� 10,000

1．一 般 会 計 繰 出 金 0 10,000 △� 10,000

支 出 合 計 0 10,000 △� 10,000

本 年 度末資金残高 177,872,808 177,700,000 172,808 次年度へ繰越

合　　　　　　　　計 177,872,808 177,710,000 162,808
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　貸　借　対　照　表　
令和８年３月31日現在

� 鳥取商工会議所　

借　　　　　　　　　　方

科　　　　　目 金　　　額

〔資　産　の　部〕 円

流　動　資　産 93,456,216

現 金 及 び 預 金 87,612,335

未 収 金 5,843,881

固　定　資　産 1,278,298,106

（有形固定資産） 920,968,544

建 物 380,913,973

建 物 付 帯 設 備 97,706,679

構 築 物 4,506,711

什 器 備 品 1,504,094

土 地 436,337,087

（その他の固定資産） 357,329,562

電 話 加 入 権 131,440

投 資 有 価 証 券 19,455,400

出 資 金 100,000

預 り 敷 金 積 立 預 金 18,533,940

退 職 給 与 引 当 預 金 97,402,021

財 政 調 整 資 金 積 立 預 金 177,872,808

企 業 支 援 対 策 積 立 預 金 3,833,953

修 繕 積 立 預 金 40,000,000

合　　　　　計 1,371,754,322

貸　　　　　　　　　　方

科　　　　　目 金　　　額

〔負　債　の　部〕 円

流　動　負　債 47,919,369

前 受 金 4,862,941

未 払 金 1,910,177

預 り 金 9,991,261

預 り 保 険 料 31,154,990

固　定　負　債 367,198,961

長 期 借 入 金 251,263,000

預 り 敷 金 18,533,940

退 職 給 与 引 当 金 97,402,021

負　　債　　計 415,118,330

〔正味財産の部〕

積　　立　　金 221,706,761

財 政 調 整 資 金 積 立 金 177,872,808

企 業 支 援 対 策 積 立 金 3,833,953

修 繕 積 立 金 40,000,000

剰　　余　　金 734,929,231

固 定 財 産 689,392,384

一 般 会 計 収 支 剰 余 金 45,536,847

正 味 財 産 計 956,635,992

合　　　　　計 1,371,754,322

（注）　１．有形固定資産の減価償却累計額� 505,224,851円　　　　　　　　　　　　　
　　　 ２．退職給与引当金の当年度繰入額� 9,440,947円　　　　　　　　　　　　　
　　　 ３．（一財）鳥取市中小企業勤労者福祉サービスセンターへの出捐金� 1,000,000円　　　　　　　　　　　　　



－ 101 －

　付　属　明　細　表　
１．積立金明細表�

区　　　　　分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 備 考
目的使用 その他

中小企業相談所特別会計 円 円 円 円 円

企 業 支 援 対 策 積 立 金 3,833,953 0 0 0 3,833,953

会 館 運 営 特 別 会 計

修 繕 積 立 金 30,000,000 10,000,000 0 0 40,000,000

財政調整資金積立金特別会計

財 政 調 整 資 金 積 立 金 177,745,295 127,513 0 0 177,872,808

合　　　　計 211,579,248 10,127,513 0 0 221,706,761

２．固定財産明細表�

勘　定　科　目 期首残高
（Ａ）

当期増加額
（Ｂ）

当期減少額
（Ｃ）

当 期 減 価
償却額（Ｄ）

期末残高
（Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ） 備 考

〔 一 般 会 計 〕 円 円 円 円 円

Ⅰ　固定資産 19,473,357 0 0 146,005 19,327,352

什 器 備 品 833,957 0 0 146,005 687,952

投 資 有 価 証 券 18,639,400 0 0 0 18,639,400

固定財産計（①＝Ⅰ） 19,473,357 0 0 146,005 19,327,352

〔 特 別 会 計 〕

Ⅰ　固定資産 1,052,323,169 9,630,147 4,058,400 20,630,923 1,037,263,993

建 物 392,323,707 0 0 11,409,734 380,913,973

建 物 付 帯 設 備 104,968,671 0 0 7,261,992 97,706,679

構 築 物 5,599,292 0 0 1,092,581 4,506,711

什 器 備 品 1,493,558 189,200 0 866,616 816,142

土 地 436,337,087 0 0 0 436,337,087

電 話 加 入 権 131,440 0 0 0 131,440

投 資 有 価 証 券 816,000 0 0 0 816,000

出 資 金 100,000 0 0 0 100,000

預 り 敷 金 積 立 預 金 18,533,940 0 0 0 18,533,940

退 職 給 与 引 当 預 金 92,019,474 9,440,947 4,058,400 0 97,402,021

Ⅱ　固定負債 392,212,414 9,440,947 34,454,400 0 367,198,961

長 期 借 入 金 281,659,000 0 30,396,000 0 251,263,000

預 り 敷 金 18,533,940 0 0 0 18,533,940

退 職 給 与 引 当 金 92,019,474 9,440,947 4,058,400 0 97,402,021

固定財産計（②＝Ⅰ－Ⅱ） 660,110,755 189,200 △ 30,396,000 20,630,923 670,065,032

合　　計（①＋②） 679,584,112 189,200 △ 30,396,000 20,776,928 689,392,384
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　財　　産　　目　　録　
令和８年３月31日現在

� 鳥取商工会議所　

勘　定　科　目 摘　　　　　　　要 金　　額

〔資産の部〕 円 円

流　動　資　産

現 金 及 び 預 金 普通預金 87,612,335

未 収 金 一般会計 325,521

中小企業相談所特別会計 5,365,600

会館運営特別会計 152,760 5,843,881

固　定　資　産

（有形固定資産）

建 物 取得価額 570,372,892

償却累計額 △�189,458,919 380,913,973

建 物 付 帯 設 備 取得価額 325,807,529

償却累計額 △�228,100,850 97,706,679

構 築 物 取得価額 54,999,434

償却累計額 △� 50,492,723 4,506,711

什 器 備 品 取得価額 38,676,453

償却累計額 △� 37,172,359 1,504,094

土 地 436,337,087

（その他の固定資産）

電 話 加 入 権 131,440

投 資 有 価 証 券 智頭急行株式会社 200,000

株式会社鳥取テレトピア 5,000,000

アクサ生命保険株式会社 339,400

街づくり株式会社いちろく 100,000

株式会社鳥取県情報センター 12,000,000

株式会社食のみやこ鳥取 1,000,000

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス 816,000 19,455,400

出 資 金 鳥取信用金庫 100,000

預 り 敷 金 積 立 預 金 定期預金 18,533,940

退 職 給 与 引 当 預 金 普通預金 10,902,021

定期預金 86,500,000 97,402,021

財 政 調 整 資 金 積 立 預 金 普通預金 93,872,808

定期預金 84,000,000 177,872,808

企 業 支 援 対 策 積 立 預 金 定期預金 3,833,953

修 繕 積 立 預 金 定期預金 40,000,000

資産の部合計 1,371,754,322
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勘　定　科　目 摘　　　　　　　要 金　　額

〔負債の部〕 円 円

流　動　負　債

前 受 金 会館運営特別会計 4,862,941

未 払 金 一般会計 1,910,177

預 り 金 一般会計 468,085

中小企業相談所特別会計 9,121,000

中心市街地活性化特別会計 402,176 9,991,261

預 り 保 険 料 共済事業特別会計 31,154,990

固　定　負　債

長 期 借 入 金 会館運営特別会計

　鳥取銀行 116,854,000

　山陰合同銀行 80,099,000

　鳥取信用金庫 54,310,000 251,263,000

預 り 敷 金 18,533,940

退 職 給 与 引 当 金 97,402,021

負債の部合計 415,118,330

差引正味財産 956,635,992
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　監　 査　 意　 見　 書　

　鳥　取　商　工　会　議　所

　　　会　頭　　平　井　耕　司　殿

　定款第66条の規定により会頭から提出された令和７年度事業報告書ならびに令和７年度収支決算書、貸

借対照表および財産目録について監査した結果、いずれも適正かつ正確であることを認めます。

　　　令和８年６月３日

� 鳥　取　商　工　会　議　所　　　　　　　　　

� 監　事　　安　住　　　学　㊞

� 監　事　　小　林　　　崇　㊞

� 監　事　　三　木　雅　夫　㊞


